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は じ め に

我が国では、総人口減少・高齢者人口急増・出生数減少の同時進行に伴い、公

共サービスの需要に質量両面の変化が生じています。

こうした中で、主に高度経済成長期以降において大量に整備された公共施

設等の社会資本が相次いで更新時期を迎えるため、所期の役割を終えた社会

資本を「リノベーション」により生まれ変わらせることによって、新たなニー

ズへの対応や運営コストの低減、ひいては地域の活性化を目指した取り組み

が全国各地で実施されています。

当センターでは、公共施設等の社会資本のリノベーションの実現やそれを

通じた地域の活性化に向けた取り組みの一助にしていただくことを目的とし

て、廃校を住民の憩いの場所となる美術館にした事例、近隣市町村が連携して

廃線の活用に取り組んでいる事例、公共施設再配置実施計画を住民の参画に

より策定した事例など、特徴的な12事例を盛り込んだガイドブックを作成す

ることといたしました。

本書は総論、政策解説、事例紹介の3部構成となっております。総論として東

京大学大学院 工学系研究科 都市工学専攻教授の小泉秀樹氏に「社会資本の

リノベーションによる地域活性化−少子高齢社会における新しいコミュニテ

ィ・マネジメントに向けて」と題する論文をお寄せいただきました。政策解説

については、総務省の施策担当の方に最新の動向を踏まえた解説をご執筆い

ただきました。また、事例紹介では、リノベーション実施のきっかけ、具体的

な取り組み内容、成果、課題、今後の展望等をまとめました。

本書が、地域づくりに取り組む皆様の参考となり、お手元に置いてご活用い

ただければ幸いに存じます。

最後になりますが、本書の刊行にあたり、多大なるご協力をいただきました

関係者の皆様方に厚く御礼申し上げます。

平成28年2月

� 一般財団法人 地域活性化センター

� 理事長　椎 川  忍
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公民館・児童館などの公共施設、上下水道など
のインフラ施設のマネジメントやリノベーション
が一種のブームとなっている。その背景として、
高度成長期に整備した各種施設が一斉に更新期を
迎えつつあり、その更新や維持に莫大な費用がか
かるということがある。

一方で、日本においては、少子化および高齢化
が急速に進展している。そして、急速に深化しつ
つある少子高齢社会は、上記に加えて様々な社会
的課題を我々に突きつけている。

社会資本のリノベーションやマネジメントは、
こうした多様化するコミュニティ課題の解決と関
連付けながら構想され、また実施される必要があ
る。

本稿では、少子高齢社会の課題解決を指向した
新しいコミュニティ・マネジメントのあり方（理
念系）を念頭におきながら、公共施設・インフラ
施設を含む社会資本のリノベーションやマネジメ
ントについて再考してみたい。

以下では、まず、社会資本のうち公共施設を中
心にそのマネジメントの全国における実施状況と
課題を概説する。ついで社会資本のリノベーショ
ンやマネジメントに関連した先進的取り組みにつ
いて紹介する。その上で、社会資本のリノベーシ
ョンを指向した少子高齢社会における新しいコミ
ュニティ・マネジメントのあり方を展望したい。

1　本稿のねらい

2.1�　全国の公共施設マネジメントの取り組みの
現状

（1）策定状況の概要
2013年11月30日現在、全国1742市区町村のうち

151団体が、公共施設マネジメントに関連した政策
文書を作成していた＊1。図1は、地域別の傾向を示
したものであるが、関東地方、その中でも特に１
都３県にて取り組みが行われている。これらの地
域は、人口に比例して公共施設の総床面積が非常
に大きいこと、また比較的早い時期に公共施設が
整備されたことにより、老朽化が深刻になってい
ることから、早急な対策に迫られているためと考
えられる。

2.2�　公共施設マネジメントの概要

2　公共施設マネジメントの実態

社会資本のリノベーションによる地域活性化

●1964年、東京生まれ。1988年東京理科大学工学部建築学科卒業。1993年東京大学
大学院工学系研究科都市工学専攻博士課程修了。東京理科大学理工学部建築学科助手、東
京大学工学部都市工学科講師・助教授・准教授を経て現職。専門は、コミュニティ・デザ
イン、協働のまちづくり、市民主体のまちづくりなど。共著に『東日本大震災　復興まち
づくり最前線』（学芸出版社）、『まちづくりの百科事典』（丸善）、『持続可能性を求めて』
（日本経済評論社）、『スマートグロース』（学芸出版社）など多数。

小泉 秀樹　東京大学大学院 工学系研究科 都市工学専攻教授

〜少子高齢社会における新しいコミュニティマネジメントに向けて〜

総論

図１ 地方別の公共施設マネジメント策定地方公共団体の割合
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公共施設マネジメントの基本的な取り組みを図
２に示す。

公共施設マネジメントは、多くの場合、「施設白
書⇒基本計画⇒実施計画」の順で行政文書を作成
し、実施されている。しかし、実施計画まで策定
している地方公共団体は少ない（図３）。実施計画
においては、コストに着目し施設運営の効率化の
みを目的とした計画が多い。住民生活への影響を
考慮して検討している例は少ない。また、生活圏
などを一定の区域を対象として、複数施設の「複
合化」「地域移譲」などをつうじて施設配置を再考
する、すなわちコミュニティの施設マネジメント
を指向した計画は非常に少ない。住民意見が反映
されている計画も非常に少ない。

3.1�　公共施設マネジメントの先進例

2.で記したように、全国的にみれば、公共施設

3�　社会資本のリノベーション・マネジ
メントに関わる先進的取り組み

マネジメントは、行政財政を今後圧迫する建築施
設の建て替えや補修費用をいかに抑えるのか、と
いうことを主眼として行われている。しかし、よ
り創造的に新しい地域や施設のあり方を探求して
いる取り組みも散見される（本誌p9表）。以下で
は代表的な先進事例について紹介する。

〈�生活圏域を考慮した施設の統廃合：習志野市〉
千葉県習志野市では、国に先駆けて2006年度よ

り公共施設再生に取り組んできた。2012年５月に
公共施設再生計画基本方針、2014年３月に公共施
設再生計画を作成している。公共施設再生計画で
は、小中学校区や都市マスタープランでの地域区
分などを参考に、市域を５つにわけた生活圏（概
ね１km半径の圏域）を設定し、生活圏毎に施設
の再配置を段階的に進めることを示している。

具体的には、生活圏内のコミュニティ施設を、
小中学校を中心に複合化し、新たな地域拠点を形
成し、また自治会館や小規模な公民館などについ
ては地域移譲することで、複合化施設の補完的な
役割を担わせるといった方法をとっている。

先行的に事業を進めている大久保地区では、「老
朽化した大久保公民館・市民会館、大久保図書
館、勤労会館を更新・再生し、中央公園と一体的
に整備、運営することで、周辺のまちづくりと連
携した地域の価値を高めるエリアづくりを推進（習
志野市 公共施設再生計画 p85）」（図4）するとし
ている。その際、「周辺１km 圏内に立地する、屋
敷公民館、生涯学習地区センターゆうゆう館、藤
崎図書館、あづまこども会館は、中央公園周辺に
機能集約し、生涯学習や市民活動の拠点として、
全市利用施設（同）」にすることになっている。併
せて、京成大久保駅から中央公園にむけた眺望の
障壁となっている、大久保公民館・市民会館の公
園内への配置を行うことで、「街中のオアシスとし
て、中央公園を中心に、このエリアの魅力（同）」
を高めることを想定している。

しかしながら、都市計画や公共交通、市街地開
発事業等との連携や、施設を再配置することによ
る周囲への影響に関する検討は不十分であるなど
課題がないわけではない。

また習志野市では、インフラ長寿命化基本計画

少子高齢社会における新しいコミュニティ・マネジメントに向けて

図2 公共施設マネジメントと基本的な取り組み

図３ ３段階別の計画策定状況
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についても、2015年度秋をめどに策定し、公物全
体のマネジメントを一括的に進めることを検討し
ている。

〈�ワークショップによる施設計画への�  
住民の声の反映：鶴ヶ島市、氷見市〉
埼玉県鶴ヶ島市では、複合化施設の機能やゾー

ニングに対して市民とワークショップ形式の公開
講評会「パブリックミーティング」を東洋大学と
協力して開催し、検討した。これは、住民が参加
し、多様な選択案から一案を選んでいく公開型討
議プロセスである。そこでの討議結果の行政施策
への反映方法等についてまだ不確定な面もある
が、公共施設等総合管理計画に反映することを想
定して行われている。多くの自治体が公共施設の
統廃合や再配置、機能の複合化などについて行政
案を先に作成し、事後的に意見を尋ねることが多
いのに対して、よりプロアクティブ（事前積極的）
に市民の声を反映した施設のリノベーションを指
向している点が評価される。

また、本誌でとりあげている富山県氷見市（本
誌p54）も、公共施設のリノベーションにあたり、

ワークショップ方式を取り入れ、市民との積極的
対話のもとに行っている好例といえる。空いた学
校施設を利用した新庁舎建築では、市民との対話
を重視した空間デザインが実現し、できあがった
空間で市民と市との対話がうみだす運営上の工夫
も行われている。また、道の駅を活用した漁業交
流施設「魚々座」では、各所に市民の意見を取り
入れ、また市民から3,000点に及ぶ漁具民具を寄贈
してもらい展示するなど市民と協働で創りあげて
いる。

総論

図4 習志野市大久保地区における公共施設再生計画

出典 https://www.toyo.ac.jp/site/sce/news-6358.html
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少子高齢社会における新しいコミュニティ・マネジメントに向けて

（出典：文献３）

表 公共施設マネジメントの先進例



平成27年度　地域活性化ガイドブック　〜社会資本のリノベーションによる地域活性化〜

10 平成27年度 地域活性化ガイドブック

〈�地域企業による管理運営を指向したサービスプロ
バイダ方式のPFI：西尾市（本誌p60〉
愛知県西尾市では、合併を契機に公共施設の再

配置に取り組み始め、企画部企画政策課内に公共
施設対策プロジェクトチームを設置し、2012年３
月に「西尾市公共施設再配置基本計画」、2014年３
月には「西尾市公共施設再配置実施計画」を策定
し、これらに並行させてモデルプロジェクトを実
施し、公共施設の統廃合・用途変更の事業を行っ
てきた。また実施計画策定後は、関連地区での説
明会などを通じて住民と意見交換を行ってきた。
これら一連の取り組みについても、先進性を見い
だすことができるが、同市の取り組みにおいて最
も特筆すべき点は、地域企業による管理運営を指
向したサービスプロバイダ方式のPFIを独自に構
想し、実施しつつあることにある。

通常のPFIとは異なり、サービスプロバイダ方
式のPFIでは、SPCの役割を運営機能のみとし、
施設の開発・建設については、運営主体であるSPC
が詳細を決め建設企業へ発注する。これにより、
施設建設能力ではなく、施設利用への住民意見の
反映や運営の持続性など施設運営能力をPFIにお
ける企業選定の主な基準におくことができる。こ

のことは、地元の中小企業が中心となって参画す
ることを可能にしている。また、西尾市では2014
年度に８回にわたる市民ワークショップ「にしお
未来まちづくり塾」を開講し、そこでの意見をと
りまとめ、PFIの要求水準書に掲載しており、住
民・市民のニーズに対応した施設運営を重視した
方式として組み立てている点も特徴的である。＊2

3.2�　地域資源の活用を指向した戦略的プランニ
ングからのアプローチ

公共施設マネジメントに対して、社会資本をよ
り広く捉え地域の資源として位置づけ直すこと
で、地域の再生を図る、より戦略的で創造的なア
プローチも、数少ないが見られるようになってき
た。以下紹介する。

〈�郊外住宅地の再生：横浜市次世代郊外まちづくり
「たまプラーザ地区」〉

横浜市では、郊外住宅地の再生を電鉄会社やUR
と協力した「次世代郊外まちづくり」により進め
つつある。筆者も関わっている東急電鉄沿線のた
まプラーザ駅周辺地区を対象とした取り組みは、
次世代郊外まちづくりの最も先行した事例である。

総論

図5　たまプラーザ地区のグランドデザイン
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まず、たまプラーザ駅周辺地区を対象に、ステ
ークホルダーの発掘から始めた。そして、公募で
募った住民を中心に、100名規模のワークショップ
を企画・開催した。そこでは、まず地区の課題と
今後目指すべき方向・ビジョンを共有し、課題解
決やビジョン実現にむけたプロジェクトを企画提
案した。これらの検討結果は、2013年６月に「次
世代郊外まちづくり基本構想2013」（図5、6）とし
てまとめられている。

構想策定後、具体的な課題解決にむけた協働的
活動や事業を引き出すために、組織形成や企画立
案支援、さらに活動助成を地区住民を対象に実施
した点が従来からある「地区まちづくり」とは異
なる。その際に、外部企業とのコラボレーション
を促すかたちで企画立案を支援した点も新しい試
みである。その結果、課題解決やビジョンの実現
に向けて、多様な地域資源を活用した28（うち学
びのプロジェクトが15）のコミュニティ事業が実
施され、更にその過程においてクラウドファンデ
ィングの実施や他の助成金の獲得を促すなどし、
事業の育成を試みている。

横浜市たまプラーザ地区での試みは、こうした

コミュニティの問題解決に向けた社会活動・事業
について、ニーズの発掘からはじめて、人的組織
的なストックを資源化し、人工物ストックの資源
化と組み合わせ、企画をデザインし実装する新し
い試みといえるだろう。

〈�リノベーション・スクール：空き家等人工物 
ストック活用〉
空き家や公共施設の利活用が問題となっている

いくつかの都市で進められている「リノベーショ
ン・スクール」（http://renovationschool.net）は、
まちづくり活動助成やコミュニティ・ビジネス支
援の仕組みを、未利用・低利用の不動産アセット

（人工物ストック）と結びつけて行っている方式と
理解することができる。まちづくり活動助成やコ
ミュニティ・ビジネス支援の仕組みでは、寄付に
もとづくファンドによる助成や事業企画に対する
融資を機会として、まちづくり活動やコミュニテ
ィ・ビジネス提案を受け付け、中間支援団体が支
援するなかで企画を練り上げる。更に事業実施に
あたっても専門的支援を行い、市民・住民団体が
地域の様々な資源をもとに事業を展開することを
支援する。

リノベーション・スクールはそのターゲットと
して公物（公共建築物更には公園や街路）なども
扱っている。しかし、その本質は、やはり民間所
有の不動産物件を活用した、まちづくり事業の展
開にあるといえるだろう。公物を対象とした市民
や住民、地域の専門家が発意したまちづくり事業
については、すでに1990年代から所謂まちづくり
活動助成やインフラ施設の利活用による積み重
ね、つまり先例があるからだ。しかし、これにつ
いてもフロンティアは残されている。札幌市など
一部の自治体ではすでに行われているが＊3、収益
性のある事業を道路や河川、公園などの公物上で
積極的に展開することだ。こうした事業が、リノ
ベーション・スクールのような参加型の事業企画
支援の取り組みをきっかけとして生まれる可能性
はあるだろう。なお、小坂鉄道のリノベーション
による地域活性化（近代産業遺構としての鉄道軌
道を活用した観光まちづくり 本誌p36）も、同種
の事業として位置づけられ、今後より積極的な事

少子高齢社会における新しいコミュニティ・マネジメントに向けて
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業展開に期待したい。
北九州市では、すでに５年間継続的に活動をし

ており、28年３月には10回目を迎える。中間支援
組織である「リノベーションまちづくりセンター」
も設立されており、一過性の不動産事業の形成を
目的としたイベントではなく、小規模リノベーシ
ョン事業の持続的展開を通じた都市再生支援プロ
グラムとして発展し、地域に定着しつつある。

問題の発見や課題・ビジョン共有の側面を一層
強化することで、コミュニティの問題解決に協調
的に作用するプログラムに発展し得るだろう。
第１０回リノベスクール（2016年３月の実施予定）“ユニット”
《事業計画コース・不動産リノベーションユニット》
リノベーションスクールの代名詞とも言える特定の対象案件に対

して再生事業を構想するユニットです。遊休不動産の活用やリノベ
ーションによるまちづくりプロジェクトを考えている方に。

《事業計画コース・エリアビジネスユニット》
リノベーションという言葉が、いまだに建築的な意味合いで捉え
られる印象が強く、「建築が専門ではないから、リノベーションっ
て自分には関係ない」と、受講することに一歩踏み出せなかった方
たちも、エリアを再生するプランを、受講生達と共に夢中になって
過ごす４日間を体感してみてください。
みなさんの住んでいるエリアで、新しい一歩を踏み出したいと考

えている方には、エリアの活かし方・魅力の見つけ方がみえてくる
はずです。どんな場所でも活かすことができる「学び」になると信
じています。
そして、「じぶんのまちでできること」を進める“きっかけ”に

していただきたいと思っています。
《セルフリノベーションコース》
「古い建物を、じぶんたちの手でセルフビルドしてみたい！」楽
しく、工具の使い方や、実際に身体を動かして、施工の工程を体感
したい方にオススメです。もちろん、工具を触ったことないという
方も、大丈夫です。
工具の使い方から、部屋作りのアイディアまで、たくさんのこと

を学んでください。
《公務員リノベーションコース》
リノベーションまちづくりなどのまちづくりを、自らの住む地域
で実践したいと考えている地方行政職員が対象です。行政職員向け
に、自ら考え行動を起こすための実践プログラムを行います。
出典 http://kitakyu.renovationschool.net/news/join10th_school

公共施設マネジメントについては、近年自治体
の財政的問題への対処のため、全国の自治体に急
速にひろがりつつある。そのうち萌芽的試みにお
いては、コミュニティに必要とされる機能・サー
ビスを再検討し、重複する施設の統廃合と複合
化、地域委譲といったかたちで、総量を削減する
ことが行われていた。また住民への影響を考慮
し、小中学校区等の生活圏を単位として施設配置

4�　社会資本イノベーションを指向した
コミュニティ・マネジメントへの展開

（複合化による集約化や廃止、地域移譲）を行って
いる「コミュニティ施設計画」の萌芽的事例と呼
べるものも見られた。

しかし、多くの場合、住民生活に大きな影響を
与えるにも関わらず、住民参加が不十分な場合が
多い。また、住宅地の環境整備や市街地開発事
業、さらには公共交通など本来ならば施設配置と
ともに検討すべき事項についても、検討は行われ
ていない。

つまり、多くの場合は、コミュニティでの豊か
で持続可能な生活の実現に直結する内容となって
いないのである。

少子高齢化や人口・世帯減の進む我が国におい
ては、諸種の制約中で持続可能で豊かなコミュニ
ティ（地域社会）をいかにつくりだすか？　とい
う、より能動的で未来志向の検討が求められてい
る。そして、そのためには、公共施設の維持管理
費削減の観点を包含しつつも、公共交通の再編や
空き家・空き地が急増する住宅地のマネジメント、
公共施設を含む地域資源のコミュニティ・リビン
グ・ワーク＊4にむけた活用、高齢社会にむけた地
域包括ケアの体制づくりなど、より多面的に複合
した問題・課題領域と連動しつつ、また市民・住
民の積極的な参加をとりつけながら、検討を行う
ことが必要である。この際、高齢者福祉施設（介
護事業施設）など、民間事業者が設置運営してい
る施設もあり、これらの立地調整や他施設との一
括的運用なども必要とされている。

つまり持続可能なコミュニティの運営・マネジ
メントを実現するための一つの手段として、社会
資本のイノベーションを位置づけ直す発想が必要
とされているのである。

では、どのようにすれば、社会資本のイノベー
ションをつうじて、そのような領域総合的なコミ
ュニティ・マネジメントを実現することが可能と
なるのだろうか？

一つは、すでに全国で多く行われつつある公共
施設のマネジメント（公共施設等総合管理計画）
をきっかけとして、他の分野、例えば都市整備や
公共交通、住宅政策、介護保険事業などの福祉事
業と、連携的な取り組みを、モデル地区で展開す
るイメージだろう。習志野市の大久保地区での取

総論
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り組みを発展させるイメージである。
もう一つは、より戦略的なアプローチを当初か

らとる横浜市次世代郊外まちづくりやリノベーシ
ョン・スクールなどの方式を、公共施設やインフ
ラのマネジメントを包含したより幅広な地域資源
を活用したコミュニティ事業へとつなげて行くア
プローチであろう。

総合計画や都市マスタープラン、立地適正化計
画、公共施設等総合管理計画、地域福祉計画など
を統合的に策定するといったアプローチからコミ
ュニティおける総合的施策へと展開させる方法も
あるだろう（埼玉県草加市）。

さらに、自治体によっては、氷見市のように、
その自治体の象徴的かつ特定な施設・資源のリノ
ベーションからまず始め、当該施設の存在するコ
ミュニティを対象としたより包括的なコミュニテ
ィ・マネジメントへと展開させる道筋もあるだろ
う。

その他、従来型の都市・市街地整備系事業を契
機として、少子高齢社会にむけたコミュニティ・
マネジメントへと展開させることも考えられる。
これについても、密集事業をつうじて富山式デイ
サービスを展開しつつある富山県射水市放生津地
区などの先例がある。

重要なことは、社会資本を、インフラや公共建
築施設などの公物（政府が所有するインフラ・不
動産施設）に限らず、民間所有の人工的／自然的
空間資源、人的・組織的資源、歴史・文化的資源
など、幅広く捉え直すこと。そして、それらの組
み合わせや、外部の資源との連結をつうじた創造
的な事業展開を、地域課題の解決につなげるかた
ちで、構想すること。このような方向に展開させ
ていくための次の一手を実際に打つことにある。

そのため、必ずどこかの局面で、従来の行政施
策の枠組みを超えた、ないしは多部局の連携的な
取り組みが必要となる。また、地域企業やNPO、
住民組織、金融機関などとの協働的な取り組みも

必要になるだろう。そのためのプラットフォーム
の構築も求められる。

すなわち、協働・共創的な次世代のコミュニテ
ィ・マネジメントを可能とする社会的仕組みを構
築することが求められることになる。これについ
ては別稿で論じることにするが、そうした新しい
現代的なコミュニティ・マネジメントにむけた意
欲的取り組みが、全国各地で展開することに期待
したい。
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地方創生のためには、地方に「しごと」をつく
り、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「し
ごと」を呼びこむ地域経済の好循環を拡大してい
くことが必要である。総務省では、平成27年６月
１日に高市総務大臣が経済財政諮問会議で提唱し
た「地域経済好循環推進プロジェクト」の一環と
して、「自治体インフラの民間開放」を推進してお
り、自治体の有するインフラを民間に開放するこ
とで、イニシャルコストを大幅に軽減しつつ、地
域におけるビジネス拠点の創出や地域企業の生産
性向上を支援することとしている。
「自治体インフラの民間開放」については、同日

の経済財政諮問会議において、伊藤元重議員（東
京大学大学院経済学研究科教授）から、「公的なサ
ービスをどうやって産業化していくかということ
が重要だと申し上げてきたが、自治体のインフラ
を民間に開放することがかなり重要なテーマ。各
地域に行くと、重要なところはかなり自治体イン
フラがあるが、必ずしも有効に活用されていない
ため、単に利用というだけではなくて、民間の投
資がそこにどういう形でいけるかということを、
ぜひ具体的な成果を出していただきたい」といっ
た発言もあった。

本稿で解説する「公共施設オープン・リノベー
ション」は、「自治体インフラの民間開放」の取組
として、自治体の有する図書館や美術館などの公
共施設を、クリエーター等のアイデアを活用して、
リノベーションを行うことで、地域におけるビジ
ネス拠点を創出するとともに、市民や民間事業者
に開放された新しく素敵な公共空間を生み出すも
のである。【図1】

１�　自治体インフラの民間開放�
� ～地域経済の好循環拡大に向けて～

図書館や美術館等の公共施設については、一般
的な老朽化に加え、市町村合併等により同一市町
村内で機能が重複する施設の存在、さらには、小
中学校のように生徒数減少により用途が廃止され
た建物の転用の問題、本来の利用者の減少問題な
ど、様々な課題に直面しているものが多い。また、
新設の施設についても、建設コストとの費用対効
果や、毎年度運営コストに見合う便益があるのか
を問われることになる。

これらの課題に対しては、老朽化した建物を建
築当初の性能に戻す「リフォーム」という発想に
とどまらず、建物の持つ本来の性能以上に新たな
付加価値を加える「リノベーション」によって、
公共施設を生まれ変わらせることで、周辺地域の
再生にもつなげ、住民の理解を得ながら運営コス
トの低減を図ろうという動きが出てきている。

この場合、リノベーションを機に、広くオープ
ンに知恵を集め、非日常的な空間が生まれると、
住民の満足度が向上する。また、新たな機能によ
り、利用者の増加が期待され、公共施設のその部
分を民間事業者に貸与するなど、多くの事業者の
プラットフォームとなれれば、行政側は、運営コ
ストが不要になるばかりでなく、賃貸料等の利益
が期待できる。また、大きな資金を投じて造られ
た公共施設の一部を民間企業が比較的低廉な価格
で利用できるとすれば、民間企業側としては、設
備投資コストを低く抑えながら、新たなビジネス
を展開し、雇用を生むことになる。地域経営上も
大きな価値の創出となる。いわば、住民ニーズの
充足と公共施設のパフォーマンスの改善が同時に
達成されるわけである。【図2】

２�　公共施設オープン・リノベーション
の意義

総務省における「公共施設オープン・ 
� リノベーション」の推進について

総務省　地域力創造グループ　地域政策課

政策解説（総務省）
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政策解説（総務省）　総務省における「公共施設オープン・リノベーション」の推進について

 

便利、素敵、豊か 
民間利用により 
コストから利益へ 

総雇用創出力の増加、 
地元企業との連携 

民間側からは設備 投資コストの減  

公共施設
の老朽化 
対策 （例） 

　図書館、美術館 

　市役所 

　病院　等 

（１）民間開放　　　①新設等　新コンセプトに合わせたリフォーム 
　　　　　　　　　　②要補修　新コンセプトに合わせたリノベーション 
　　　　　　　　　　③指定管理等による民間活力導入 
（２）除却等　　　　地方債の特例等 

既存の公共施設(新設を含む） 

図１　公共施設オープン・リノベーション

図２　公共施設オープン・リノベーションの例

ネーミングライツを利用し、公園施設（フットサル場、エレベーター等）を整備・管理 
園内のカフェから徴収した施設使用料を利用し、公園施設の整備・管理 

ＣＤレンタルや書籍販売等のサービス、開館時間の延長 
街情報等の発信・案内、子供向け課外授業の開催や子育てセミナー等のイベント開催 

庁舎の１階を開放し、街とつなげて一体となったにぎわい空間の創出 
街なかの空きスペースに行政組織を移す 

廃校を市民団体等が賃借し、アート・文化活動により利潤を生み出す 
余裕教室を地域活動に開放し、大人も通う学校をつくる 
各教室等に全国からデザイナーを募集し、地域の中小企業と連携 

芸術集団等と連携し、アートと空室を活用した住民による住民のための場所をつくる 

ホワイエ等の空きスペースや通路等を活用して、セレクトショップやデザインショップ等の開設を支援し、
２０代～３０代の女性が地域に居住しながら東京や世界のセンスに触れる空間(素敵な場所）を創造 
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総務省では、平成27年度に初めて、「公共施設オ
ープン・リノベーション」推進のためのマッチン
グコンペティションを開催した。【図3】

（１）マッチングコンペティションの流れ

総務省では、全国の図書館、美術館、公民館、
合併後の旧役場などの公共施設の、有効活用が可
能であるスペース等に係るデータをWeb上で公開
する「公共施設再生ナビ」（URL: https://www.
gservice.cloudjp.net/renovation/）を構築した。

【図４】　自治体は、再生したい公共施設を総務省
のウェブサイト ｢公共施設再生ナビ｣ に登録、公
表し、民間クリエーターが、取り組みたい施設の
再生アイデアを自治体に提案する。自治体は、提
案の中から事業化したい案件を、クリエーターと
共同で総務省のマッチング・コンペに応募する。
審査を経て選定された作品が、モデル事業として

３�　公共施設オープン・リノベーション�
マッチングコンペティション

実施される。
「公共施設オープン・リノベーション マッチン

グコンペティション」は、市民や民間事業者に開
放された新しい公共空間を生み出すため、公共施
設のリノベーションを希望する自治体と、民間ク
リエーターのアイデアをマッチングする ｢縁結び
事業｣ である。新しく素敵な公共空間が出現し、
新たな交流の場、ビジネス拠点として、地域経済
の好循環拡大のきっかけとなるとともに、クリエ
ーターや建築家等の才能の登竜門となることが期
待されている。

（２�）平成27年度 マッチングコンペティション� 
受賞作品について

第１回目（平成27年度）のコンペティションは、
平成27年８月31日を締切として、クリエーター等
から、各公共施設を所管する自治体に対してアイ
デアを提案していただき、その後、約１週間後に、
自治体から総務省に応募。有識者審査委員による
審査を経て、平成27年９月30日に、東京大学本郷

政策解説（総務省）

図３　公共施設オープンリノベーション　マッチングコンペティション
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キャンパスにおいて審査結果発表会を開催。人口
９千人の町から政令市まで大小様々な自治体の８
事業（採択額計：199,182千円）が採択された。

なお、審査にご協力いただいた有識者委員は次
の方々である。

北川　フラム氏（アートディレクター/（株）
アートフロントギャラリー代表）　　　　　

隈　研吾氏（建築家/東京大学教授/隈研吾建
築都市設計事務所代表）

古谷　誠章氏（建築家/早稲田大学教授/有限
会社ナスカ代表取締役）

政所　利子氏（株式会社玄代表取締役）
採択団体の一覧は【図５】のとおりである。秋

田県横手市の「ますだちょうしゃ図書館」は、庁
舎（合併前の旧役場）に図書館を併設することで、
放課後の子どもの居場所をつくり、世代を超えて
住民がふれあい、学び遊べる拠点をつくるもので、
冬の雪国でも、子ども達が集まることで、地域に
にぎわいが広がることが期待される。

千葉県鋸南町の「湯上がりの長縁」【図６】は、

町内道の駅のオープンを契機に、グリーンツーリ
ズムの拠点施設とするため、温泉を備えた地域の
老人福祉施設に、農業体験やスポーツイベントに
参加する観光客・地域住民をターゲットとした観
光交流機能を加えるもので、温泉施設の利用客増
加と交流人口の増加が期待される。

東京都葛飾区の「柴又ＢＡＳＥ」【図７】は、旧
柴又職員寮を、外国人旅行客を念頭にバックパッ
カー向けの宿泊施設に転用し、地元商店街と連携
したイベント開催等による柴又地区の観光振興に
加え、全国各地の寅さん映画ロケ地へのゲートウ
ェイ化を図るものであり、急増するインバウンド
の受け皿確保の一つのモデルとなることが期待さ
れる。

富山県富山市の「COMPACT DELI TOYAMA」
は、中心市街地の一等地にある国際会議場の⼀画
を民間に開放し、路面店で地元の特産品などを販
売することで、周辺住民・通行人・観光客が気軽
に訪れる交流拠点とするものである。一等地に面
しながら活用されていない公共施設は、全国の地

政策解説（総務省）　総務省における「公共施設オープン・リノベーション」の推進について

URL:https://www.gservice.cloudjp.net/renovation/

図４　公共施設再生ナビ
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政策解説（総務省）

青 バ ス

岩 井 袋

水 仙

頼 朝 桜

鋸 山

佐 久 間 ダ ム

中 央 公 民 館

赤 バ ス

町のゲートウェイ
〈 道 の 駅 〉

グリーンツーリズム拠点
〈 湯 上 がりの 長 縁 〉

道 の 駅

01. グリーンツーリズムを軸とした地域交流循環

02. 湯上がりに人々が集う、長い縁側

鋸南町に、既存のグリーンツーリズムを集約する地域交流拠点を
計画します。
平成 27 年 12 月にオープン予定の道の駅を観光集客のゲートウェ
イと捉え、一方で、温泉施設「笑楽の湯」に付帯する既存の福祉
施設を、農業体験やスポーツイベントに参加する町民や観光客の
拠点として再生していきます。超高齢化する鋸南町の生産・消費
サイクルの向上を図り、また観光客の新たな地域交流の場として
循環させていくことを目的とします。

農業体験やスポーツをして疲れ切った体を温泉で癒し、
さらに湯上がりにくつろぎながら、鋸南町の名産を食し
たり、観光情報を収集したり、本を読みながら休憩した
りできる空間を新たに設計します。裸足で行き来できる
長い室内縁側の設えは、町民と観光客とが交流するきっ
かけを自然と生み出していきます。

湯上がりの長縁  ―鋸南町グリーンツーリズムにおける新たな観光交流拠点計画

公共施設オープン・リノベーション　マッチングコンペティション　採択団体一覧	


提案団体 施設名 施設分類 事業概要 

秋田県 
横手市 増田庁舎 庁舎 庁舎の空きスペースを、図書館を核に、フリースペース、カフェなどを備えた一体的な

施設とし、放課後の子どもの居場所、世代を超えた交流の場とする。 

茨城県 
境町 境町文化村 社会教育 

施設 
体育館・公民館・運動場等の敷地に点在する施設を、緑化部分を増やし、外構に一体
感を持たせるとともに回遊性を高め、複合施設としての付加価値を高める。 

千葉県 
市原市 旧月出小学校 学校 廃校の校舎をクリエーターの工房、レジデンス、研修室等に改修し、芸術祭から生ま

れたクリエーター、ボランティア、地域住民の絆を深める交流の拠点とする。 

千葉県 
鋸南町 

鋸南町老人福祉センター 
笑楽の湯 

社会福祉 
施設 

年末にオープンする道の駅からの送迎バスで観光客等が利用できるよう、浴場までの
導線を裸足で歩ける「長縁」とし、地域の特産品を味わえる「産直バー」を設置。 

東京都 
葛飾区 旧柴又職員寮 職員寮 職員寮を、バックパッカー向けの宿泊施設にリノベーションし、外国人観光客と地域

住民の交流と、全国の寅さんロケ地への旅のゲートウェイ化を図る。 

富山県 
富山市 富山国際会議場 会議場

（ホール） 
顧客が国際会議場の利用者に限られているカフェ、アートサロン、交流ギャラリーを
一体化し、周辺住民や観光客等も使えるデリカテッセンスタイルの店に変貌させる。 

兵庫県 
神戸市 

デザインクリエイティブセ
ンター神戸（ＫＩＩＴＯ） 

会議場
（ホール） 

「旧神戸生糸検査所」を活用した施設を、デザインの優れた商品の展示･販売、デザイ
ナーと企業のマッチングの場に改修、「デザイン都市神戸」の魅力を発信する。 

愛媛県 
西予市 宇和米博物館 博物館 博物館として使用している木造校舎を、109ｍの長い廊下と土間のある第１校舎をアー

ケードに見立て、コーワーキング及びインキュベーション施設として活用。 

図６　湯上がりの長縁（千葉県鋸南町）

図５　採択団体一覧
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方都市等に数多くあり、エントランスの活用モデ
ルとして期待される。

平成27年度の「公共施設オープン・リノベーシ
ョン マッチングコンペティション」は、初年度の
事業で前例も少ない中、民間のクリエイティブな
アイデアを活かした魅力的な取組が採択された。

審査を振り返ってみると、利用者本位、顧客本
位の視点で、今誰が、どんな目的達成のために、
どういう活動をしたいか、どんなサポートを必要
としているかを（再）検討することを出発点とし
て、必要とされている施設と行政サービスのあり
方について、改めてよく考えることが重要である。

施設の改修を行うことだけが本事業の目的では
ないため、官（公）民の役割分担の見直し、外部
人材の活用など、管理運営体制の改善と継続的な
確保が重要となる。地域活性化の観点からは、 美

４�　むすびに　～公共施設を核とした� �
� 地域活性化に向けて～

しいだけの外観ではなく、地域固有の素材・意匠
を活かし、歴史・文化・個性を象徴するデザイン
も重要である。民間施設を含めた周辺施設との連
携や、類似・関連施設とのネットワーク化も有効
と考えられる。また、地域のビジネス経済循環効
果を長期的視点から見ることも必要である。

全国の自治体には、数多くの活用が可能な公共
施設が存在する。平成26年7月に総務省が行った

「地域公共資源を活用した活性化に関する調査」で
は、活用可能なスペースとして、約1,200施設の報
告をいただいている。公共施設オープン・リノベ
ーション（自治体インフラ開放による公共サービ
ス産業化プロジェクト）については、平成28年度
も５億円の概算要求を行っているところであり、
地域に眠る公共施設を、貴重な地域資源として捉
え、民間のクリエイティブなアイデアを取り入れ
ながら、地域のビジネス拠点に生まれ変わらせる
ことで、雇用と所得の向上を図り、地域経済の好
循環拡大につなげることが期待される。

政策解説（総務省）　総務省における「公共施設オープン・リノベーション」の推進について

柴又ＢＡＳＥ	

（東京都葛飾区　旧柴又職員寮）	


2	


コンセプト：日本の元祖バックパッカー寅さん  ～寅さんが旅した日本の地方と柴又をつなぐホステル～ 
政府が発表した観光立国実現に向けたアクション・プログラム 2015 では、「2000万人時代」の早期実現への備えと地方創生への貢献が掲げられています。今後、日本の観光の 
大きなテーマとなるのは、従来のブランド化された観光地ではなく、文化・スポーツ・食・ローカルな面白さなど、もっと日本人の日常に近い魅力を伝え、訪日観光客を増やし、 
日本のファンを増やすことです。それは、まさに柴又地区のような下町情緒溢れる魅力的な参道、柴又帝釈天、矢切の渡しなどの昔ながらの文化が残る地域の魅力を発信することや 
、寅さんが旅した地方地域の魅力を伝えていくことだと考えます。当ホステルが日本のローカルな魅力を発信し、バックパッカーの旅のお手伝いをすることを目指しています。 

バックパッカー施設の特徴と柴又の可能性 

今回の構想は外国人バックパッカーを誘致し、旧柴又 
職員寮を起点に地域を広く観光してもらうことが 
大前提となります。バックパッカーは元々、旅の目的を宿
泊施設に持たず、地域の見どころ、食、人との 
出会いを楽しみに旅行をします。一般的に好奇心が 
高い客層で、ブランド化された観光地ではなく 
「隠れた観光スポット」に興味を持ちます。 
バックパッカー旅行は「貧乏旅行」というイメージも 
ありますが、実際は長期の滞在でその国を体験する 
旅行者で、異文化コミュニケーションや滞在期間中の 
経済効果において非常に重要な観光客層です。 
 
多くの外国人バックパッカーが柴又エリアを訪れ、 
魅力を発信することで今後様々な客層の外国人観光客が訪
れるきっかけになることが考えられます。 

 
1泊3000円前後で泊まれ、ドミトリー形式の客室や共有スペースにおいて他の旅行者とコミュニケーションが取れる施設。 
日本にはバックパッカー施設が絶対的に足りずに、ビジネスホテルの高騰などの問題が生じており、訪日観光客が 
増加する際の足かせになることが懸念されている。成田空港から1時間以内で来ることができ、日本の古き良き時代の 
情緒が残る柴又は、訪日観光においてポテンシャルがある地域だといえます。 

寅さんが旅をし、恋をした 
日本の各地への流れを作る 

図７　柴又ＢＡＳＥ（東京都葛飾区）
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平成24年の年末には、老朽化が原因とも考えら
れている悲惨な事故が発生し、公共施設・インフ
ラの老朽化問題が大きくクローズアップされるよ
うになってきた。事故以前から、総務省では将来
の公共施設等の更新費用の推計等も行い、地方公
共団体における将来の財政問題の観点からの取組
がなされてきたところであり、平成26年４月には、
各地方公共団体に対して公共施設等総合管理計画

（以下「総合管理計画」という）の策定を要請し
た。要請とともに、策定に当たっての指針を示し、
そして、総合管理計画に基づく老朽化対策の取組
を推進するために、新たな地方債措置等を設けて
きたところである。

多くの地方公共団体においては、現在、総合管
理計画の策定を進めていただいているものと思わ
れるが、総合管理計画を策定済みの地方公共団体
においても、不断の見直し・計画の充実を図って
いくことが公共施設等の老朽化対策や財政マネジ
メントの観点からも不可欠であり、本稿を参考と
していただきたいと考えている。

なお、文中意見にわたる部分については、筆者
の私見であることを申し添える。

我が国では、高度経済成長期に人口増加を前提
として建設された多くの公共施設等が老朽化し、
更新時期を迎えている（資料１）。「公共施設及び
インフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関す
る調査結果」（平成24年３月総務省自治財政局財務
調査課）では、地方公共団体所有の公共施設等に
ついて、耐用年数まで10年未満及び耐用年数を超

１　はじめに

２　地方公共団体をとりまく現状と課題

えたものの割合は、公共施設では約４割、橋りょ
うでは約１割などとなっており、全体的に老朽化
が進んできていることが分かる（資料２）。

しかし、地方の歳出は、高齢化の進展による社
会保障関係費の増大に伴い扶助費が増加する一
方、厳しい財政状況を背景に、普通建設事業費は
ピーク時の半分以下にまで減少している。このよ
うな厳しい財政状況に鑑みれば、所有している全
ての公共施設等の維持補修・更新財源を確保して
いくことは、困難となる可能性がある。また、人
口減少や少子高齢化に伴い、公共施設等の利用需
要が変化していくことが見込まれるほか、市町村
合併の進展に伴い、公共施設等の統廃合の検討等

公共施設等総合管理計画の策定促進

　総務省　自治財政局　財務調査課

政策解説（総務省）

ヒアリング結果	


　	

公共施設 
（建設後30
年以上）	


橋りょう 
（整備後50
年以上）	


上水道管 
（整備後30
年以上）	


下水道管 
（整備後40
年以上）	


老朽化の状況 
（耐用年数まで10年未満及び
耐用年数を超えたものの割
合）　　　　　　　　　	

　　　　　　　　　　　　　　　（％）	


全国平均値
（加重）	


43.1 13.2 33.7 9.7 

中央値	
 39.2 12.9 30.3 0.0 
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【公共施設状況調査より】	


市区町村保有の主な公共施設の延べ床面積の推移	


１９７０年代に公
共施設がもっと
も増加	


（ｋ㎡）	


（年）

資料１

資料２

【公共施設状況調査より】
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を行う必要性の生じている地域もあり、各地方公
共団体における公共施設等の維持管理・更新等に
係る財政負担の軽減・平準化や公共施設等の最適
配置の実現を図ることが重要となっている（資料
３）。

冒頭でも述べたように、国や地方公共団体が保
有する施設、インフラの老朽化対策が国家的な課

３　国としての取組

題となったことを受け、国においては、平成25年
６月のいわゆる「骨太の方針」において、「インフ
ラの老朽化が急速に進展する中、“新しく造るこ
と”から“賢く使うこと”への重点化が課題であ
る」とされ、また、同時に閣議決定された、いわ
ゆる「成長戦略」において、国・地方を含めた全
分野に渡る長寿命化計画を策定することとされ
た。同年11月には、インフラ老朽化対策の推進に
関する関係省庁連絡会議において、「インフラ長寿
命化基本計画」が決定され、各府省庁については、
インフラ長寿命化計画（行動計画）及び個別施設
毎の長寿命化計画（個別施設計画）の策定や、計
画に基づき点検等を実施した上で適切な措置を講
じるべきことが定められるとともに、地方公共団
体についても、３年以内にインフラ長寿命化計画

（行動計画）を策定すること等が求められた。この
「行動計画」に相当するものが、現在、各地方公共
団体に策定を進めていただいている「公共施設等
総合管理計画」である。

以降も国においては、公共施設マネジメントに
ついて、引き続き高い政策的関心がもたれており、
平成26年６月の「骨太の方針」においては、イン

政策解説（総務省）　公共施設等総合管理計画の策定促進
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【地方財政状況調査より】	


普通建設事業費	


扶助費	


公債費	


普通建設事業費等の推移	


扶助費が増
加する一方、
普通建設事
業費は減少	


（平成）	


（兆円）	


第３章　「経済・財政一体改革」の取組－「経済・財政再生計画」　５．主要分野ごとの改革の基本方針と重要課題	


［２］社会資本整備等	
  
　　（時間軸）	


　地方公共団体の公共施設等については、固定資産台帳の整備、地方公会計の導入を進め、平成28年度末までの公共施
設等総合管理計画の策定に向けた取組を加速する。	
  

　　（賢く使う観点からの取組）	

　・・・公共施設等総合管理計画の策定に当たっては、コストの公開、住民の意向把握、利用者負担の検討等を行う。あわせ
て、関係府省庁・地方公共団体が適切な連携を図り、施設の集約・縮減にまで踏み込んだ同計画の策定や、国公有財産の
最適利用を加速するとともに、・・・また、公共施設等総合管理計画の実施については、財政支援における同計画策定の要件
化、地方財政措置の改善等を通じ、ストック適正化に向けて国が積極的な役割を果たす。	
  

［３］地方行財政改革・分野横断的な取組等	
  
　（時間軸）	

　ストック情報（固定資産台帳を含む地方公会計、公共施設等総合管理計画等）を集中改革期間内に整備し開示する。	


　（国と地方を通じた歳出効率化・地方自治体の経営資源の有効活用）	

　　　2018年度（平成30年度）までの集中改革期間に、自治体の行政コストやインフラの保有・維持管理情報等（公共施設等総合
管理計画の策定、地方公会計の整備、公営企業会計の適用拡大、地方交付税の各自治体への配分の考え方・内訳の詳細・
経年変化など）の「見える化」を徹底して進め、誰もが活用できる形での情報開示を確実に実現する。	


１．経済財政運営と改革の基本方針2015～経済再生なくして財政健全化なし～（平成27年6月30日閣議決定）	


５．立地競争力の更なる強化	


５－１．「国家戦略特区」の実現/公共施設等運営権等の民間開放（PPP/PFIの活用拡大）、空港・港湾など産業インフラの整備/
都市の競争力の向上（２）施策の主な進捗状況	


　（PPP/PFIの活用に向けた集中強化期間における取組）	

　　　公共施設等総合管理計画の策定を促進するために、説明会等の実施、特別交付税措置等により、地方公共団体に支援を

しているところ。	


２．「日本再興戦略」改訂2015－未来への投資・生産性革命－（平成27年6月30日閣議決定）	


公共施設マネジメントに係る最近の動き	


資料４

資料３



平成27年度　地域活性化ガイドブック　〜社会資本のリノベーションによる地域活性化〜

24 平成27年度 地域活性化ガイドブック

フラ長寿命化計画（行動計画）等の策定・実施を
加速すること、国と地方公共団体が連携し地域に
おける国公有財産の最適利用を図ること、そして
総合管理計画の策定・実施を行う地方公共団体に
対して国の支援を重点化するなどメリハリ付けを
行うこと等が盛り込まれた。

さらに直近の平成27年６月の「骨太の方針」に
おいては、平成28年度末までの総合管理計画の策
定に向けた取組を加速すること、施設の集約・縮
減にまで踏み込んだ同計画を策定すること、財政
支援における同計画の要件化・地方財政措置の改
善等を通じ国が積極的な役割を果たすこと、スト
ック情報（固定資産台帳を含む地方公会計、総合
管理計画等）を集中改革期間（平成30年度までの
間）内に整備し開示すること、地方公共団体のイ
ンフラの保有・維持管理情報等の「見える化」を
徹底して進めること、等が盛り込まれている（資
料４）。

このように、公共施設マネジメントをめぐる国
における議論は加速度的に進展しており、まずは
全地方公共団体において、総合管理計画の早急な
策定を図ることが当面の目標ではあるが、策定の
みに満足することなく、総合管理計画に基づいた

公共施設マネジメントの一層の促進や、総合管理
計画自体についても、内容を充実化していくとと
もに、状況に応じた不断の見直しを進めていくこ
とが重要である。

総務省においては、平成26年４月22日に総務大
臣名で、各地方公共団体に対し、総合管理計画を
策定するよう要請するとともに、計画策定に当た
っての指針を示し、総合管理計画の策定の支援を
行っている。総務大臣通知においては、「早急に公
共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点を
もって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に
行う」ことの重要性を明らかにするとともに、「公
共施設等を総合的かつ計画的に管理することは、
地域社会の実情にあった将来のまちづくりを進め
る上で不可欠であるとともに、昨今推進されてい
る国土強靭化（ナショナル・レジリエンス）にも
資するもの」としており、総合管理計画の策定が、
財政負担の軽減・平準化に留まらず、まちづくり
や国土強靭化の取組をも意識したものであること
がわかる（資料５）。

４　公共施設等総合管理計画の意義

政策解説（総務省）

公共施設等総合管理計画に基づく老朽化対策の推進イメージ	


公共施設等の管理	


まちづくり	
 国土強靱化	
  

○ PPP/PFIの活用	

	


○ 将来のまちづくりを見据えた検討	

	


○ 議会・住民との情報及び現状認識の共有	


○ 長期的視点に立った老朽化対策の推進	

	


○ 適切な維持管理・修繕の実施	

	


○ トータルコストの縮減・平準化	

	


○ 計画の不断の見直し・充実	


○ 計画的な点検・診断	

	


○ 修繕・更新の履歴の集積・蓄積	

	


○ 公共施設等の安全性の確保	

	


○ 耐震化の推進	


資料５
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また、総合管理計画は、インフラ長寿命化計画
（行動計画）と同じものであるが、名称を異にして
いる（資料６）。これは、インフラ長寿命化基本計
画の構成が、現状の公共施設等の点検・修繕を計
画的に行うことに重きを置いた計画であり、個別
施設計画においてそれぞれの施設等について個別
に点検・修繕の計画を策定し、これに沿って定期
的な点検・調査とその結果の集積に基づく安全性
の確保や長寿命化を図ることを主目的としている
のに対し、総合管理計画については、それらの他、
地方公共団体における長期的な視点に立った財政
負担の軽減・平準化や公共施設等の最適配置の実
現という大きな視点をも加えた目的を有している
ためである。

したがって、この総務大臣通知における要請内
容も勘案すると、総合管理計画策定にあたって
は、インフラ長寿命化基本計画に定める事項に加
え、①財政運営の継続性、②将来的なまちづくり、
③国土強靭化といった３つのポイントにも留意し
ながら検討を進めていく必要がある。

なお、総合管理計画の策定に要する経費につい
ては、平成26年度からの３年間、措置率１／２の
特別交付税措置を講じることとしており、早期の

策定が望まれるところである。

総務省では総合管理計画の策定を促進するのみ
ならず、総合管理計画に基づいた公共施設等の集
約化・複合化等について、実際に取組を進めよう
とする団体を支援するため、様々な支援措置を講
じている（資料７）。

平成26年度からは、地方財政法を改正し、総合
管理計画に基づく公共施設等（公営企業に係るも
のを除く）の除却に地方債の充当を認める特例措
置が講じられた。地方債は、基本的な考え方とし
て、世代間負担の公平の観点から、後世代にも効
用が及ぶ建設事業等に限って認められているもの
であるが、今後、長期間にわたり公共施設等の解
体撤去の需要が相当量発生すると見込まれること
から、特例的に認められた措置である。

充当率75％の資金手当債であり、総合管理計画
を策定していることが、発行の要件となる。なお、
公営企業に係る施設等については、この特例債で
はなく、企業債の発行で対応することとされてお

５　地方債措置の拡充

政策解説（総務省）　公共施設等総合管理計画の策定促進
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り、従来、水道事業等に限定されていた施設処分
に企業債の充当を認める取扱いを、全ての事業区
分に広げることとされている。

さらに、平成27年度からは、公共施設の集約化・
複合化事業を推進するための公共施設最適化事業
債や、公共施設等の転用事業を推進するための地
域活性化事業債（転用事業）の発行が新たに可能
となった。公共施設最適化事業債については、総
合管理計画に基づいた事業であって、全体として
延床面積が減少するものについて、平成27年度か
ら３年間、充当率90％、交付税算入率50%と非常
に有利な措置となっている。留意すべき点として
は、集約化又は複合化による統合後の施設の供用
開始から５年以内に、既存施設の廃止（単なる用
途廃止ではなく物理的撤去や売却等）が行われる
ことが必要であり、庁舎等の公用施設や、公営住
宅、公営企業施設等は対象外としている。

集約化・複合化事業は、各地方公共団体の施設
配置の実情や、同時に行う事業の工夫等によっ
て、様々な形態のものが考えられることから、起
債の可否については、上記の基本的な考え方をベ
ースに、個別案件ごとに判断することとしている。

また、転用事業に係る地域活性化事業債につい
ては、総合管理計画に基づく既存公共施設等の転
用事業を対象に、平成27年度からの３年間、充当
率90％、交付税算入率30％の地方債の特例措置と
なっている。留意すべき点としては、庁舎等の公
用施設や、公営住宅、公営企業施設等への転用は
対象外（これらの施設から、公共施設に転用する
場合は対象）となっていることや、施設全体では
なく、一部を転用する場合も活用可能となってい
ること等である。

平成27年度の地方債の一次協議においては、こ
れらの地方債措置の申請はまだ限られているが、
総合管理計画に基づいた集約化事業、複合化事業
及び転用事業といった公共施設の最適配置に取り
組む地方公共団体が既にでてきている。それぞれ
の事業について、簡単にではあるが実際の取組を
紹介したい。まず集約化事業については、２つあ
った市民ホールを１つに集約化し、資産の効率利

６�　公共施設最適化事業債等を活用した
取組例

政策解説（総務省）
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用や総量縮減を図ろうとする事例があり、複合化
事業については、多くの既存施設を１つに複合化
することによって、維持管理コストの縮減を図ろ
うとする事例がある。また、転用事業については、
廃校となった小学校を複数の新たな機能に転用し
ようとする事例がある（資料８）。

これらの事例を参考とし、今後、多くの地方公
共団体において各地方債措置を活用いただきたい
と考えている。このような先進的な取組やノウハ
ウが地方全体に横展開されていくことで、地方公
共団体における一層の公共施設マネジメントが推
進されることが期待される。

先述した「公共施設及びインフラ資産の将来の
更新費用の比較分析に関する調査結果」では、現
状の公共施設等を維持したままでは、40年後に既
存更新の費用すら賄えなくなる見込みであること
が明らかとなった。今後一層、少子高齢化が進展
し税収が大幅に伸びることがほぼ期待できないこ
とが予想される中で、公共施設等をめぐる環境は

７　おわりに

非常に厳しいといえる。その対策の１つとして
は、公的セクターのみにとどまらず、PPP/PFIと
いった民間の資金やノウハウの活用も含めて幅広
い観点から取り組んでいくことも重要である。

総合管理計画の策定は、繰り返し述べてきたと
おり、財政負担の軽減・平準化や公共施設等の最
適配置の実現のみならず、将来のまちづくりや国
土強靭化など、極めて多分野に関連する、非常に
スケールの大きな取組と言える。したがって、地
方公共団体においては、単なる公共施設等の管理
や削減のための計画といった視点にのみとらわれ
ることなく、将来的な地方公共団体の姿を決める
ための計画であるという認識のもと計画を策定
し、取組を進めていくことが求められている。

また、先ほど紹介した各種地方債措置の活用も
含め、地方全体においてより適切な公共施設マネ
ジメントが一層進められるよう、先進団体の取組
やノウハウを積極的に横展開していく予定であ
り、地方公共団体においても、総合管理計画の策
定、そして、これらの支援措置を活用しながら、
総合管理計画に基づいた様々な取組の実施が求め
られている。

政策解説（総務省）　公共施設等総合管理計画の策定促進
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北海道美唄市は、道央北東部（空知総合振興局
管内の中央部）に位置する面積277k㎡、人口は約
２万３千人の都市である。山間部の自然豊かな地
域だが、札幌市まで鉄道で30分程度で移動できる
など交通の利便性も良い。古くは日本有数の炭鉱
都市として栄え、昭和31年には現在の３倍以上で
ある約９万２千人の人口を有していた。昭和30年
代に入ると石炭需要の減少に伴って炭鉱の閉山が
相次ぎ、人口も減少していった。昭和48年に坑内

はじめに1 掘りの炭鉱はすべて閉山となり、現在は露天掘り
での採掘がおこなわれている。また、主要産業は
農業（米やアスパラ等が中心）である。

炭鉱の最盛期には小学校が22校及び中学校が10
校あったが、閉山と並行して人口の減少が進み、
廃校が続出した。今回登場する旧栄小学校は、ピ
ーク時には1,250人の児童が通っていたものの、昭
和56年に廃校となった学校である。
「アルテ」は、美唄駅から車で15分ほどの山間に

ある野外彫刻公園である。敷地面積は約70,000㎡
で、旧栄小学校跡地を拡張・整備して作られた。

北海道美唄市にあるアルテピアッツァ美唄（以下「アルテ」という）は、旧小学校跡を活用し
て生まれた芸術施設である。美唄市出身の彫刻家である安田侃(かん)氏が「ここで子どものこ
ころを育む場所を作りたい」と思いを伝え、美唄市を中心に地元の支援者をはじめとした周囲の
支えを得ながら平成4年にオープンした。オープン以来23年間、来場者のこころを育む場所で
あり続け、今では地元内外に多数のファンを抱える場所となった。リノベーションという概念が
注目される以前から取り組んできた事例が、どのように誕生し、活動を継続してきたのか、その
取り組みを紹介する。

行　　政 …北海道美唄市
実 施 団 体 …認定NPO法人アルテピアッツァびばい

参画機関

地域のこころを育む空間づくり
～官民で作り上げた地域の芸術空間“アルテピアッツァ美唄”～

北海道美唄市

事例紹介

美唄市の風景 アルテの外観（ギャラリー周辺）
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敷地のほとんどは緑地だが、建物ではギャラリー
（旧栄小学校校舎）、アートスペース（旧体育館）、
カフェ、ストゥディオ（喫茶店、体験工房）が設
置されている。アルテピアッツァとはイタリア語
で「芸術広場」を意味し、屋内外には大理石やブ
ロンズの作品40余点が展示されている。自然と彫
刻が調和し、ゆったりとした時間を過ごすことが
できるようになっている。また、入場料は無料。
施設維持管理のため、任意の寄附をお願いする仕
組みとなっている。

昭和63年、美唄出身の彫刻家である安田侃氏
が、廃校となっていた旧栄小学校の体育館を作品
収蔵庫として利用し始めた。イタリアで活動して
いた安田氏が地元での拠点を探していたところ、
市が同校跡を紹介し、安田氏もこれを気に入った
ためである。

この時に安田氏は、炭鉱都市として栄えた記憶
を残す小学校跡を見て「芸術をとおしてここを子
どものこころを育む場所にしたい」と考えた。そ
こで、市役所の協力を得ながら構想を練り上げて
いったが、財源の確保が課題となった。そこで美
唄市は、旧国土庁の「ふるさとC&Cモデル事業」
に応募したところ、全国で3団体の内の一つとして

取り組みのきっかけ2

採択された。これを機に、アルテ構想が大きく前
進することとなった。同年に、この助成金を活用
して体育館をアートスペースとして改修した（改
修費37,388千円）。

平成４年には、旧自治省の「特定地域における
若者定住促進等緊急プロジェクト」に応募し、独
自性を評価されてこちらも採択され、「アルテ」の
年次整備計画の策定に着手するとともに、同年７
月に芸術文化交流施設として「アルテ」をオープ
ンさせた。

平成４年のオープンから平成17年までは市の直
営だったが、平成15年に指定管理者が制度化され
たこともあり、より弾力的な運営のため、指定管
理制度を導入することとし、平成18年よりNPO法
人アルテピアッツァびばい（平成26年より認定
NPO法人）が指定管理者となっている。同NPO
は、「アルテ」が誕生した当初から活動していた任
意団体「アルテピアッツァ友の会」と平成15年に
安田氏が北海道立近代美術館での展覧会に出品す
るにあたって立ち上がった「安田侃の世界展サポ
ーター会議」の2団体を母体とし、「アルテ」の指
定管理にむけて平成17年に設立された団体で、常
勤職員6名の体制で運営されている。

取り組み内容3

事例紹介：北海道美唄市

安田侃氏
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（１）自然と芸術が調和する広場づくり

「アルテ」の屋外は、①トリフォリオの広場、②
水の広場、③音の広場、④彫刻の丘の計４つのエ
リアに分類され、いずれのエリアにも彫刻が展示

（固定）されている。ここでは安田氏の強い意向に
より、作品への導線やキャプションを付けないよ
う配慮されている。また、誰でも直接手で作品に
触れることができ、写真撮影もできる。

来場者は、自然豊かな広場を自由に歩き、不意
にポツンと現れる作品を発見する。近づいてみれ
ば作品の説明が一切ないため、360度の視点から眺
め、全体を手で触り、それぞれの体感によって異
なる作品の捉え方をするのである。

敷地内はほとんどが緑で覆われており、人や動
物を問わず外部からの侵入を阻む柵は設置されて
いない。そのため、夏ごろには熊が出現すること
もある。こうした部分も「アルテ」らしさとして
大事にしており、当初からあり方を変えていない。

このような解放感にあふれる空間でありながら
一つ特徴的なことがある。それは敷地内に幼稚園
があり、園児たちが普通に生活していることであ
る。後述するギャラリーは旧栄小学校校舎の２階
にあるが、１階は昭和45年から幼稚園となってい

る。そのため、平日の昼間等に訪れると園児たち
の大きな声が常に聞こえている状態である。余談
だが、昭和63年に安田氏がここを訪れた際に、“子
ども”のこころを育む場所にしたいと考えた理由
は、当時からあった幼稚園で元気に遊んでいる子
ども達の姿を見たからだということである。

こうした自然・芸術・子ども等の様々な要素が
調和し、独自の空間をつくり出している「アルテ」
らしさ（現場の人たちでも定義できないもの）を

「アルテ」誕生時から大事にし続けている。来場者
から入場料を徴収していないのも、いつでも誰で
も訪れることができるという「アルテ」らしさを
重視しているためである。

構内の維持管理の一部では、ボランティアの
方々の協力も得ており、クリーン会と称した雑草
抜きや落ち葉拾いの清掃活動を毎週土曜日に定期
的に行う等、地域との関わりを常に持ちながら活
動している。

（２）芸術に触れる場づくり

「アルテ」内には、①ギャラリー、②アートスペ
ース、③カフェ、ストゥディオの3つの施設があ
る。入場料は無料だが、展覧会等で使用する際は
利用料がかかる。

事例紹介 （北海道美唄市）

屋外に展示された彫刻
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ギャラリー
前述のとおり、ギャラリーは旧栄小学校の校舎

の２階に位置している。１階が幼稚園のため、園
児がいる時間に訪問すると下の階から子ども達の
元気な声が常に聴こえる。

館内構成は安田氏の彫刻が展示された部屋、事
務室及び市内外のアーティストや児童生徒の制作
した作品を展示できる部屋からなっており、内観
は古き良き小学校の姿を残している。

アートスペース
アートスペースは旧体育館がベースとなった施

設である。ここでも彫刻が常設で展示されている
ほか、音楽コンサートや講演会なども行うことが
でき、様々なイベントが不定期に開催されている。
平成15年の天皇皇后両陛下による「アルテ」行幸
啓の際には、ここで懇談をされた。平成26年度は
プロ・アマを問わず18のコンサートが開催され、
地域から多数の参加者が訪れた。

カフェ、ストゥディオ
「アルテ」内で一番新しく、旧栄小学校の建物を

使っていない唯一の施設がカフェ、ストゥディオ
である。周辺に喫茶店等がないため休息できる場
所が欲しいという来場者の要望もあり、市が平成
19年に建造した。ここにはカフェアルテ（喫茶店）
とストゥディオアルテ（体験工房）が併設されて
いる。

カフェアルテでは一般的なカフェと同様に、淹
れたてのコーヒー（有料）を飲みながら（冬場で
は薪ストーブで暖をとりながら）くつろぐことが
できる。市からの指定管理料を除けば、これが「ア
ルテ」の主な収入源となっており、平成26年度で
年間約860万円の収益をあげている。

事例紹介：北海道美唄市

アートスペース内観

ギャラリー内観



34 平成27年度 地域活性化ガイドブック

平成27年度　地域活性化ガイドブック　〜社会資本のリノベーションによる地域活性化〜

ストゥディオアルテは、誰もが彫刻の体験がで
きる工房である。基本的には大理石を彫ることが
多いが、初心者等のために彫りやすい軟石も用意
されている。制作に没頭するため、休暇を取って
道外から訪れる方も多くいる。また、ここでは、

「アルテ」の主たるイベントである「こころを彫る
授業」が毎月第1土日に開催されている。石と向き
合うことで自分と向き合い、目に見えないこころ
が「かたち」となることを目指しており、平成26
年度はのべ230名の参加があった。また、７月には
安田氏が講師を務める「安田侃の『こころを彫る
授業』」を開催し、こちらは道内外から80名の参加
があった。その他にも、小学生を対象とした授業
なども開催しており、年々取り組みを拡大し、地
域内外での認知度も高まっている。

（３）ファンの集うコミュニティ�  
� 「アルテ市民ポポロ」

「アルテ」を次世代へつないでいく思いを共通項
としたコミュニティ（ファンクラブのようなもの）
である「アルテ市民ポポロ活動」を平成22年より
開始した。ポポロはイタリア語で「市民」を意味
する。会費はポポロ（一般）で3,000円、コポポロ

（中学生以下）で500円、美唄ポポロ（美唄市民）
で500円、団体会員で30,000円となっており、毎年
４月１日から３月31日まで１年間の資格を得るこ
とができ、平成26年度はポポロ、コポポロ、美唄
ポポロの合計が601名で団体会員が21団体であっ
た。ポポロ又は団体会員になると、①アルテ市民

証の発行、②アルテ通信・popoloだよりの配布、
③ポポロミーティングやポポロイベントへの参加
権の特典が受けられる。平成26年度もポポロミー
ティングや普段知らない「アルテ」を発見するポ
ポロウォーキング等のイベントが開催された。

「アルテ」の特色は、オープンから23年経った今
でも、官民協働で成長し続けていることである。
地元出身の彫刻家である安田氏の熱い思いから始
まり、それに賛同する官民ネットワークの思いが
形となっていった「アルテ」だが、市の職員もボ
ランティアでの協力を含めて積極的に参加し続け
ている。また、厳しい財政状況にも関わらず、指
定管理料は増額を続けている（平成18年度1,513万
円、平成26年度1,788万円）。市の大切な地域資源
として、この水準は今後も出来るだけ維持される
方向だという。

ソフト的観点での成長の証拠の一つは、地域内
外で「アルテ」を訪れる人が増え、更に支える人
が増えたことである。オープン時は2,600人程度だ
った来場者は、平成26年度では27,000人に達し、前
述のとおり多数のポポロと団体会員が支えてくれ
る場所となった。「アルテ」を所管する美唄市教育
委員会生涯学習課の高田裕二課長によると、当初
は多額の公金を投入して芸術広場を作ることに批
判も多くあったそうだ。しかし、現場と行政が“自

取り組みの特色・成果4

事例紹介 （北海道美唄市）

ポポロウォーキングの様子

こころを彫る授業の様子
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連絡先

▪	人　口：23,501人（平成27年9月30日現在）
▪	面　積：�277.69km2

▪	所 在 地：�北海道美唄市落合町栄町
▪	開館時間：�水曜日～月曜日　午前9時～午後5時　入館無料
▪	閉 館 日：毎週火曜日・祝日の翌日（日曜日は除く）・12月31日～1月5日

◦TEL: 0126-63-3137
	 URL:http://www.artepiazza.jp/

施設の概要　アルテピアッツァ美唄 �

然と芸術が調和し、子どものこころを育む場所”と
いう運営の柱を守り長年着実に取り組みを続けて
きた結果が実り、「今では地域に欠かせない場所、
地域外からお客さんがくれば連れて行きたくなる
場所として認識されてきた」とNPO法人アルテピ
アッツァびばいの濵田暁生理事は成果を語ってく
れた。また、事務局の加藤知美チーフによると

「『アルテ』が地域のこころを育んでいったからだ
と思います。私も、長年ここに通う中で自然と育て
られた気がします」と自分の体験を語ってくれた。

正式な美術館（博物館）への移行
現在、ギャラリーとアートスペースは博物館法

課題と今後の展望5

の適用を受けない博物館類似施設として取り扱わ
れている。同法の登録博物館になれば、他館との
情報交流が活発になるほか、「アルテ」を正式な美
術館（博物館）として位置づけた運営をしたいと
いう思いがあるため、条例改正を含めた手続きを
進めている。

100年続く場所であるための後継者の確保
草の根時代から関わるメンバーも高齢となって

いるが、今のところ次世代への不安はないという。
スタッフは何より「アルテ」を愛して
おり、濵田氏も頭が下がる思いがする
ほど献身的に支えてくれている。なか
には20代の若いスタッフも働いてい
る。こうした熱心な若い人材が加わっ
ているのも、地域で「アルテ」が大切
な場所とされている証拠の一つであろ
う。「次の世代から更に次の世代へと
受け継がれ、100年以上続く『アルテ』
であってほしい。そのためにもまだま
だ成長を続けていきたい」と濵田氏は
夢を語ってくれた。
「アルテ」の取り組みは大きな経済循

環を生む活動ではない。しかし、美唄
の大切な空間として地域に受け入れら

れ、ここで遊ぶ子ども達のこころを育み、地域外
にも及ぶネットワークを構築できている。こうし
た場を長年かけて官民の力を合わせて作り上げて
きたことに、「アルテ」の功績はあるのではないだ
ろうか。

事例紹介：北海道美唄市

地域の概要　北海道美唄市 �

人が訪れるアルテ
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大館市は、秋田県北東部に位置し、出羽山地を
縫って流れる米代川と長木川の清流沿いに開けた
大館盆地にあり、鉱山資源と秋田杉の美林に恵ま
れ、県北部の政治、経済、文化の中心都市として
発展した。現在では大館能代空港や日本海沿岸東
北自動車道などの高速交通体系の整備も進んでい
る。また名産品が多く、忠犬ハチ公に代表される
秋田犬、比内地鶏、きりたんぽ、大館曲げわっぱ、
天然鮎が５大名産品として知られている。

小坂町は大館市の東側に隣接し、青森県に接し
ている県境の町である。神秘の湖・十和田湖を有
しており、市街地は鹿角盆地の北端に位置してい
る。鉱山と豊富な森林資源に恵まれ、小坂鉱山の
発展により、明治末期には人口２万数千人を抱え
る県下第二の都市に発展した。世界に誇る小坂鉱
山の技術を活かしたリサイクル関連産業、十和田
湖に代表される美しい自然、そして鉱山の歴史に
彩られた近代化産業遺産の建物群によりヨーロッ
パの町にも似た独特の風景のある観光の町となっ
ている。

はじめに1
小坂鉄道は、明治41年に小坂鉱山（秋田県小坂

町）の専用鉄道として隣り合う大館―小坂間
22.3kmの開通以来、小坂鉱山の物資の輸送路およ
び公共交通機関として大きな役割を果たしてき
た。しかし、平成６年の鉱山閉山に伴い、同年９
月末には旅客列車を廃止、製錬の副産物として産
出されていた濃硫酸を運搬する役目を果たしてき
た。その後、新型リサイクル炉の稼働により、平
成21年４月にはその役目も終え、小坂鉄道は全線
廃止、１世紀にわたるその使命を終えた。

小坂町では、「小坂鉄道は日本の近代化の重要な
役割を担ってきたものであり、小坂鉱山の繁栄の
歴史を物語る貴重な近代化産業遺産の１つであ
り、これを利活用すること」を決め、小坂駅構内
をテーマパークとして活用する基本方針をまとめ
ていた。

一方、線路の約80％が属する大館市でも、鉄道
ファンや住民有志の間で鉄道を利活用するアイデ
アの検討がなされていたが、所有権や安全管理、
利用後に原状復帰するためのコストの問題などか
ら利活用はなかなか進まなかった。

取り組み前の状況－鉄道廃止2

明治41年に小坂鉱山専用鉄道として開通し、小坂鉱山の物資の輸送路および公共交通機関と
して大きな役割を果たしてきた小坂鉄道は、平成21年、その役目を終え、廃線となった。現在、
線路や旧駅舎などは、最後の民間所有会社である小坂製錬㈱から大館市・小坂町両市町に無償譲
渡されており、大館市ではNPO法人大館・小坂鉄道レールバイクが線路をリノベーションし、
観光交流施設「大館・小坂鉄道レールバイク」として、小坂町では町が駅舎などを鉄道関連展示
体験施設「小坂鉄道レールパーク」として整備し、新たな地域活性化資源として活用している。

行　　政 …大館市、小坂町
実 施 団 体 …NPO法人大館・小坂鉄道レールバイク

参画機関

小坂鉄道のリノベーションによる地域活性化
～産官民学の２市町にまたがる取り組み～

秋田県大館市・小坂町

事例紹介
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○取り組みのきっかけ
大館市は、鉱山技術を使って金属・家電等を再

資源化する、国内でも有数のリサイクル事業の一
大集積地として地域を支える産業があり、小坂鉄
道沿線は郷土色豊かな地域であるにもかかわら
ず、観光を産業としてとらえる気風が弱かった。

鉄道の利活用が実現に至らない中、市民から利
活用を検討していた住民有志に「新聞に、韓国の
廃線利用のレールバイクが人気という記事がある」
との情報がもたらされた。この住民有志のなか
に、現在のNPO法人大館・小坂鉄道レールバイク
の小棚木政之理事長がいた。「レールバイク」と
は、鉄道の線路の上を自転車を漕ぐように走る乗
り物で、もともとは保線用の「軌道自転車」をイ
ベントなどで使用したものである。しかし、小棚
木理事長をはじめ住民有志は、当時、「廃線となっ
た線路に本物の列車を走らせよう」と奮闘中だっ
たため、まったく参考にしていなかったが、地域
活性化映画の制作過程において、このレールバイ
クの活用が現実味を帯びてくることとなる。

最初のきっかけは、平成22年にロケが行われ、
地域活性化を目的に制作された映画「ハナばあち
ゃん！！～わたしのヤマのカミサマ～」（制作：お
おだて映像計画LLP）に、レールバイクが架空の
観光資源として登場したことである。平成23年に
は観光庁の支援を受け、小坂鉄道でレールバイク
の社会実験（イベント）を開催、雨の中460人が集
まり、新聞に「雨を忘れる楽しさ」と紹介され、
その後の本格運用へ一気に弾みがついた。

○取り組み内容
この社会実験は、映画制作を支援し、併せて映

画に登場した地域資源の利活用を連動して進める
地元住民中心の任意団体OPEN（おおだて・プロ
モーション＆エンカレッジメント・ネットワーク）
が中心となって、地元自治体と商工関係者らが参
画する実行委員会組織で行っていた。社会実験成
功後、NPO化して本格的に続けようと、平成24年
２月「NPO法人大館・小坂鉄道レールバイク」を

大館・小坂鉄道レールバイク（大館市）の取り組み3
設立、その後、活動が本格化した。

このNPOには、地元の大館商工会議所、（一社）
大館市観光協会のほか一般企業である㈱大館製作
所や、秋田職業能力開発短期大学校などが団体会
員・協力会員として参画しており、線路所有者で
ある大館市・小坂町も市町長が顧問として名を連
ねるなど、産官民学が連携した事業となっている。
これらの団体は、さまざまな形で実際に事業に参画
しており、例えばレールバイクの社会実験は、東日
本大震災復興の一環で東北の観光を新たな視点で
活性化する取り組みとして観光庁の支援を受けて
実施したもので、㈱大館製作所がこの時使用した
レールバイク１号車を製作した。また、平成24年か
らは毎年、秋田職業能力開発短期大学校の学生の
卒業研究として、教授と学生が一緒になって新た
な車両の開発を行っており、これらの結果、NPO
が自由に使える車両が10両を超えるようになった。

事例紹介：秋田県大館市・小坂町

NPO法人大館・小坂鉄道レールバイクの小棚木理事長（中）
と運営スタッフ

秋田職業能力開発短期大学校などの協力で制作されたレール 
バイク
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NPOが事業を行うことのメリットについて、
NPO法人大館・小坂鉄道レールバイクの小棚木政
之理事長は「お客のニーズに合わせ、迅速に動け
ること。例えばレールバイクの仕様一つ取って
も、小さい幼児でも漕げるものに乗りたい、体の
不自由な人を乗せて運転できるものがほしいなど
の要望に対して、予算化や決裁など一定の時間が
必要な行政に比べ、すぐに対応することができま
す。また費用面に関しても、地元企業や個人から
資金の提供を受けたり、会員の中の技術や知識を
持っている人から提供をいただくことも容易です」
と語る。

○成果
このようにして動き出したレールバイクは、平

成24年度はイベントなどでの単発実施のみであっ
た。平成25年度もゴールデンウィークなどで単発
イベントを続け、確かな手ごたえを得、同年７月
には大館市から「緊急雇用対策事業」として「小
坂鉄道レールバイク事業」を受託、２人を採用し
て準備やイベントなどを行い、８月にさらに２人
を採用、常勤スタッフ４人で長木渓谷にて常設運
行を開始した。平成26年には緊急雇用対策事業は
終了したが、NPO法人で２人を継続雇用し現在に
至っている。常設運行は鉄橋の安全柵取り付けに
費用がかかるなどの問題もあったが、レールバイ

クが地域の観光資源として動き出してからは理解
を示してくれる市民や企業も増え、地元の企業か
らスポンサーの申し出があったり、また、大館市
からの補助金でトロッコ車両も整備することがで
きるなど、その後も人と人とのつながりから事業
が発展している。

最近では、レールバイクの運行だけでなく、地
元住民や鉄道愛好家などを巻き込んだ新しいイベ
ントなども展開している。例えば、CMで話題に
なった「エボルタ電池鉄道　廃線１日復活チャレ
ンジ」もそのひとつだ。「もう一度、電車が走るそ
の姿を子供たちに見せてやりたい」、そう願ってい
た地元住民が整備し、保存していた線路を電車が
走ったその日は、線路周辺の多くの観覧者から温
かい声援が送られた。また今年７月にも「廃線復
活できるかな？」と題して、線路の草刈作業（ボ
ランティア）をしてもらうイベントも行われた。
昼食付きとはいえ、参加費を払っての草刈ボラン
ティアにもかかわらず、全国から鉄道ファンなど

事例紹介 （秋田県大館市・小坂町）

レールバイク運行時の風景

小坂鉄道レールパークで展示中のエボルタ号

0	
  

1,000	
  

2,000	
  

3,000	
  

4,000	
  

5,000	
  

6,000	
  

7,000	
  

8,000	
  

平成24年度 平成27年度

（イベントのみ）

平成25年度	
 平成26年度

      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

小坂鉄道レールバイク利用実績

（人）

レールバイク利用実績



39平成27年度 地域活性化ガイドブック

約40人が集まった。
常設運行開始以降、NPO法人として黒字を達成

しており、市に線路使用料も収め、法人として納
税も果たしているほか、地元の雇用にも貢献して
いる。

○取り組みのきっかけ
「小坂鉄道レールパーク」は、小坂町が町として

観光に取り組む「明治百年通りにぎわい創出基本
計画事業」（平成23年）に基づいて進められてき
た。小坂町の観光の中心はもっぱら十和田湖周辺
であったが、鉱山が閉山となってからは町の中心
部は人口流出も進み、また十和田湖周辺の観光客
もピーク時の昭和60年の135万人に比べ、平成22年
には82万人にまで減少していた。

このような中、小坂町中心部のにぎわいを創出
するため、まちづくりの指針となる計画として策
定されたのが「明治百年通りにぎわい創出基本計
画事業」である。この計画の中に、「旧小坂駅テー
マパーク基本計画」として別立てであったものを、

「にぎわいづくり事業－にぎわい拠点づくり」とし
て位置付け、整備されることとなった。

○取り組み内容
鉱山閉山後、小坂町では町になんとか活気を取

り戻したいと、修復して再オープンしていた明治
の芝居小屋「康楽館」の周辺に「小坂鉱山事務所」
を移築・復原するなど、すでに明治百年通りの整

小坂鉄道レールパーク（小坂町）の取り組み4

備を進めていた。そのような中、旧小坂駅舎も年
に１度のイベントなどで利活用の機運を盛り上
げ、最終的ににぎわい創出づくり事業の一つとし
て「小坂鉄道レールパーク」として整備した。

このパークの目玉は、貴賓列車などの車両や整
備風景などを見学できるだけでなく、全国でも珍
しく「ディーゼル機関車の運転体験」ができるこ
とだ。さらに平成27年秋、寝台特急の車両を新た
に購入し、簡易宿泊施設として新しくオープンし
た。小坂町では、今後は体験に重点を置いた施設
として発展させたいと考えている。そしてこのレ
ールパークも含め、観光客の町中での滞在時間を
増やす仕組みづくりを行う予定である。例えば、
明治百年通り沿いの公園に屋台出店を検討する、
観光客の減る冬季にはクリスマスマーケットを開
催するなど、新しい試みも行っている。これらの
施設は歩いて回れる範囲にあり、小坂町では、観
光客が町中や周辺を歩き、イベントに参加しても
らうことで交流人口を増やし、町への定住につな
げたいと考えている。

小坂町の住民参画の例として、小坂鉄道でのイ
ベントや観光に尽力している日本料理店店主の奈
良岡忠氏からも話を伺った。奈良岡氏は「小坂駅
弁部長」という肩書を持つ。奈良岡氏は、レール
パークができ、駅が復活してこれからにぎわいを
取り戻すのに、何が足りないだろうか考えたそう
だ。「駅・列車といえば駅弁、そうだ、駅弁を作ろ
う」と、飲食組合の中で駅弁部を立ち上げた。町
内の３軒の料理屋が集まり、小坂町の食材を使
い、小坂鉄道にちなんだものにしようと試行錯誤
した結果、小坂町の特産品である桃豚を使ったか
ば焼きを、鉄道の車輪をイメージした丸い形の容
器に入れた『小坂駅弁』ができた。

新規企画はさらに続いた。奈良岡氏は「町の活
性化のために飲食関係の自分たちができることは
ほかにもないか、他の飲食店の皆さんにも声をか
け検討しました。普段はお互いがライバルなの
で、当初はまとまるかどうか不安でしたが、皆さ
んの協力のもと、『小坂町かつらーめんB

ぶ ー

OO会』
が立ち上がったのです。やはり飲食店の皆さんも
町の活性化、まちなか観光の活性化が必要だと感
じていたようです。そのためにできることをしよ

事例紹介：秋田県大館市・小坂町

小坂駅弁の掛紙とかつらーめんスタンプラリーのチラシ
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うという思いで一致しました」と語る。この「か
つらーめんBOO会」は、小坂町内のラーメンを出
す店７店で構成され、それぞれの店で裏メニュー
であったかつらーめんを提供するほか、小坂鉄道
イベントなどでも屋台を出店している。

○成果
明治百年通りではレールパークができたこと

で、以前は芝居小屋で大衆演劇を見て、鉱山関係
の施設を見学するような高齢の観光客が多かった
が、レールパークのオープン以降は子どもを連れ
た家族での観光客が増えている。寝台車の宿泊施
設がオープンすることによって、さらに滞在時間
が延び、街なか観光に繋がることも期待されている。

また、現在、小坂鉄道レールパークで整備など
の仕事をしているスタッフは、小坂鉄道廃止前に
実際に機関車の運転士をしていた方などだ。今、
この仕事に携われてどうかと聞いたところ、「とて
も幸せで、生きがいを感じています」と笑顔でお答

えいただいた。このように地域にすでにある人材が
活躍し、生きがいを提供する場ともなっている。

小坂駅弁もかつらーめんも、事業化にあたり当
初は町から助成を受けたが、今ではイベントなど
での売り上げや店での売り上げの一部も積立し、
自立して新たな事業を始めるなど活動が広がって
いる。小坂駅弁は、お弁当の上に掛ける掛紙を一
新し、裏面に市内の観光マップ兼駅弁販売所マッ
プを印刷したり、かつらーめんBOO会では、「か
つらーめんスタンプラリー」を実施し、小坂町内
の観光施設利用券などを賞品として提供するな
ど、地域で経済が回る仕組みづくりにも役立って
いる。

今後の活動について、奈良岡氏は「引き継いで
いってくれる人材が必要」と語る。同じ年代の者
がいつまでも先頭でやるのではなく、若い人材に
引き継いでいく。そのことが内側からの地域活性
化にもつながると考え、すでに引き継ぐ予定の若
い人材を育成している。

大館市観光課の工藤剛課長は、今後の市の役割
について、「公園の整備などハード事業のほか、例
えば海外からの観光客（インバウンド）の増加も
にらみ、観光に関するワンストップサービス窓口
の整備や、曲げわっぱなど体験型観光の仕組み作
りなどを行い、いずれはNPO法人のみならず、各
種の住民団体やグループがそれぞれの特性を活か
し、住民主体の新しい独立組織として運営しても

課題、今後の展望5

事例紹介 （秋田県大館市・小坂町）

小坂町観光産業課の木村課長補佐（左）とレールパークの 
スタッフ（元・機関車の運転士　日沼正美氏）

レールパークでの鉄道まつりのようす

奈良岡屋店主の奈良岡氏
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らえるよう、体制づくりのサポート役を担うこと
が必要」と語る。また最近では移住者や、若い人
の中にも地域づくり活動に参加する人が増えてき
ており、大館市ではこのような人たちの行動力や
新しいアイデアにも期待している。

小坂町では、レールパークの運営について、現
在は行政が担っているが、今後は施設の管理も民
間の力を活用する方向に進めることを検討してい
る。さらに、町としてこれからは住民の参画を得
て、ソフト事業をいかに展開するかが課題で、例
えばまちなか案内人の講習会の開催や、町内の和
菓子屋によるお土産開発を見据えたレシピコンテ
ストなど、人材育成と住民の参画を図ることが必
要と考えている。

また、今までは一本の線路で繋がっている鉄道
施設を、それぞれの自治体が別々に活用していた
が、今後の二市町の連携を見据え、現在、大館市
と小坂町の間で「小坂鉄道の観光活用についての
基本構想」が練られているところである。今回、
二市町にまたがり、様々な立場の人に話を伺った
が、皆が「これからは連携と役割分担、民間活力
の利活用推進が不可欠」と口をそろえて語ってい
た。厳しい経済状況、また観光の形態も昔ながら

の団体バスでの行動から、自家用車やカーナビな
どを利用しての個人旅行へ、さらにはインバウン
ドの増加と刻々と変化していっている。このよう
な中、新しい地域資源を取り込んで利活用し、そ
れぞれの得意分野を生かしながら役割分担し、か
つ産官民学が連携することはますます重要にな
る。また産官民学の連携だけでなく、大館市と小
坂町のように広域連携し、大きな視点で施設や人
材を活用することも必要であろう。小坂鉄道の、
自立する民間の力、連携の力を生かすリノベーシ
ョンによる地域活性化の今後のさらなる発展に期
待したい。

事例紹介：秋田県大館市・小坂町

▪	人　口：5,517人（平成27年10月１日現在）

▪	人　口：75,847人（平成27年10月1日現在）

連絡先

連絡先

秋田県小坂町 �

地域の概要　秋田県大館市 �

施設の概要 �

◦小坂町　観光産業課　TEL：0186-29-3908
	 小坂町HP：http://www.town.kosaka.akita.jp/

◦大館・小坂鉄道レールバイク（長木渓谷コースインフォメーションセンター）
▪	連 絡 先：�〒017-0021　大館市雪沢字大滝 30-2地内（清風荘前）	

TEL：0186-50-2555（11月中旬～４月下旬閉鎖）　　URL：http://railbike.jp/
▪	運営時間：�8：45～16：30
▪	定 休 日：�火曜日・水曜日（祝日の場合は翌水曜日または木曜日が運休）※平成28年度の定休日は、公式サイトを参照してください。
◦小坂鉄道レールパーク
▪	連 絡 先：�〒017-0202　秋田県鹿角郡小坂町小坂鉱山字古川20-9	

TEL：0186-25-8890　　URL：http://kosaka-rp.com/
▪	営業時間：�9：00～17：00
▪	定 休 日：�火曜日・水曜日（祝日の場合は翌水曜日または木曜日が運休）　※ただし、12月～３月は土日祝日のみ営業

◦大館市役所　産業部　観光課　TEL：0186-43-7072
	 大館市HP：http://www.city.odate.akita.jp/

▪	面　積：�201.70km2

▪	面　積：913.22km2

大館市
小坂町

大館市観光課　工藤課長
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柏市は人口40万人の中核市で、千葉県の北西部
に位置し、利根川を挟んで茨城県に隣接してい
る。鉄道は都心から放射状にJR東日本及びつくば
エクスプレスが、中央部から南部には東武アーバ
ンパークライン（野田線）が通っており、東京・
上野から柏駅まで電車で約30分の距離にある。道
路は東京・茨城方面への国道６号線や常磐自動車
道、埼玉・千葉方面への国道16号線が通ってお
り、交通の要衝となっている。

市内には、ノーベル物理学賞を受賞した梶田隆
章氏が所長を務める東京大学宇宙線研究所のある
東京大学柏キャンパスや、千葉大学柏の葉キャン
パスをはじめ産学連携施設が置かれ、文教地区と
しての顔を持つ。また、サッカーJリーグの柏レ
イソルや全国実業団バスケットボールの JX-
ENEOSサンフラワーズなど、各種実業団スポー
ツクラブが本拠地を置くスポーツタウンでもある。
「柏市豊四季台団地」は、昭和39年から入居が始

まった、柏駅からバスで約５分と比較的利便性の
高い場所に立地している敷地面積32.6ha、総戸数
4,666戸の大規模な団地である。所有者であるUR

はじめに1 都市機構は、入居開始から約40年経った平成16年
から建て替えによる団地の再生に着手し、広大な
敷地をいくつかの区域に分け、順次、整備を進め
ている。

（１）産官学それぞれのきっかけ

①柏市
千葉県の75歳以上高齢者人口の推移をみると、

平成22年と平成37年の比較では増加率92％とほぼ
倍増の見込みで、増加数についても全国で５位と
なっており、都市部で課題となっている超高齢社
会への対策が必要となっている。　

さらに、平成22年の時点で柏市全体の75歳以上
高齢者割合は7.6％であるのに対し、豊四季台団地
での割合は18％と、すでに柏市の20～30年後の姿
を現しており、今後ますます進む高齢化への対応
が急務となっていた。

このような中、柏市では市が主体性を持ち、地
域の医師会等と連携して住み慣れた地域でいつま
でも在宅で安心して生活できるまちを目指して、

取り組みの背景2

柏市は、東京都特別区部への通勤率が29.8％と、高度経済成長期に東京のベッドタウンとし
て人口が急増した市である。1960年代に建設された公団住宅の団地が50年を経過し、柏市と
東京大学高齢社会総合研究機構、独立行政法人都市再生機構（UR都市機構）が、平成22年に
協定を締結し、「住み慣れた場所で自分らしく老いることのできるまちづくり：Aging in 
Place」と「いつまでも元気で活躍できるまち」を実現するため、地域包括ケアシステムの具現
化と高齢者の生きがい就労の創出を目的としたプロジェクトを展開、団地の建て替えと併せて周
辺地域の整備に取り組んでいる。

行　　政 …柏市
実 施 団 体 …独立行政法人都市再生機構（UR都市機構）・東京大学高齢社会総合研究機構

参画機関

産官学連携の長寿社会のまちづくり「柏プロジェクト」
～Aging in Placeの実現を目指して～

千葉県柏市

事例紹介
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地域包括ケアシステムの構築を進めている。

②UR都市機構
UR都市機構では高度経済成長時代、全国各地

で団地を建設したが、豊四季台団地をはじめ、多
くの団地が管理開始から約40年が経ち、本格的な
少子・高齢化、人口・世帯減少社会を迎え、今後、
高齢化の進行する地域が大規模な公団住宅の分布
とほぼ一致することから、団地住民の高齢化への
さらなる対応を必要としていた。また団地自体も
エレベーターもなく、廊下などの幅も車いすが通
れる広さではないため、車いす生活や寝たきりで
介護が必要となると、住み続けにくい状況にあっ
た。

そのような中、UR都市機構は、住宅セーフテ
ィネットとしての役割の重点化などを背景に、全
国にあるこれらの賃貸住宅を国民共有の貴重な財
産として再生・再編するため、「UR賃貸住宅スト
ック再生・再編方針」を策定しており、この中で
都市の福祉拠点としてのストック再生の方向性を
掲げ、豊四季台団地についても、全面建て替えと
いう方針の下で取り組みを進めていた。

③東京大学
東京大学でも、学術研究機関として未来に貢献

するため、人口の超高齢化に対応する社会システ
ム、技術の提案や、超高齢社会のトップランナー
である日本における取り組みの検証と、それらの
世界への発信を目指していた。

平成19年５月に、東京大学柏キャンパスのジェ
ロントロジー（人間の老化現象を生物学、医学、
社会科学、心理学など多面的、総合的に研究する
学問）研究部門から柏市に「高齢社会の現状に関
して話し合いの場を持ちたい」との申し入れがあ
り、福祉部局との交流が始まった。

（２）産官学三者連携の「柏市豊四季台地域高齢社
会総合研究会」の発足

平成21年４月、東京大学に高齢社会総合研究機
構が設置された際、新たに教授に就任した辻哲夫
氏（元厚生労働事務次官）から「柏市の目指す今

後の高齢社会のあり方は、東京大学が進めようと
している研究開発の方向性と一致するため、共に
取り組んでいきたい」と市に申し出があり、柏市
と「住み慣れた場所で自分らしく老いることので
きるまちづくり：Aging in Place」の実現を目指
す取り組みをモデルとして進めることとなった。

この取り組みについて、建て替え事業が進行し
ていた「豊四季台地域」をモデルとすることにな
り、団地の所有者であるUR都市機構が加わり、
東京大学・柏市とともに長寿社会のまちづくりを
目指した産官学連携の研究会が発足し、約１年間
の準備期間を経て、平成22年、具体的な施策を進
める連携のための三者による協定を結び、今後の
事業について本格的に検討が行われることとなっ
た。

事例紹介：千葉県柏市

建て替え前の団地（左）と建て替え後の団地（右）

三者協定締結の様子
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（１）地域包括ケアシステム

①在宅医療の推進
三者で進めていた研究会では、平成23年、「柏プ

ロジェクト」の構想を策定した。このプロジェク
トの目指すべき方針の１つが「いつまでも自宅で
安心した生活が送れるまち」である。このための
プランとして「地域包括ケアシステムの実現」が
掲げられた。この地域包括ケアシステムを実現す
るために、在宅医療を推進する方策が取られ、さ
まざまな事業が企画・運営されていく。

例えば、「情報共有ネットワークシステム」は、
主治医、緊急受入病院、訪問看護やデイサービス
などの各種機関が、サービス種別を超えて情報共
有システムを構築しており、関係機関が患者ごと
のページに書き込んだり、閲覧できるようになっ
ている。このシステムにより、在宅医療やケアに
関わる多職種連携が容易になった。「主治医・副主
治医体制」は、かかりつけ医のグループ形成によ
るバックアップ制度で、主治医が不在でも副主治
医が対応する仕組みで、共同で地域全体を支える

取り組み内容 ～地域包括ケアシステムの具現化に向けて～3 体制が構築されている。また「在宅医療多職種連
携研修」は、医師及び看護師、訪問看護師、ケア
マネジャーなど、在宅医療にかかわる多職種が参
加する連携研修で、講義やグループワークなどの
ほか、医師は訪問診療や訪問看護に同行するな
ど、実習のメニューもある。これまでに６回実施、
延べ300名が受講を修了しており、患者や利用者に
必要なサービスについて、多職種へ提案する機会
が増える、自宅看取りを行った医療機関が増える
など、効果を上げている。

②地域医療拠点の整備
在宅医療の推進と並んで進められたのが「地域

医療拠点の整備」と「サービス付き高齢者向け住
宅の建設」である。建て替えをすると、エレベー
ターの設置などにより階数が上に伸び、その分、
空きスペースが生じる。この空いた敷地をどのよ
うに活用するのか、団地の建て替えにあたってど
のような建物を作るのか、どのような施設を誘致
すべきか、また景観はどうするのかといったこと
を研究会で検討し、景観形成基準も設けた。UR都
市機構が建て替えた団地はもちろん、空いた敷地
を公募で事業者に賃貸して高齢者住宅などを建

事例紹介 （千葉県柏市）

サービス付き高齢者向け住宅イメージ図
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設・運営などする場合も、この基準を守ってもら
うよう規定を設けた。この規定に従って新たに建
設された特別養護老人ホームも、地域の景観に馴
染む建物となっている。

地域包括ケアモデルの拠点となっているサービ
ス付き高齢者向け住宅周辺の整備の際は、高齢者
向け住宅を建設・運営する事業者の選定にあた
り、公募の条件となるサービス内容の企画、施設
の概要や景観形成の条件なども研究会で検討し
た。この高齢者向け住宅の特徴は、建物の下層に
24時間訪問介護や看護、在宅療養支援診療所、主
治医診療所などのサービス施設をまとめて配置
し、さらにそれをサービス付き高齢者向け住宅の
住民向けだけでなく、地域の拠点として団地や地
域の住民全体へサービス対象を広げていることだ。

このように団地全体から市全域へと広げる整備
をするためには、医療・福祉・介護・都市計画等、
地域に関わる全ての部門が認識を共有し、全員が
一つになって前に進まないと行えない。それぞれ
が役割分担し、真摯に取り組めば、早くからレベ
ルの高い検討を行うことができ、より良い事業が
行える。このプロジェクトを行政側で推進した、
前柏市保健福祉部長で東京大学高齢社会総合研究
機構の木村清一氏は「柏市の場合は、東京大学の
研究機構やUR都市機構の協力もありますが、縦
割りを打破し、市全体が一つになって取り組んだ
結果が、このような先進モデルとなるリノベーシ
ョンにつながったと思います」と語る。

また、団地内に新設された柏地域医療連携セン
ターも、柏市の医師会・歯科医師会・薬剤師会の
協力で建てられたものであり、「柏市の在宅医療を
推進し、地域医療機関のサポートおよび多職種連
携のための中核となる施設」と位置付けられてお
り、医療・介護にかかわるすべての相談をワンス
トップで受け付けている。特徴的なのは、１階に
柏市保健福祉部が設置した地域医療の総合窓口が
あり、２階が医師会・歯科医師会・薬剤師会の事
務所機能の拠点が入る建物となっていることであ
る。柏市地域医療推進室の小林唯浩氏は「このよ
うな機能を持つ建物を新築したことにより、普段
から医師などの方々と顔を合わせることも多く、
話しやすくなりました。市と医師会等が信頼関係

を持って連携し、呼びかけを行うことにより在宅
医療の推進にも多職種団体の方に参加いただき、
連携の枠組みが構築されたと感じます」と語る。

（２）生きがい就労の創成

柏プロジェクトの２つ目の方針が、「いつまでも
元気で活躍できるまち」であり、このためのプラ
ンが「高齢者の生きがい就労の実現」である。会
社などを退職した高齢者はまだまだ元気で、これ
からは地域で活躍したいと考えている。そこで考
えられたのが生きがい就労というプランである。
生きがい就労とは、従来の生計労働とは異なり、
高齢者が培ってきた経験を無理なく働ける範囲で
生かし、地域社会への貢献につなげる就労形態で
ある。しかし、就労してもらうためには、高齢者
の就労意識の変革を促すと同時に、雇用事業の拡
大や就労者の確保が必要である。意識変革と就労

事例紹介：千葉県柏市

柏地域医療連携センター

高齢者向け住宅の１階部分にある介護・医療のサービス施設
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者の確保のためには、就労を希望する高齢者を募
集し、「就労セミナー」を行った。また、雇用の場
の拡大については、こども園での読み聞かせなど
の保育・子育て支援事業や、掃除や洗濯などの高
齢者の身の回りのお世話を行う生活支援サービス
事業など、さまざまな生きがい就労を事業化し、
新たな生きがい就労の場の創成に取り組んできた。

その一つが「植物栽培ユニット事業」である。
団地内の空きスペースにコンテナ型の栽培ユニッ
トを置き、平成25年度から就労シニア６名で栽培
試行を開始、シニアでも可能なことが実証された。
平成26年度は５名による栽培を継続、常時出荷で
きる栽培工程やコストの検証にあたっている。

また、現在計画中の事業として、「コミュニティ
食堂事業」がある。豊四季台団地には商業街区が
あり、ここもリノベーションの一環として平成22
年から順次、建て替えが始まっている。その新し
くできる商業街区に今後オープンする予定になっ
ているのが、コミュニティ食堂である。この食堂
は「食を通じて地域コミュニティが活発になる場」
というコンセプトがあり、食堂のほか、温浴施設
等も兼ね備えた施設を予定している。これにより、
生きがい就労の場だけでなく、高齢者の健康維持
や交流の場としての機能も果たす。

柏市福祉政策課の高橋岳氏は「地域の高齢者の
方々に住み続けていただくためには、住宅などの
整備だけでなく、高齢者に自然に地域に出てもら

い、地域の担い
手として活躍で
きる環境整備も
必要」と語る。
また東京大学高
齢社会総合研究
機 構 の 木 村 氏
は、「いくつにな
っても責任を持
ってきちんと働
くことは、心身
の健康の上でも
重要です。団地
のリノベーショ
ンに伴い、高齢

者がワークシェアリングの方法で働ける場を検討・
創成できたことは、柏市が目指すAging in Place
の実現に向けて、とても有効だと思います」と話
す。

豊四季台団地の例は、全てのタイミングがうま
く合致したことはもちろんではあるが、地域の高
齢化に対して産官学が真摯に考え、連携して取り
組んだところにモデルとして成功した要因がある。

直近の建て替え後住宅の9割以上に、建て替え前
の団地住民の方が再入居するなど、多くの住民が
引き続きこの団地に住み続けている。また、中心
地域内に新たに整備された公園では、近くのこど
も園の子どもたちとお母さんが遊ぶかたわら、高
齢者がベンチでくつろぎ、地域内の団地の住民が
見守る中、公園内を子どもたちがランニングする
など、三世代の交流や新たなコミュニティが生ま
れている。

生きがい就労の分野では、全８回の就労セミナ
ーの後、235名が就労した。また、東京大学の研究
者を中心に「社団法人セカンドライフファクトリ
ー」が平成25年に立ち上げられ、地域の事業者と
タイアップし、新たな生きがい就労事業を創り出
したり、定期的な学習会を開催するなど活発化し
ている。

また、この社団法人では、柏市の事業であるセ
カンドライフのための案内拠点「セカンドライフ
プラットフォーム事業」を受託し、市庁舎の案内

成果4

事例紹介 （千葉県柏市）

預かり保育での生きがい就労

植物栽培ユニットでの生きがい就労
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窓口で６人のコーディネーターが求人情報、ボラ
ンティア、学習や健康づくり活動などの情報を提
供しており、社団法人へも新規加入者が増えてい
る。最近では、高齢者が新しいグループを作り、
外国語の翻訳やホームページ制作などの事業も行
われている。

柏市もUR都市機構も、今後、この豊四季台団
地を一つのモデルに、こういった事業を他の地域
にも広げていく考えを持っている。柏市で現在、
検討がなされているのは、この豊四季台団地をモ
デルにした拠点型のサービス付き高齢者向け住宅
の市内全域への面的な展開で、市内の各生活圏域
において在宅生活の拠点を作っていくことだ。

課題と今後の展望5

UR都市機構でも、一部の団地に福祉医療施設
を誘致するなど団地を地域の医療福祉拠点として
活用する方針であり、地域医療福祉施設の整備と
併せて住宅のバリアフリー化や外出しやすい環境
づくり、子育て支援施設の充実など豊四季台での
取り組みを他地域にも広げることで、多様な世代
がミックスして住む『ミクストコミュニティ』が
できる団地を目指している。

また、東京大学高齢社会総合研究機構では、生
きがい就労をした年配の方々を対象に、定期的に
身体機能の検査や健康診断を行っており、今後、
就労が心身の健康にどのような影響を及ぼすの
か、研究が進められる。

柏市地域医療推進室の小林氏は、「今後も他をリ
ードするような連携・取り組みを実践し、そこで
暮らし続けたい人が、その地域で最後まで幸せに
暮らしていけるようにすることが最終目標です」
と語っていた。

都市部の高齢者の医療・介護の受け皿が少ない
と言われている現在、地域包括ケア拠点などの整
備はもちろんのこと、柏市のように在宅で支え合
う多職種の関係づくりや連携のためのルールを作
り、しっかりとした共通認識を持って、居住空間
だけでなく地域全体をリノベーションすることが、
いつまでもその地域で暮らせる「Aging in Place」
を創り、高齢社会へ対応するまちづくりへの答え
の一つとなるであろう。

事例紹介：千葉県柏市

▪	人　口：411,399人（平成27年10月1日現在）
▪	面　積：�114.74km2

連絡先

地域の概要　千葉県柏市 �

◦柏市役所　保健福祉部　福祉政策課
	 TEL：04-7167-1171
	 URL：http://www.city.kashiwa.lg.jp/

施設の概要 �
◦柏市豊四季台団地
▪	連 絡 先：�UR都市機構　東日本賃貸住宅本部　TEL：03-5323-4537
◦柏地域医療連携センター
▪	連 絡 先：�柏市役所保健福祉部福祉政策課地域医療推進室　TEL：04-7197-1510

団地内の遊歩道公園、ベンチでくつろぎ、話をする高齢者も
多い
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東京都千代田区は、特別区の一つで、東京都23
区のほぼ中央に位置する。昭和22年に麹町区と神
田区が合併して誕生した。皇居や丸の内や大手町
などのビジネス街、永田町や霞が関などの政治の

はじめに1 中心地と多面的な顔を持つ。古くから政治経済の
中心地として発展し、「千代田」の由来も、徳川幕
府の建設した江戸城の別名が「千代田城」であっ
たことから両区の住民にもなじみ深く、合併の際
に区の名前として採用されたものである。

東京都千代田区にある「アーツ千代田3331（以下「3331」という）」は、平成17年に統廃
合により閉校した区立練成中学校をリノベーションし、アートの拠点としてオープンした。
「伝統文化と現代文化芸術の出会う場所とし、地域での新たな活動を誘発する拠点」を作るこ

とを目的とした3331を運営するのが「合同会社コマンドＡ」。千代田区と民間会社の協力＝Ｐ
ＰＰにより再生されたこの建物では、芸術作品の展示だけではなく、地域とも密接な関わりを持
ったコミュニティ形成の場としても機能すべく、様々な取り組みが行われている。

実 施 団 体 …合同会社コマンドＡ

参画機関

閉校した中学校をアートの拠点に
～Art+Sで人や地域をつなぐ～

東京都千代田区

事例紹介

アーツ千代田3331外観及び練成公園
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千代田区はアートによるまちづくりを推進しよ
うと、「千代田区文化芸術プラン」を策定し、その
第２次プランで「ちよだアートスクエア」を計画
し、重点プロジェクトとして位置づけた。「ちよだ
アートスクエア」は、新たな文化芸術の拠点施設
を整備するプロジェクト名であり、ソフト（アー
トを中心にした事業）とハード（建物改修等）両
方を指す。
「ちよだアートスクエア」設置の目的は、区の

「ちよだアートスクエア構想の提言」の中で、「千
代田区は、文化的・歴史的に貴重な財産を多く持
つことから、それらに関する情報を発信すると共
に、有効に活用し、これにより、人々の生活の質
を高める役割を果たすことがアートスクエアの目
的である」と記されており、活動の柱として

①歴史・文化を継承する活動
②新しい文化を創造する活動

などが挙げられている。
このプロジェクトの拠点として選ばれたのは、

平成17年に周辺の中学校と統合することにより閉
校した旧区立練成中学校である。その経緯には、
活用策の決まっていない区有財産を、周辺地域の
合意のもとに、地域に貢献する形で有効活用すべ
きというちよだアートスクエアの基本理念があっ
た。当初は候補として統合により閉校した永田町
小学校と今川中学校、これに練成中学校を含めた
３つの小中学校が挙げられていたが、アートスク
エアとしての必要条件（教室形式の個室や空間・
講堂や体育館などの設備・交通アクセス等）を勘
案し、旧練成中学校が拠点として決定された。

平成20年に運営団体の募集が行われ、その中
で、千代田区は「ちよだアートスクエアは、伝統
文化と現代文化芸術の出会う場所とし、地域での
新たな活動を誘発する拠点とする」ことを掲げた。
このプロジェクトには、PPP（パブリック・プラ
イベート・パートナーシップ：公民連携）方式が

ちよだアートスクエア構想2

運営団体となった合同会社「コマンドＡ」3

採用され、その事業計画や改修プランを広く民間
からの提案を募ることとなった。PPP方式には、
運営団体が建物の改修段階から関わることによ
り、今後行う事業内容に最適な改修を行うことが
可能となる利点がある。プロポーザル方式による
選定の結果、「合同会社コマンドＡ（以下「コマン
ドＡ」という）」が運営団体に決定した。
「コマンドＡ」はちよだアートスクエアの運営を

担うことを目的として設立された会社である。設
立の源は、現在「アーツ千代田 3331」の統括ディ
レクターである中村政人氏（アーティスト、東京
藝術大学教授）が立ち上げ、文化芸術活動を行っ
てきた「コマンドＮ」にある。アーティストを支
援・育成し、芸術文化発展のために寄与してきた

「コマンドＮ」の10年にわたる活動の積み重ねを基
盤に「コマンドＡ」が設立された。
「コマンドＡ」は、このちよだアートスクエア構

想において、前述した区からの要望に沿いながら、
コミュニティをアートという媒体でつなげて、地
域活性化に寄与する、またアーティストが発表の
場を得、アーティストがアートを生業として自活
していけるようなシステム構築を進めたいという
理念を基に今日まで活動を行ってきた。

建物は、中学校として建築された建物設計であ
るため、大規模な改修を行う必要があった。１階
はアートセンターとして活用するために、展示室
のためのホワイトキューブ（真っ白な空間）を用

3331のリノベーション4

事例紹介：東京都千代田区

メインギャラリー（展示室）
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意、また入り口をオープンなスペースにするため
に構造壁の移動を伴う改修を行った。一方で２階
以上は最小限の改修にとどめ、学校が持っていた
記憶を残し、「場」という抽象的なものをデザイン
することが意識されている。その改修にはバリア
フリー対策や建物改修工事費の一部補助など、千
代田区の支援が行われた。

また、施設南側に隣接する練成公園が同時に再
整備された。地元住民を中心とした再整備につい
て検討する協議会に「コマンドＡ」も加わった。
象徴的なクスノキを残し、学校の面影を残しなが
らも開放的な公園となった。

この公園改修に合わせて中学校当時に東側にあ
った昇降口を公園側に移動し、3331と公園が連続

したつながりをもつ空間を生み出すことができた
のも、PPP方式を採用した効果と言える。「コマン
ドＡ」のアドミニストレーション・マネージャー、
佐々木浩一氏は「PPP方式を採用することで、公
共性の高い施設として民間だけではなしえない、
行政の信頼ともいえる公の力が発揮され、また一
方で行政の範囲を超えたことも実現する民の力が
発揮されるので、今回のリノベーションには理想
的な形だったのではないか」と語る。

施設の内容としては、１階がメインフロアにな
っており、上質な展示空間を持つメインギャラリ
ーのほか、オープンスペースでもありレンタルス
ペースとしても活用できるコミュニティスペース
やラウンジ、カフェ、また遊ばなくなったおもち
ゃを交換できる「かえっこ」スペースなどで構成
される。２階は現代アートギャラリーが並ぶフロ
アに加え、体育館があり、スポーツやイベント会
場として活用されている。３階は文化や芸術関係
の団体が集まる「プロジェクトスペース＆クリエ
イティブオフィスフロア」として、オフィスフロ
アになっている。そのほか、地下１階にもギャラ
リースペースやレンタルスペース、屋上にはオー
ガニック菜園がある。

このようにして改修された旧練成中学校は、「ア
ーツ千代田 3331」と名付けられ、平成22年3月に
オープンした。これは「コマンドＡ」が命名した
もので、この地域に受け継がれる「江戸一本締め」
に由来する。「イヨーオ」「シャン・シャン・シャ

事例紹介 （東京都千代田区）

一階の広々としたフロア

学校の面影も残る
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ン　シャン・シャン・シャン　シャン・シャン・
シャン　シャン」一説には「イヨーオ」は祝う・
祝おうを語源とし、「シャン・シャン・シャン」と
３回打つことを３度繰り返すことによって九（転
じて苦）となり、最後に「シャン」を加えること
で「九」に一画加え、「丸」になると言われている。
「Art」だけでなく、生活や地域の中にある様々

なものを内包した「Art+S（複数の意）=アーツ」
によって幅広い文化を千代田から発信し、江戸一
本締めに込められた「丸」が広がり、「えん（縁・
円）」や「わ（和・輪・環）」の持つ、人や活動が
つながっていくようにとの願いを江戸一本締めの
リズム「3331」に込めた。

3331の運営は、「コマンドＡ」が千代田区から建
物を有償で借受け、事業運営費、ビル管理費、人
件費などは独自の予算で運営する民設民営の方式
を採用している。その主な収入源は、テナントの
賃借料収入やレンタルスペースでのレンタル料な

どである。一般に公共施設によくみられる指定管
理制度を採用していない理由は、千代田区には文
化芸術の拠点として官公庁にない自由な発想で運
営してほしいという思いがあり、一方で「コマン
ドA」にも年間計画や予算に制約を受けず、必要
が生じた変更や改善を迅速に行えるというメリッ
トがあるためである。現に3331では、開館後から
のお客様の流れを見て親子休憩室の必要性を感じ
取り、平成27年の夏に畳敷きのスペースを完成さ
せた。

「コマンドＡ」は、3331の運営スタッフだけでな
く、アーティストや来館する人全員で作り上げる
という信念をもっている。そのため、ギャラリー
や催しの出展者が一部のジャンルに偏ると、来場
者もその分野に興味がある人に偏るため、レンタ
ルスペースについても必ず利用者やその利用目的
について審査を行っている。これによって運営側
の得意としていない分野の催しが開催されれば、
その分幅が広がり、来館者の幅の広がりにつなが
ると考えている。

シェアオフィスやテナントについても同様で、
文化・芸術に関わる会社に貸し出すことを原則と
し、審査のうえシェアオフィスは１年間、テナント
は２年間の定期賃貸借契約を交わしている。現在
は本や映画の製作やまちづくりを行う会社、東京
都の芸術文化機関など多彩な入居者が揃っている。

「コマンドＡ」は管理団体に決定した当初から、
3331の公共性を強く意識し、この場に長く住んで
いる地元住民との関係を重要視してきた。そのた
め、「住民」と「アート」の距離を縮め、この場で
3331を運営する理解を求めることから地域との関
係を築いてきた。

当初、地元住民の全員に個別に説明するのは難
しいため、説明会を開催。それ以降も町会長やキ

コマンドＡの運営と信念5

3331と地域の関わり６

事例紹介：東京都千代田区

畳敷きの親子スペース

こども向けプログラム（かえっこ）が開催されている



52 平成27年度 地域活性化ガイドブック

平成27年度　地域活性化ガイドブック　〜社会資本のリノベーションによる地域活性化〜

ーマンとコミュニケーションをとりながら地元に
根差す努力を続けてきた。

その一つに神田祭への積極的な参加があげられ
る。

平成25年、開館して初めての神田祭（平成23年
は震災の関係で中止された）にスタッフ総出で町
会員として参加した。年配者が多い地域柄、若い
町会員として荷物運びや打ち上げの準備を率先し
て行った。

また、現代アートと伝統文化の融合についても
まつりや地域との関わりの中で実現している。

神田祭に合わせて、神田祭の展覧会をメインギ
ャラリーで開催した。また、まつりの参加者は、
その全体像を知ることができないため、当日はコ
マンドAスタッフが、写真・映像を記録班として

担当し、１ヶ月後に上映会を催したところ、多く
の住民の参加を得た。このように3331のスタッフ
は、アートに携わるプロとして、これまでにない
新しい視点を地元に提供し、地域の活性化や気運
の醸成に貢献することになった。

さらに、平成26年には、神田祭と並んで江戸三
大祭に数えられる山王祭（千代田区日枝神社の祭
で、大祭は神田祭と交互に開催される）の展覧会
を開催した。歴史的に下町、武家屋敷の住み分け
があり、交流の少なかった麹町地区の住民も見に
来てくれることにより、地域間に新しい交流を生
み出し、千代田区内に新しい風を吹かせることに
も貢献している。

3331は自主事業のほかに、千代田区から二つの
事業を受託している。

その一つがアーティスト・イン・レジデンス事
業である。この事業は、アーティストが一定期間
3331の近くに用意された居室に滞在しながら、創
作活動を行う事業である。アーティストはワーク
ショップやギャラリートーク、制作、展示を通じ
て地域に新しい視点を提示する。一方で、住民や
地域は生活を共にすることを通じてアーティスト
に新しい刺激をもたらすことで、双方に利点が生
まれる。平成26年には椿昇氏（現代美術家、京都
造形芸術大学芸術学部美術工芸学科教授）を、平
成27年にはギュスタボ・ジアコザ氏（イタリア　俳
優、演出家）を招き実施した。この他にも自主事
業のアーティスト・イン・レジデンスである「オ
ープンレジデンス」を年２回の公募によりアーテ
ィストを選出して実施している。

もう一つが障害者アート支援事業「ポコラート」
である。全国から公募型で作品を集める。障がい
のあるなしに関わらず誰でも応募できるのが特徴
で、審査や展覧会においても障がいのあるなしは
伏せられている。障がいのある人・ない人・アー
ティストが、それぞれを取り巻く環境や年齢・経
験を越え、“人と人”“人と作品”が出会う「核心」
の場の創出を目指している。

3331の事業7

事例紹介 （東京都千代田区）

スタッフも神田祭に参加

神田祭の展覧会
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来館者数は平成25年度が60万人、平成26年度が
70万人を突破した。利用者の多くは20～40代の比
較的若い世代であり、4割以上を占める。

一方で、高齢者にももっとアートに触れてほし
いとの考えから、平成26年度には高齢者向けに切
り紙教室を開催した。アーティストや3331スタッ
フが高齢者施設を訪問し、その作品をラウンジで
展示した。また区民会議室で毎週開催される高齢
者向けサロンでも創作の補助や、花見やクリスマ
ス会の手伝いをするなど、年齢層の広がりに向け
ても取り組みを行っている。

若手アーティストの自活のために、誰でもが参
加できる千代田芸術祭での発表の場を提供し、ま
た他のギャラリーではなかなか発表の場を持てな

3331の未来構想8 い企画なども柔軟に対応するようにしているた
め、多くのニーズにつながっている。

今後は旧練成中学校という建物の内側だけにと
らわれず、3331という場を拠点に活動が広がりを
もっていくことを課題として挙げている。そのた
めには、自分たちだけではなく、大きな広がりを
持って、どこにでも手を結べるような柔軟さを持
ち続けることが重要ではないかと佐々木氏は話す。

将来的には3331から始まった「わ」「えん」が広
がりを持って、3331の分校のように、アートセン
ターの取り組みが全国に広がることに期待したい。

おわりに9

事例紹介：東京都千代田区

◦アーツ千代田3331　TEL：03-6803-2441
	 URL：http://www.3331.jp/

▪	人　口：55,877人（平成27年10月1日現在）
▪	面　積：�11.66km2

連絡先

地域の概要　東京都千代田区 �

切り紙教室 地域の方々と小学生とのプログラム（明後日朝顔プロジェクト）
が開催される
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氷見市は、富山県北西部、能登半島の付け根に
位置し、海越しに3,000m級の立山連峰を望むこと
ができる世界でも希少な場所であり、海産物や氷
見牛、氷見うどんなどが有名だ。氷見漁港は日本
海側有数の漁港であるため、四季を通じて多くの
魚が水揚げされ、初夏の「マグロ」、冬の「寒ブ
リ」、そして「イワシ」に代表される良質な海産物
を堪能できる。シーズン時には、近隣地域はもち
ろん、遠方からも多くの観光客が、季節の魚を楽
しもうと訪れている。

氷見市の旧市庁舎は昭和43年、別館は昭和34年
にそれぞれ竣工されたが、平成23年の耐震診断に
より耐震基準を大きく下回ることが判明した。ま
た、同時期の富山県による津波シミュレーション
により、津波の浸水想定区域内に位置するとさ
れ、市庁舎の整備を検討することとなった。そし
て、市庁舎の整備を機に、旧市庁舎が抱えていた
課題を解決することも模索された。課題とは、庁
舎が４か所に分散されていたこと、過去に検討し
つつも断念したワンフロアでのワンストップサー

はじめに1

取り組みのきっかけ2

ビスを実現すること、駐車スペースが70台程度し
かなかったこと等である。

市庁舎整備案は県立氷見高校との再編統合によ
り閉校となった旧県立有

あり

磯
そ

高校の体育館及び一部
校舎の改修案のほかに、旧庁舎を耐震補強する案
や旧市民病院敷地に移転新築する案、旧有磯高校
の校舎を改修する案等７案があった。これら７案
を比較検討するにあたり、評価項目として①財政
的負担、②庁舎機能の分散配置の解消、③駐車ス
ペース不足の解消、④バリアフリー化、⑤防災拠
点機能強化、⑥他機関との連携、⑦災害時におけ
る幹線道路網へのアクセス等があった。そしてこ
れらの項目全てで高い評価となった体育館改修案
が採用された。なお、旧県立有磯高校は富山県か
ら氷見市へ有償譲渡されている。

まず、体育館改修案採用の大きな要因となった
のが、財政負担の抑制である。同案は、７割の交
付税措置を受けられる「緊急防災・減災事業債＊」
の活用により、総事業費約19.4億円に対して、市
の負担額を約８億円に抑制できることが見込まれ
た。また、旧庁舎における課題であったワンスト
ップサービスについて、体育館の壁が少ない特性

前例のない体育館の活用3

氷見市では、40年以上前に竣工された市庁舎が耐震不足とされ、また、その所在地が津波浸
水想定区域に指定されたことにより新庁舎の整備を要することとなった。財源としても厳しい中、
閉校した県立高校の体育館をリノベーションすることにより、防災、行政サービスの向上、財政
負担の抑制にも寄与した。庁舎づくりにあたっては、ワークショップを重ね、市民の声を引出し、
設計に反映させた。市民対話を重視することで、庁舎整備にとどまらず、市民の利便性や満足度
の向上、そして職員のモチベーションを向上させた氷見市の取り組みについて紹介する。

行　　政 …富山県氷見市

参画機関

“全国初”高校の体育館を市庁舎へ
～市民との対話を通じた市政づくり～

富山県氷見市

事例紹介
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を生かして、導入できることが期待された。同じ
く駐車スペースも300台以上へ拡大できることが見
込まれた。そして、そもそも庁舎整備のきっかけ
であった、津波浸水想定区域の区域外に庁舎を移
転することができる。このように、閉校した体育
館の再利用という全国初の案を選択することによ
り、防災機能の強化、市民サービスの向上、そし
て財政負担の軽減という三つの課題を同時に解決
することが可能となった。

（1）全国初のフューチャーセンター機能を備えた庁舎

前市長のもと体育館改修案が採用されたが、「つ
ぶやきをかたちに」を掲げ、平成25年４月に当選
した民間のファシリテーター出身の本川祐治郎市
長が市庁舎整備を引き継いだ。本川市長の方針
は、市のシンボルでもある庁舎の設計を少数の関
係者で行うのではなく、職員や使い手の市民の目
線、きめ細やかな意見を採りいれることだった。
本川市長としては、単なる庁舎整備で終わらせ
ず、この機に新市庁舎を「フューチャーセンター」
として市機能の対話の中心に位置付けたのであ
る。フューチャーセンターとは多様な利害関係者
が地域の問題解決に向き合い、求める結果や解に
向かって方程式をつくっていく、そのような対話
を行う場所を指す。そのためにも市民との協働が
重要であり、対話を通じて得た市民の意見を庁舎
づくりに反映させるのだ。市民の声を反映させる

市民のアイディアを活かした庁舎づくり4

ことで、市民の主体性やまちに対する誇りを高め
る。加えて、市民の「ハート」に響くソフト（仕
組み）やハード（モノ）をつくり市民の幸福度を
向上させる。そして民間の知恵や知見を蓄積し、
従来の手法では上手くいかなかった施策を、より
良い方向へ変えていく。このように行政と住民が
対話を行う文化が根付くきっかけとして、庁舎づ
くりの機会を活用したのである。

庁舎づくりにおいては、行政と住民が協働で行
う「新市庁舎デザインワークショップ」が行われ
た。職員には市民とのワークショップを実施した
経験がないため、まちづくりワークショップで実
績があった「一般財団法人世田谷トラストまちづ
くり」の協力のもと、ワークショップ開催前後に
ファシリテーター研修を受けた。ワークショップ
の実施にあたっては、世田谷トラストまちづくり
の協力を得つつも、進行は職員自身が行い、職員
と住民との対話を重視する形で進めた。このワー
クショップを通じて、職員はファシリテーターと
しての経験を積んだ。庁舎が市全体のフューチャ
ーセンターとして機能するのに対して、これらの
職員は行政内における担当課同士や市内各地域内
の市民、地域と庁舎をつなぐファシリテーターと
して活躍している。

（2）市民の声を引き出すワークショップ

ワークショップは計３回行われた。平成25年６
月８日の第１回目は市職員のみ約60名が参加し、
設計者の解説を受けながら、現場を見学した。そ

事例紹介：富山県氷見市

市民とワークショップ１ 市民とのワークショップ２
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の後、市職員の視点から使い勝手や新市庁舎に「氷
見らしさ」を演出する工夫等について議論を重ね
た。第２回目は、７月19日に市職員35名、７月20
日に市民約60名が参加し、現地確認を行った。単
純な説明会ではなく、段ボールや写真、模型等を
用いて、参加者がイメージを持ちやすいように工
夫して声を拾った。ここでも「元学校であったこ
とがわかるように」等職員だけではなかなか気付
かない意見が数多く出された。第３回目は、９月
１日市民約40名、職員約50名参加で合同のワーク
ショップが行われた。新たな窓口対応であるワン
ストップフロアサービスが大きなテーマとなった
が、担当職員が寸劇で表現することにより、ここ
でも参加者がイメージをしやすいように工夫した。

ワークショップで出された市民の意見は設計に
も反映されている。例えば、市長室の位置は、当
初案では執務室一番奥の日当たりの良い場所だっ
た。しかし、「日当たりが良く開放的な場所を、市
民と職員が集うクリエイティブな空間として活用
をした方がいい」との意見から、出入口近くに変
更された。このように氷見市のワークショップは、
引き出した市民の細やかな意見を実質的に設計に
反映させていくために実施された。

平成26年５月７日に氷見市庁舎が開庁した。新
市庁舎は二つの２階建ての旧体育館を改修したA
棟及びB棟、そして３階建て旧校舎の一部を改修
したC棟からなる。それぞれ、平成８年、平成３
年、昭和41年に建築されたものだ。他の校舎は解
体され337台収容できる駐車場スペースとなった。
延床面積は7,027㎡で旧庁舎の1.3倍、駐車場は旧庁
舎の70台程度から大きく拡大することができた。

庁舎内部は、照明代の節約を重視して全体的に
白基調、自然光をとりいれるために残された体育
館時代の名残である大きな窓が目立つ。最も特徴
的なのは旧体育館にあたる、B棟２階のフロアだ。
まず、巨大な曲面天井が目を引く。これは、天井
が高い体育館では空調の効率が悪いため、軽量の
テント幕を利用した「船底形」の天井となってい
る。そして前述のワークショップの意見を受けて

対話を推進する庁舎5

出入口側に移動された市長室は、一部ガラス張り
により誰でも中を見ることができる。また、市の
庁議などを行う会議室についてもフロア中央に位
置し、周囲から見える状態で議論が行われている。
そもそもフロアに、個室は市長応接室の一つしか
ないため、職員同士の対話は、パソコン等を持ち
寄って「キャンプ」と呼ばれる常設のコラボスペ

事例紹介 （富山県氷見市）

舟底形の天井

オープンな会議室

執務室でプレゼン
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ースか、又はフロア中央部に点在する空調設備を
隠したホワイトボード周辺等で行われている。意
外にも個室や壁がなくても不都合は特になく、む
しろそれぞれの部署間の縦割りの意識が取り払わ
れ、職員同士の対話や職員と市民の交流が促進さ
れ、職員の意識も変わったそうだ。他にも庁舎各
所に配置されているホワイトボードや机、１階正
面エントランス脇にある市民との協働の場である

「地域協働スペース」等、対話を活性化させる工夫
が随所に存在している。

（1）市民を考える行政サービス

B棟１階のフロアに、市民課や福祉介護課等、
市民の窓口部署が集約され、市民は行政手続きを
効率的に行えるようになった。ワンストップサー
ビスが導入され、複数窓口での手続きの場合で
も、オーダーシート（聞き取り調査票）に１回記
入すれば良い。総合案内では、フロアマネージャ
ーが来庁者の用向きに合わせ、関係窓口へスムー
ズに案内してくれる。また、複数の課にまたがる
事案でも、担当職員間の物理的・心理的距離が近
いため、即座に集まって対応でき、住民の待ち時
間を短縮することができる。

また、窓口職員に「おもてなし」に係る研修を
実施し、さらなるサービス向上のため対応中であ
る。「おもてなし」の心で親切に応対することで市
民からは「親切・丁寧に寄り添ってくださる職員

に感謝しています」と好評だ。窓口職員も「常に
『おもてなしの心』を持ち、市民の立場になって考
え、サービスや業務の改善・改革を図り、より満
足度の高いサービスを提供することにより、市民
との信頼関係を築いていきたい」と高いモチベー
ションを保っている。

他にも工夫は随所に見られる。例えば、職員の
声を反映して、住民が利用する窓口の椅子の肘掛
けの長さを一般的な肘掛けの半分程度にした。こ
れにより、肘掛けが立着席時に障害となりにくく、
かつ高齢者の場合は以前と変わらず、立ち上がる
ことを助けてくれる。そして平成27年11月には婚
姻届や出生届の提出に訪れた市民に記念写真を贈
るサービスを開始するなど、市民サービスはより
良い方向へ変化している。

また、庁舎の特徴として、レイアウト変更が容
易な点も挙げられる。これは旧体育館の名残によ
り、壁が少なくフロアが広いためである。そして
当初よりこの利点を生かして、レイアウト変更を
想定した設計がされており、各課の人員増による
拡張はもちろん、課の配置変更も容易に行えたと
いう。変化する状況に応じて、柔軟にレイアウト
変更できることが特徴の一つである。これらの結
果、市民向けサービスは確実に向上している。

（2）市長自ら庁舎を案内

平成26年５月の開庁以来、庁舎への視察者を積

事例紹介：富山県氷見市

市民の窓口



58 平成27年度 地域活性化ガイドブック

平成27年度　地域活性化ガイドブック　〜社会資本のリノベーションによる地域活性化〜

極的に受け入れ、また市民向けガイドツアーも実
施している。その数は平成27年11月15日までに合
計4,675名にも上る。時間が許す限り、市長自らが
庁舎を案内し、お客様へ満足感を与える一方で、
職員に対してお客様対応の模範を示す形になって
いる。視察者や市民からは「体育館や校舎をその
まま使っており、空間の使い方が上手い」、「開放
感があって過ごしやすい」と高く評価されている。
一方で、「働きやすさ、使いやすさなど、実際の使
い心地はどうなのか」と気になる方も少なくない
が、職員の回答は前向きだ。

見学対応した職員からは「氷見市にお越し頂い
たお客様として、おもてなしを大切に応対するよ
うに心がけている」や「自身の職場としての市役
所を誇りに感じ、所属部署以外もご案内すること
で学習意欲が向上した」と職員の意識変化につな
がっている。

漁業が盛んな氷見市において、氷見市のリノベ
ーションによる地域活性第２弾として、平成27年
４月21日に、ひみ漁業交流館「魚

と

々
と

座
ざ

」がオープ
ンした。魚々座は、もともと道の駅があった建物
を改修した、氷見の漁村文化を発信する拠点、地
域住民や観光客の交流拠点である。氷見市の漁業
や漁村文化等の重要なコンテンツを観光客に体験
してもらい、氷見市に魅力を感じてもらうための

ひみ漁業交流館「魚々座」6

施設である。また地元住民にも氷見市が漁業のま
ちだと改めて認識してもらい、漁業をきっかけと
した地元住民と観光客の交流を促すことが魚々座
の役目だ。

魚々座には、平成27年10月末までに約35,000人
が来場した。このうち半数程度が地元住民となっ
ている。改修にあたっては、市民とのワークショ
ップを実施することで、設計段階から市民が参加
した。また市民から3,000点を超す漁具民具を寄贈
してもらい、施設内に展示するなど市民と協働で
創りあげた。

館内には、天井から吊下げられた全長70mにも
及ぶ越中式定置網や伝統技術を用いた木造和船が
展示されている。また、定置網を編む体験ができ
る等の魚にまつわる体験プログラムや海洋関係の
蔵書コーナー、漁師の休憩所である番屋を模した
畳敷きで味わう漁師町の魚食メニューなど随所に

事例紹介 （富山県氷見市）

魚々座の外観

市庁舎を案内する市長
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来場者を楽しませる工夫がなされている。

新庁舎移転に係る行政と市民の協働による成功
体験は、その後も生かされ続けている。

ワークショップを通じてファシリテーターの経
験を積んだ市職員は、さらに氷見市の21地区の地
域担当職員として、地域住民と一緒に身近な課題
の解決の支援、地域と行政をつなげる役割を果た
している。

また、先に紹介した魚々座は、市民と協働で創
り上げたことにより、行政施設とは思えないほど
魅力的な形になった。他にも平成33年のオープン
を目指す朝日山公園整備や氷見駅周辺整備など、
住民との市民対話で進めている事案が多くある。

今後の展望7
しかし、課題が全くないわけではない。氷見市で
は行政との市民対話への参加者、若者や女性とい
った属性の多様化を図っているところである。

今回のプロジェクトは、単なる市役所のリノベ
ーションにとどまらず、フューチャーセンターと
しての庁舎、市民の利便性や職員のモチベーショ
ン向上、意識改革、そして市を訪れる視察客への

「おもてなし力」向上につながるなど、ソフト面を
含めて実施された事例である。社会資本のリノベ
ーションについて一度の成功体験にとどまらず、
市民対話を軸に成功事例を重ねている氷見市の今
後の取り組みに、より一層期待したい。
＊：緊急防災・減災事業債：東日本大震災を教訓として、災害に強

いまちづくりに資する地方単独事業を対象とした地方債のこ
と。災害対策の拠点となる公共施設の耐震化や津波浸水想定
区域内にある公共施設の移転等が対象となる。

事例紹介：富山県氷見市

▪	人　口：49,986人（平成27年10月１日現在）
▪	面　積：�230.50km2

連絡先

地域の概要　富山県氷見市 �

◦氷見市役所　総務部　財務課
	 TEL：0766-74-8035（直通）
	 URL：http://www.city.himi.toyama.jp/

市民が寄贈した漁具民具
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西尾市は、名古屋市から名鉄線で約50分の場
所、愛知県のほぼ中央を北から南へ流れる矢作川
流域の南端に位置している。南は三河湾に面し、
海、山、川の豊かな自然に恵まれ、日本経済を支
える自動車関連産業の集積地であるとともに、全
国有数の生産量を誇るてん茶や養殖ウナギをはじ
め、洋ラン、カーネーション、アサリ等の魅力あ
ふれる多彩な地域資源を有している。平成23年４
月１日に旧幡豆郡の一色町、吉良町、幡豆町と合
併し、西三河南部の中核的都市となった。合併し
た旧吉良町は、忠臣蔵（元禄事件）の敵役、吉良
上野介義央が領主であった土地であり、地元では
赤馬に乗った名君として慕われていた。

この合併によって西尾市の公共施設（ハコモノ）
は、182施設から357施設へと倍増した。それによ
って、再配置対象施設の西尾市民一人当たりの延
床面積は約3.23㎡となり、西尾市と同等人口規模
の非合併自治体の平均約1.98㎡と比較すると1.5倍
にもなっている。

はじめに1
合併に向けて平成22年８月に策定した「新市基

本計画」の中で公共施設の統合と適正配置の方針
が示されたことから、合併と同時に公共FMの専
任組織として、企画部企画政策課内に公共施設対
策プロジェクトチームが設置され、４名の職員が
配置された。当初は新市の「公共施設ガイドマッ
プ」の作成からスタートしたが、50年という施設
の寿命を鑑みれば長期視点が必要になると考え、
ガイドマップ作成後に公共施設再配置行程表を策
定した。それに基づき、財産台帳データをもとに
公共施設概要調書を作成、集約し、各施設所管課
とのやり取りによって公共施設白書を作成した。

それによって、合併により倍増した西尾市の公
共施設は、10年後に築30年の建物が約７割にも上
り、保全費用の増大と更新時期の重複が明らかに
なった。加えて、少子高齢化がもたらす利用需要
の変化や解体・改修の財源確保の難しさといった
課題が浮き彫りとなった。こうした様々な課題を
解決するためには、公共施設の新たなマネジメン
ト方針が必要であると考え、先進自治体の取り組

専任組織から始まった基本計画策定までの道のり2

近年、全国でハコモノなどの公共施設等の老朽化対策が課題となっており、総務省は平成26
年4月、地方公共団体に長期的な公共施設等総合管理計画の策定を要請した。

平成23年４月１日に旧幡豆郡３町と合併した西尾市では、保有する公共施設の数が倍増した。
それによって生じた施設の重複や老朽化といった5つの理由から、公共施設再配置に取り組むこ
とになった。その過程においては徹底した情報公開に努め、積極的に市民の視点を織り込み、次
世代へ公共施設を適切に引き継ぐための再配置の基本理念及び基本方針を策定し、官民連携及び
市民協働を取り入れた新しい手法によって再配置を進めてきている。

全国に例を見ない市民・地元企業を重視した西尾市独自のFM＊1戦略について、その取り組み
を紹介する。

行　　政 …愛知県西尾市

参画機関

公共施設の再配置から考えるまちづくりの未来
～先導的な官民連携手法によるファシリティマネジメント戦略の実践～

愛知県西尾市

事例紹介
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みを参考に職員が議論を重ね、自らが執筆・編集
を行って平成24年３月に「西尾市公共施設再配置
基本計画」を策定した。ここに施設データの分析
結果をグラフ化したものなどを反映し、資料編と
して「西尾市公共施設白書2011」を添付した。こ
の施設白書は公共施設の現状データの「見える化」
を目的としており、平成23年度から作成・公表さ
れている。

西尾市のFMの「見える化」戦略は、市民の理
解を深めるために公共施設再配置の動きをわかり
やすく伝え、それによって市民がまちの未来形成
の主権者だと認識することが再配置の原動力であ
ると考えたことから始まっている。その浸透度は
ともかく、公共施設再配置の動きについては原則
としてリアルタイムにほぼすべてを市ホームペー

ジで公開している。また、基本計画の策定と並行
して、実施計画稼働までに着手可能な再配置プラ
ンをモデル的に実施し、その動きや成果を示すこ
とで、より市民の理解を深めようと考えた。モデ
ル事業は平成24年度に６事業、平成25年度に２事
業実施し、約２億1,000万円のLCC＊2削減効果が出
ている。

西尾市はこの基本計画において、再配置の基本
理念を「財政規模にふさわしい経営規模や、継続
かつ安定的な自治体経営を目指した、公共施設の
３M（ムリ・ムラ・ムダ）の解消とリスクマネジ
メント」「ハコモノに依存しない行政サービスの提
供を推進する、施設重視から機能優先へのサービ
ス展開」「公共施設再配置を市民生活と行政の新た
な関係を築く機会とし、未来のまちのあり方を共

事例紹介：愛知県西尾市

モデル事業の一つ　幡豆支所の再配置

西尾市のFM方針 西尾市の公共施設再配置の歩み
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に考えていくこと」とした。基本方針としては、
「保有総量を段階的に圧縮し、新たな公共施設を建
設しないこと」「機能の優先順位に基づき、施設維
持の可否を決定すること」「公共施設マネジメント
の一元化及び市民と共に公共施設再配置を推進し
ていくこと」を掲げた。この時点において、官民
連携手法の一つであるPFI＊3を再配置に有効な手
法として明記している。

（１）PFIの導入

PFIとは、PPP＊4の考え方に基づき、民間の資
金と経営能力・技術力を活用し、公共施設等の設
計・建設・改修・更新や維持管理・運営を行う公
共事業の手法であり、行政が所有する施設を民間
が運営する公設民営型の指定管理者制度や、すべ
ての事業を民間が行う民営化とは異なる。指定管
理者制度は行政の仕様に基づくため民間が力を発
揮しづらく、民営化は民間が独立採算で運営可能
なことが前提だが、現状の公共サービスの中で利
益を上げることは難しい。これらを踏まえ、今回
の西尾市の様々な課題に対しては、行政単独では
なく民（市民・企業）と連携して解決することが
効果的であり、その手法としてPFIが導き出され
た。

基本計画策定後、学識経験者及び市民参画によ
る再配置検討ワーキングループ及び電子メールで
意見交換を行う一般公募市民による再配置Eモニ
ターから出た意見を踏まえ、平成26年３月に「西
尾市公共施設再配置実施計画2014→2018」を策
定。その中で、PFIに市民協働を加えた多様な官
民連携の手法を導入することによって、再配置事
業を推進することを掲げた。この実施計画におい
て、平成26年度から30年度までの５年間（第一次
実施期間）に８つの再配置プロジェクトに着手す
ることとしており、その中の５つのプロジェクト

（p64表）についてPFIを導入することとした。

（２）西尾市独自のサービスプロバイダ方式

従来のPFIは施設整備が主な目的となってお
り、大手建設企業が中心のSPC＊5が受託すること

取り組み内容3

がほとんどである。また、行政が業務の細かな仕
様を定める仕様発注方式では、民間ならではの発
想やノウハウを活用することは難しかった。そう
した課題を解決するため、西尾市ではサービスプ
ロバイダ方式のPFIを取り入れた。

サービスプロバイダ方式のPFIとは、運営及び
維持管理業務を担う企業のみでSPCを構成し、
SPCは建設業務を担わない形をとる方式で、施設
運営を主眼においたものである。さらに西尾市で
は、SPCを構成する企業について、「愛知県内に本
店を置く事業所（企業）」という要件を独自に設
け、地元企業の事業参画を促す形をとっている。
また、施設の開発・建設は、運営主体であるSPC
から建設企業へ発注する形となり、その発注の詳
細はSPCより提案することができるため、民間の
能力を有効に活用することができる。

さらに、今回は実施計画に掲載された８つのプ
ロジェクトのうち５つを包括発注し、30年間の長
期契約を結ぶ。これによって、各地区の整合性や
統一性を図るエリアマネジメントの視点から、各
プロジェクトを横断する様々な企画提案及び資金
調達が可能となり、民間事業者の創意工夫がより
活用できると考えた。また、５つのプロジェクト
のうち３つが新築施設となるが、西尾市では公共
施設の長寿命化を念頭に置いており、行政では施
設が傷んでから直すまたは作り替えるという対症
療法的な対策となってしまうところを、民間であ
れば早期に点検・補修を行う予防保全型維持管理
を行うことが可能であり、それによってLCCに最

事例紹介 （愛知県西尾市）

西尾市方式のPFIの事業スキーム
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大の削減効果を生むと考えた。さらに、長期契約
は企業にとっても安定した雇用の確保等、事業推
進のために有益であり、事業を取り巻く環境変化
に対しても官民連携の効果を柔軟に発揮しやすい
という利点がある。

（３）市民の声を取り入れた性能発注

西尾市が今回重視していることは、市民満足度
の高い施設を建て、長期に渡ってその施設を使い
やすく維持することである。それゆえ、市民が満
足できるサービスを提供し、長寿命化を目的とし
た施設の維持管理をしていくためにも、地域事情
に精通している地元の運営会社を代表にSPCを構
成してもらうことが有効であると考えた。さらに、
市民満足度の高い施設を建てるため、募集要項や
要求水準書に市民の声を反映しようと努めてきた。

実施計画策
定後の平成26
年６月には再
配置に関する
市民説明会を
開催。市内４
地区で開催し

た説明会には計637名が参加し、各地区によってそ
れぞれに特色のある意見が出された。一色地区で
は、愛知県による南海トラフ巨大地震の被害想定
が見直されてすぐということもあり、防災機能の
充実を訴える意見が多く出た。吉良地区では、統
廃合によって解体される旧吉良町役場の跡地利用
に関する質問や、人を呼び込む魅力づくりについ
て意見が出された。市民説明会の参加者に対する
アンケートでは、４分の３以上が「わかりやすか
った」と回答している。

さらに、平成26年７月から11月まで、８回にわ
たって市民ワークショップ「にしお未来まちづく
り塾」を開講した。これは、実施計画で定める２

つの再配置プロジェクトに対する市民ニーズを把
握するためのもので、一般公募による市民45名が
参加した。演出・建築・まちづくり・法律・金融
など様々な分野における視点から、市民が集う新
たな公共空間の創造に向けて意見が交わされた。
また、次世代を支える中学生の声も取り入れるべ
きと考え、今回の再配置対象である吉良中学校の
３年生を対象にワークショップを開催した。名古
屋大学の協力のもと、社会科の特別授業として中
学３年生230名全員が、吉良中学校の未来の姿につ
いて話し合った。吉良中学校の好きなところ、悪
いところを各自持ち寄った上で未来の学校がどう
あるべきかを考えたところ、「余っている教室を幼
児や高齢者が安全に使える場所にする」といった
意見が出された。

これら８回のワークショップで出された意見を、
要求水準書に設けた市民ニーズの欄へ掲載した。
PFIへの応募グループは、この市民ニーズを参考
に企画提案を行うが、PFIでこうした市民ニーズ
を出すことは珍しく、西尾市が今回の再配置にて
市民協働を重視していることが伺える。

（４）民間企業との対話から官民連携による新たな
公共空間創造へ

サービスプロバイダ方式のPFIを導入するにあ
たって、西尾市は、施設の運営主体として役割が
期待される地元企業へ、事業に対する十分な理解
を得るための取り組みを進めてきた。通常のPFI
は、事業内容や民間事業者の募集及び選定方法で
ある実施方針を策定・公表してから企業との対話
という流れになるが、西尾市の場合は事前に事業
創出の可能性等を探るため、平成26年８月に西尾
市独自の事前方針を公表し、それに基づいて企業
との対話を開始した。丁寧に今回の再配置の狙い
を説明することで、徐々に地元企業も前向きにな
り、そうした対話を踏まえた上で、地域経済の活
性化を目指したPFIの新しい方式などについて実
施方針を策定・公表した。

また、地元企業の参画促進のため、市内金融機
関に対しても同様に理解獲得のための取り組みを
実施してきた。従来のPFIでは、企業価値に対し
て融資を行うコーポレートファイナンスが通常で

事例紹介：愛知県西尾市

市民説明会の様子

にしお未来まちづくり塾の様子 にしお未来まちづくり塾中学生版の様子
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あり、大手企業やメガバンク以外の参入は難しい
状況にあった。そこで、プロジェクトに対して融
資を行うプロジェクトファイナンスを導入するこ
とによって地元企業の参入を推進するため、市内
金融機関に対しても西尾市のPFIについて丁寧な
説明を行った。当初は導入に不安を感じていた金
融機関も、現在では地元企業の活性化のために協
力を申し出ている。

このように、西尾市では市民と地元企業との多
様な官民連携手法を活用して、新たな公共空間の
創造を目指している。

平成27年10月現在、５つの再配置プロジェクト
を包括した西尾市のPFIへは、１グループが応募
を表明している。今後は平成27年12月４日までに
応募者から企画提案書が提出され、建築士等の有
識者及び市民で構成される市民・有識者会議によ
って評価及び講評が行われる。さらに、応募者に
よる公開プレゼンテーション及びヒアリングを踏
まえて、平成28年１月下旬に市が設置する選定委
員会が優先交渉権者の選定・決定を行い、その
後、優先交渉権者とそこに融資する金融機関、西
尾市の三者による協議を開始する。この中で、交
渉権者の提案内容を踏まえながら、事業の運営に
あたって想定されるリスクを最適に管理できる者
へリスク分担を行う。平成28年６月下旬にはSPC
と契約を締結する予定となっており、受託SPCが
事業を開始してからは、第三者による外部モニタ
リングによる徹底した監視を行うことでリスク管
理をしていく。

しかしながら、ほとんどの地元企業はPFIの経
験がなく、今回受託できた場合は、試行錯誤しな
がら事業を実施していくことになる。西尾市とし
ては、今回のPFIを地元の企業育成・人材育成と
も考えており、要求水準の公共サービスを提供す
る対価として支払われるサービス対価について
も、目標値以上の利用者数を達成するなどの要求
水準を超える成果があった場合はインセンティブ
を設けることも検討しており、企業の意欲向上へ
繋げるよう考えている。

今後のプロセス4

（１）今後の公共施設FMのあり方

今回の西尾市独自の手法は、西尾市の課題や地
域性から実現可能なことを考えた結果である。こ
れからの公共施設は、施設数を減らしながらもサ
ービス水準を維持していくことが求められ、そう
した行政だけでは解決できない課題に対して民間
の力を入れていくことが必要であり、そのような
中で、PPPの一つの手法であるPFIが導き出され

課題と展望5

事例紹介 （愛知県西尾市）

　PFI事業である5つの再配置プロジェクト

　吉良地区の多目的新生涯学習施設整備事業

耐震性の低い体育館２つと公民館を取り壊し
て新たに多目的新生涯施設を整備。ほかに耐震
性が不明な防災倉庫や書庫を解体して吉良支所
へ機能集約する。

　一色地区の新公共空間創造事業

一色支所、老人福祉センターを解体し、一色
町公民館、健康センターなどに機能を集約する
とともに、旧海の歴史館を改修、用途変更し、
支所機能の一部を移転。市営住宅２カ所（対米
住宅、巨海住宅）を解体し、一色支所跡地に新
しい市営住宅を整備する。

　学校教育関係施設の長寿命化事業

吉良中学校、一色町体育館の長寿命化。寺津
小中学校の給食室及びプールの一元化。一色
B&G海洋センタープールの解体及び解体後の跡
地利用の企画提案。一色学校給食センターの解
体及び新給食センターの建設を含めた企画提
案。

　資料館機能リニューアル事業

４つの資料館を再編・用途変更してリニュー
アル。

　公共施設包括マネジメント事業

160の公共施設の法定点検、維持管理業務等
を一括発注してコスト削減を図るとともに、施
設の維持管理の水準を明確にしたマニュアルを
作成する。
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た。さらに、東京23区などの都市圏とは異なる西
尾市という地域性に則したPFIとして西尾市方式
のPFIの導入にたどり着いた。

しかしながら、議会や企業の中には従来の公共
事業とPFIとの違いに戸惑う意見もあり、これま
での行政と民間のあり方に鑑みれば、多様な手法
を取り入れていくことは容易ではない。また、公
共FMの専任組織である西尾市総務部資産経営課
経営企画担当の鈴木貴之主幹は、「高度成長期以
降、産業の育成を目的とした公共事業の拡大によ
る需要の創出が進められてきたため、公共施設の
新設・増設を前提としている国の制度や法律を、
今後はリノベーションや用途変更など、人口減少
に対する再配置の手法として地域の実情にあわせ
て選択することができるよう変えていくことも必
要である。なおかつ、そうした公共事業へ地元企
業が参入しやすくなるような制度改革も求められ
るのではないか」と語っている。

（２）西尾市から学ぶこと

西尾市がここまで優れたプロセスを進めてくる
ことができた要因は、合併によって専任組織が配
置された点が大きい。各施設の所管課は自身の事
業範囲のみを考えているため、地域課題をいかに
取り込み、いかに誘導していくかは専任組織によ

るマネジメントにかかっている。そうしたことか
ら、企業であれば経営戦略そのものに係わってく
るFM部門は、市の経営を考える重要な機関とし
て最低でも専任スタッフをつくることが望ましい。

また、鈴木主幹は、「行政には勇気をもって公共
施設が抱えている課題を住民へ開示し、問題提起
をしてほしい」と語る。西尾市方式の公共施設再
配置は、単なる施設の老朽化対策ではなく、市民
生活と行政の新たな関係を考えることと捉えてお
り、市と市民・地元企業が課題を共有し、一体と
なって未来のまちづくりを考えている点が先進的
である。全国の自治体が進めるFM戦略へも大い
に参考になる。今後の取り組みに注目していきた
い。

事例紹介：愛知県西尾市

▪	人　口：170,409人（平成27年10月1日現在）
▪	面　積：�161.22km2

連絡先

＊1	 FM（ファシリティマネジメント）：施設・環境を総合的に企画・管理・活用する経営管理手法
＊2	 LCC（ライフサイクルコスト）：建物の一生に必要な費用（設計・建設費、運営費、改修・解体・維持管理費等）の総称
＊3	 PFI（プライベート ファイナンス イニシアティブ）：民間の資金と経営能力、技術力を活用し、公共施設等の設計から運営までを行う

公共事業の手法
＊4	 PPP（パブリック プライベート パートナーシップ）：官民が連携して公共サービスの提供を行う手法
＊5	 SPC（スペシャル パーパス カンパニー）：特定の事業を行うことのみを目的として設立される株式会社（ペーパーカンパニー）

地域の概要　愛知県西尾市 �

◦西尾市役所　総務部　資産経営課
	 住所：〒455-8501　愛知県西尾市寄住町下田22番地
	 TEL：0563-65-2156（直通）
	 Ｅメール：saihaichi@city.nishio.lg.jp
	 西尾市ＨＰ：http://www.city.nishio.aichi.jp/

FM部門である総務部資産経営課経営企画担当のメンバー
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度会町は三重県の南東部に位置し、伊勢市他５
町と隣接しており、清流日本一に選ばれた宮川
と、その支流である一之瀬川の流域に集落が開か
れている。

はじめに1 総面積134.98㎢のうち約85％を山林が占めてい
る。町の主な産業は農林業で山間部と川を利用し
た稲作や茶業が盛んであるが、特にお茶は「わた
らい茶」と呼ばれ、古くから親しまれており各種
品評会でも数々の輝く賞を受賞している地域を代
表する特産物である。また伊勢市等への通勤通学

子どもたちの声が響き渡っていた小学校校舎が、今では、高齢者の話し声や笑い声が聞こえて
くる。

子どもたちが、のびのび、すくすくと生活していた学校は、医療福祉複合型施設として新たな
命が吹き込まれることとなった。

この施設は、「診療所」、「通所リハビリテーション」、「小規模多機能型居宅介護」、「認知症対
応型共同生活介護」、「高齢者専用賃貸住宅」の5つ機能をもつ高齢者の健康管理や療養の場であ
るとともに、地域住民に雇用の場を提供し、また、地域の子どもたちの遊び場にもなっている。
そして、地域の人を結びつける拠点となっている。

廃校を余儀なくされた「小学校」が、地域の医療と福祉のシンボルとして活用されている。

行　　政 …�三重県度会町
実 施 団 体 …医療法人吉創会

参画機関

子どもたちの勉強の場が地域の医療福祉の拠点に
～医療福祉複合型施設の誕生～

三重県度会町

事例紹介

医療福祉複合型施設わたらいからの風景
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が可能な地理的環境にあり、広い意味でベッドタ
ウン的な要素も兼ね備えているところである。

人口は、8,582人、高齢化率30.44％（平成27年10
月1日現在）となっている。

旧中川小学校は、明治36年１月10日中川尋常小
学校の創立を記念日として、昭和43年、度会町立
中川小学校として改称された。平成２年、既存の
校舎（現医療福祉複合型施設「わたらい」）が完成
した。

平成20年3月31日に度会町立度会小学校へ統合
され、廃校となるまで、度会町の長原・坂井・立
花・注連指（しめさす）・麻加江（まかえ）・田口
地区の子どもたちが通っていた。旧正門横には、
昭和15年建立された二宮尊徳像がある。

平成19年11月、度会町は統廃合により廃校とな
る各小学校や保育所等の有効活用方法を検討する

「度会町町有建築物有効活用検討委員会」を立ち

旧中川小学校の概要2

医療複合型施設誕生の経緯3

上げた。平成20年度から町内の区長と一般公募の
委員との委員会や各地区での検討会を開き、廃校
となる小学校や保育所の活用方法について協議を
重ね、活用案を募集することとなった。

その当時の利用の申し出は、小川郷小学校舎（現　
森添遺跡発掘資料の調査整理と資料展示）と南中
村保育所園舎及び園庭（現デイサービスなどの福
祉活動の拠点）、そして旧中川小学校校舎及びグラ
ウンドの３箇所であった。その中の旧中川小学校
校舎等活用提案は、隣町の大紀町で既に学校を改
築し病院を開院していた「医療法人吉創会」から
であった。

町では、町有建築物の有効利用を念頭におき協
議を重ね、住み慣れた地域の中で、住み慣れた場
所で、高齢者が安心して生活できるようにという
考えに基づき、旧中川小学校の跡地利用として、
医療福祉複合型施設を設置すると決定した。

提案をした医療法人吉創会が事業主体となり改
修等がなされた。その改修等の財源のほとんど
が、介護基盤緊急整備等特別対策事業補助金とし
て助成を受け、整備を行った。

そして、平成22年7月29日に度会町立旧中川小
学校を改装した「医療福祉複合型施設わたらい」

事例紹介：三重県度会町

医療福祉複合型施設わたらい
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が開設されるにいたった。
医療法人吉創会（理事長：田川新生）は、2005

年（平成17年）三重県度会郡大紀町に、介護療養
型医療施設「虹の丘病院」を開設したのを手始め
に、「あゆみ診療所」、「デイケアセンターあゆみ」、

「介護付有料老人ホーム虹の丘」の経営を行ってい
る。

医療福祉複合型施設　「わたらい」は、「診療
所」、「通所リハビリテーション」、「小規模多機能
型居宅介護」、「認知症対応型共同生活介護」、「高
齢者専用賃貸住宅」の５つの機能を持っている。

一つ目の機能である「診療所」は、１階に設置
されており、内科とリハビリテーション科が診察
科目となっている。火曜日と木曜日の週２回開院
されており、入所者の診療やリハビリテーション
はもとより、地域住民の慢性的な疾患（高血圧）
の処方をし、健康への不安の解消につながってい
る。また、重大な健康不安の場合は近隣の総合病
院への紹介も行っている。

二つ目は「通所リハビリテーション」の機能で
ある。診療所の開所日には通所リハビリテーショ
ンが行われ、理学療法士２名により、レッグプレ
スやエアロバイク、歩行訓練用の平行棒などが備
え付けられたリハビリテーション室において身体

医療福祉複合型施設 「わたらい」とは4

能力の回復等に向けた、様々なプログラムに取り
組んでいる。

三つ目の機能の「小規模多機能型居宅介護」で
は、利用者が可能な限り自立した日常生活を送る
ことができるよう、利用者の選択に応じて、施設
への「通い」を中心として、短期間の宿泊や利用
者の自宅への訪問を組み合わせ、家庭的な環境と
地域住民との交流の下で、食事・入浴などの介護
や日常生活上の支援や機能訓練を行っている。ま
た、そのほか施設内には宿泊用の個室や、介護用
入浴器具が装備された入浴設備がある。

四つ目の機能となる「認知症対応型共同生活介
護（グループホーム　わたらい）」は、認知症の利
用者を対象にした専門的なケアを提供できるサー
ビスであり、利用者が可能な限り自立した日常生
活を送ることができるよう、認知症の利用者がグ
ループホームに入所し、家庭的な環境と地域住民
との交流の下で、食事や入浴などの日常生活上の
支援や、機能訓練などのサービスを受けるもので
ある。グループホームでは、一つの共同生活住居
に５～９人の少人数の利用者が、介護スタッフと
ともに共同生活を送っている。

そして五つ目の機能「高齢者専用賃貸住宅（サ
ービス付き高齢者住宅　わたらい）」は、高齢者の
単身もしくは夫婦世帯が安心して居住できる賃貸
型の住まいである。居住スペースはバリアフリー
となっており、トイレ付等設備も充実している。

事例紹介 （三重県度会町）

診療室 小規模多機能型居宅介護
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また、ケアの専門家による安否確認や生活相談等
の見守りサービスがあり安心した生活を送ること
ができる。

施設全体を見渡すと、廊下や壁、フロアの一部
は校舎であったときのまま使っており、黒板やロ
ッカーなども一部残している部屋もある。音楽室
であった高齢者専用賃貸住宅の共同居間兼食堂な
どは、テーブルとして当時のオルガンを使用し、
ステレオやスピーカーを配置するなど、学校の面
影を感じさせる佇まいとなっている。

さらに、校舎の名残りである大きい窓からは、
太陽の光が心地よく差し込み、青々と広がる田園
風景やその後方にそびえる獅子ヶ岳の自然の広が
りを眺めることができる。さらに、公園からは子
どもたちの遊ぶ笑い声が聞こえるなど、落ち着い
た居室となっている。
「わたらい」の理念は、「わたらいで楽しいライ

フスタイルをいっしょに考えよう」である。
利用者本人からは、「ここは、男女のスタッフが

介護してくれて、安心できる」や「自由があって、
明るく過ごせる」という話があった。また利用者
の家族の方々からは、「地域周辺の方々が利用して
いるので、知り合いが多く、安心して預けられる」
という声が多く聞かれる。

自然に囲まれた度会町で、地域の人たちとふれ
あいながら、利用者やその家族が楽しく安心して
暮らせる家庭的な雰囲気を感じさせる施設である。

施設が既存の建物を活用しリノベーションした
メリットは、次の４つが挙げられる。

まず一つ目は、地域から理解してもらいやすい
ということである。つまり、地域の人たちに昔か
ら愛された学校なので、なじみの関係が既に構築
されているのである。

二つ目は、地域の活性化につながっているとい
うことである。地元住民の働ける場所ができたこ
とで、住民の雇用が確保されたことである。また、
グラウンドが地元の子どもたちの遊び場になって
おり、子どもたちと施設の利用者や入所者との交
流の場ともなっている。 

三つ目は、行政との連携が深いという点である。
この施設は行政との賃貸借契約をしており、行政
との連絡を密にして施設の管理運営を行っていく
必要がある。さらに、廃校を有効利用したことで、
行政が頭を悩ませてきた廃校の利活用の問題の解
消にも寄与した。

メリットの最後は．建築コストを抑えることが
できたという点である。現在運営している「わた
らい」の施設の規模で土地及び建物を購入し、新
築することを考えると、初期投資等が大きすぎる
ことになる。しかし、既存建物を改修することで、
建築費が安く抑えられ、家賃にも反映することが
できたのである。

リノベーションのメリットとデメリット5

事例紹介：三重県度会町

通所リハビリテーション高齢者専用住宅
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一方のデメリットであるが、次の４つが挙げら
れる。

一つ目は、既存の建物が高齢者用になっていな
いという点である。建物が小学校の校舎であった
ため、ハンディをもった人に対しての配慮に欠け
ており、あらゆるところに段差があり改修時のバ
リアフリー化が大変であった。

二つ目は、居住スペースに改築するために、一
番重要な水回りの設備改修に手間取った。

そして三つ目は、設計が難しかったという点で
ある。耐震壁などがあり、容易に壁を破れないな
ど、躯体に合わせた設計になり、新築のように自
由な設計を行うことができなかった。

デメリットの最後は、建物が老朽化していたと
いう点である。平成２年に建築されていた校舎で
あり、改修をする頃には20年ほど経過していた。
しかしながら、初期投資を抑えるため、既存の建
物をできる限り利用して設計を行った。また、既
存部分の老朽化が思った以上に進んでおり、修繕
費などがかさんでしまったのである。さらに事業
開始後にも老朽箇所の修理が必要となっている状
況である。

以上のように、既存の建物であるというメリッ
トを上手く活かし、またデメリットを克服しなが
ら、医療福祉複合型施設に改修することに成功し
た。

介護専門職の確保が難しいという現状がある。
隣接する伊勢市に比べ人口が少なく、町内でも施
設の立地場所が端の方に位置するため職員の応募
は少ない。特に若手の職員の確保が難しい。女性
が多い分、結婚退職や子育て退職がある。また、
せっかく育てた職員の転職等があり大きな痛手と
なっている。

その解決策として、職員の育成と新規職員の獲
得にむけて、「わたらい」を利用した職員研修を行
っており、職員の資質の向上と安定的な職員数の
確保を図っている。

施設長は、質の良い職員を育成・確保し、入所
者や利用者の満足度を向上させ、通ってみたい、
入ってみたい施設を目指していく必要があると語
っていた。

また、地域へ貢献し、結びつきを強めるため、
毎年、施設主催の夏祭りを開催していた。しか
し、祭りは施設の外で行っており、入所者と地域
住民が近づきにくい状況であったため、それを発
展させるかたちで、平成27年は、屋上ビアガーデ
ンを開き、地域の人に施設の中に入ってもらい、
入所者や職員とふれあう機会を設けたという。参
加した地域住民には大変好評であり、施設と地域
がさらに密接な関係を築くことができたという感
触があり、来年以降も続けていきたいということ
であった。

もう一つ地域への貢献という意味では、「わたら
い」の付近には、コンビニエンスストアがないた
め、施設の玄関先に、ジュースとお菓子の自動販
売機を設置していることである。施設の玄関が、
さながら「小さなコンビニ」となっている。利用
者は主に入所者や職員であるが、地域の子どもた
ちの利用も多く、施設の敷地内でジュースを飲み、
お菓子を食べながら遊んでいる。また、この販売
機は災害時には、非常食として利用できるように
なっているため、中川地区の避難所とされている
隣りにある旧校舎の体育館と連動することで、地
域の防災拠点としての機能も併せもっている。
「『学校に灯りが戻った』と地域の人から言われ

ました」という施設長の言葉から、小学校の廃校

現在の課題と今後の展望6

事例紹介 （三重県度会町）

学校の面影が残る廊下
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は、住民にとって小学校がなくなってしまったと
いう物理的な事実もさることながら、地域の拠り
所を失ってしまったという心理的に不安な部分が
大きいように思えた。　

施設側がボランティアで整備しているグラウン
ドには、毎日のように、地域の子どもたちの声が
響いて、その姿を施設の入所者や利用者が目を細
めながら眺めているという。医療福祉複合型施設

「わたらい」として生まれ変わった小学校が、地域
住民を結び付ける媒体となっているモデル的な事
例である。

リノベーションされる前の校舎で学んだ卒業生

が、入所したり、利用したりしていますかという
質問を施設長にしてみた。「さすがに、平成２年に
建設された校舎なので、その卒業生の中には入所
者や利用者はいないですが、校舎で教鞭をとって
いた先生が入所しています」という答えが返って
きた。「そして、これから地域とともに長く経営し
ていければ、施設に生まれ変わった小学校の卒業
生が、『医療福祉複合型施設わたらい』に入学（入
所）する方がいるかもしれません」とも言ってい
た。ここに根付き始めている地域福祉の循環に注
目していきたい。

事例紹介：三重県度会町

▪	人　口：8,582人（平成27年10月１日現在）
▪	面　積：�134.98km2

連絡先

地域の概要　三重県度会町 �

◦医療福祉複合型施設　わたらい　TEL：0596-64-1010
	 URL：http://kissoukai.com/hukugouwatarai.html
◦三重県度会町福祉保健課　TEL：0596-62-2413
	 URL：http://www.town.watarai.lg.jp/

ミニコンビニ的な自動販売機
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神戸市は、兵庫県南部に位置する兵庫県の県庁
所在地で、人口約150万人の政令指定都市である。
海と山に挟まれた東西に細長い市街地を形成し、
江戸時代末期に開港した日本の主要な国際貿易港

（五大港）の一つである神戸港を有する日本を代表
する港町である。開港以来、神戸市は、海外の
国々から人々・情報・物資を受け入れ、多様な文
化の受容と融合を経て、特色ある神戸文化を生み
出してきた。平成７年に発生した阪神・淡路大震
災で甚大な被害を受けたが、市民やボランティア
が力を合わせ、着実に復興を遂げてきた。その後
は平成18年に神戸市中心部三宮沖に神戸空港が開
港するなど、今もなお国際的な情報発信・交流都
市として発展を続けている。

（１）リノベーション前の建物の状況

神戸港の生糸の輸出は、大正13年の神戸生糸市

はじめに1

取り組みのきっかけ2

場の開設や対米輸出の活況も追い風となって大正
から昭和初期にかけて最盛期を迎えた。神戸市立
生糸検査所（旧館）は、昭和２年に輸出生糸の品
質検査を行う施設として建設され、日本の生糸の
輸出を支えた。昭和７年には国に移管され、国立
生糸検査所（新館）が建て増しされた。戦後、生
糸の輸出が終了しその機能を終えた後も、建物は
平成20年度までは独立行政法人農林水産消費技術
センターの施設として使用されており、その後の

「デザイン」とは、目に見える「形や色」だけでなく、そのベースとなる「意図や考え方」な
ど幅広い意味を持っている。神戸市では、この「デザイン」の視点を踏まえた「デザイン都市・
神戸」都市戦略を推進している。この戦略の拠点として、神戸市は、大正から昭和初期にかけて
最盛期を迎えた旧生糸検査所を平成24年に「デザイン・クリエイティブセンター神戸（以下

「KIITO」という）」という施設にリノベーションした。この施設では、子どもたちの夢のまちを
創る「ちびっこうべ」や社会課題の解決方法を検討する「＋（プラス）クリエイティブゼミ」な
ど、市民のデザイン的思考を育成するためのワークショップやイベントが開催され、神戸市の創
造的活動の拠点施設となっている。

行　　政 …神戸市
実 施 団 体 …�iop都市文化創造研究所・ピースリーマネジメント・神戸商工貿易センター共同事業体

参画機関

市民がクリエイティブな発想を持ってまちづくりに取り組む拠点づくり
～「デザイン都市・神戸」の醸成を図る～

兵庫県神戸市

事例紹介

神戸港に位置する建物
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活用についても検討されていた。
建物の特徴としては、ゴシックを基調とした独

創的な意匠の近代ビルで、４階建ての鉄骨鉄筋コ
ンクリート造、敷地面積は8,601㎡である。往時の
神戸の玄関口である神戸港の中心的施設として、
威厳のある特徴的なデザインがいたるところに取
り入れられた近代神戸の歴史を物語る貴重な近代
化遺産であり、平成22年度には神戸市景観形成重
要建築物＊1に指定された。

（２）神戸市の「デザイン都市・神戸」による都市
戦略

神戸市は、神戸旧外国人居留地をはじめとする
異国情緒あふれる街並みや、神戸港の開港以来海
外からの文化や食などを積極的に取り入れてきた
自由な気風・風土からなる暮らしの文化といった

「神戸らしさ」を持ち合わせている。この「神戸ら
しさ」のイメージを踏まえた上で、都市間競争に
負けない選ばれる都市であり続けるための新たな
都市戦略に取り組む必要があった。

そこで市は、市民の意見を募集したうえで、平
成19年12月に「『デザイン都市・神戸』を推進する
ための基本的方針」を策定し、神戸の持つ魅力を

「デザイン」という視点でみつめ直し、磨きをかけ
ることで、選ばれ続ける都市づくりに取り組んで
いくこととした。その方針の中で、阪神・淡路大
震災からの復興を遂げつつあるのは、今まで受け
継がれてきた神戸のDNA、すなわち人の豊かな感

性に基づく創造力、そしてそれを生かすデザイン
の力や人への思いやりと未来への力によるものだ
としている。なお、このデザインとは、目に見え
る「形や色」だけではなく、それらを生み出す「計
画や仕組み」、そのベースとなる「意図や考え方」
なども含めた幅広い意味を持つものである。

平成20年には、デザイン主導の都市開発に対す
る強い関心を持つ都市であることに加え、平成７
年の阪神・淡路大震災後に展開された復興プロジ
ェクトに代表されるような都市再生の戦略的なツ
ールとしてのデザインを包括する都市構想などが
評価され、ユネスコにより、アジアの都市で名古
屋市と共に初めて「創造都市ネットワークデザイ
ン都市＊2」に認定された。これにより、「デザイン
都市・神戸」都市戦略の推進にさらに勢いがつい
た。

（３）KIITOが設立するまで

市は、「デザイン都市・神戸」都市戦略のシンボ
ルとなる創造と交流の拠点とするため、旧神戸生
糸検査所の購入を決定した。土地と建物の取得費
用、土台など基礎的な部分の改修費用に約22億円
がかけられた。新たに拠点となる建物を建築しな
かった理由として、主に次の２つが挙げられる。
一つ目は、当時は震災から20年経っておらず財政
再建が求められていたこと。二つ目は、前述した

「『デザイン都市・神戸』を推進するための基本的
方針」の中で、「歴史的・文化的価値の高い地域資
源の保全・活用・継承・情報発信」を掲げており、
歴史的建築物の保存活用は、神戸の魅力にさらに
磨きをかけていくうえで、重要な事項として位置
づけられていたことである。

新しい拠点は指定管理方式で運営されることが
決定され、指定管理応募者には事業企画のほか空
間の活用方法に関する提案が求められた。指定管
理の公募には８団体が応募し、審査の結果、受託
者は株式会社iop都市文化創造研究所、ピースリ
ーマネジメント有限会社、株式会社神戸商工貿易
センターの３社による共同事業体に決定した。株
式会社神戸商工貿易センターは神戸市の外郭団体
で、KIITOの施設管理部門を担当しており、残り

事例紹介：兵庫県神戸市

デザイン・クリエイティブセンター神戸　外観
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の２社がKIITOの企画事業部門担当をしている。
株式会社iop都市文化創造研究所（代表　永田宏
和氏：KIITO副センター長）はまちづくりコンサ
ルティングや店舗のプロデュースを行っている組
織で、KIITOにおいてはソーシャルデザイン事業
を担当している。KIITO企画部門のスタッフもiop
創造文化研究所から出向している。ピースリーマ
ネジメント有限会社（代表　芹沢高志氏：KIITO
センター長）は大分県別府市の「別府現代芸術フ
ェスティバル＊3」で総合ディレクションを行うな
ど、アートのまちづくりに実績のある会社である。
以上のように、３組織のそれぞれの得意分野を生
かした運営が特徴の一つである。

なお、指定管理受託者の共同事業体が提案した
空間活用の方針は「既存物の活用」で、天井も床
も最大限に残し、既存の設備や残されていた家具
をできるだけ活用した。

平成24年８月に「デザイン・クリエイティブセ
ンター神戸（愛称「KIITO（きいと）」：建物が生
糸検査所として使用されていた歴史にちなんでい
る）」は開館した。開館後にも、市民とともにカフ
ェの床の張り替えや、使途が決まっていない空間
の活用方法を検討するワークショップを行うな
ど、市民のアイデアを引き出しながら建物活用の
検討を行っている。

事業収入については、指定管理料として9,800万
円（主に施設管理料）に加えて、2,000万円（事業
費）が神戸市より毎年支払われているほか、クリ
エイティブラボや貸会議室等レンタルスペースの
収入が年間5,500万円ほどとなっている。

また、常勤スタッフは、合計12名で、その内訳
は、株式会社神戸商工貿易センターから３名が施
設管理部門に出向し、株式会社iop都市文化創造
研究所から企画部門に８名、カフェに１名が出向
している。また、株式会社神戸商工貿易センター
から委託を受けた会社から派遣された電気・設備
系スタッフと、レンタルスペース管理スタッフが
各１名以上常勤している。

KIITOの入館者は平成24年度（８月オープン以
降）が71,542人、平成25年度が103,628人、平成26
年度が113,626人で、KIITOが設定した目標を達成
している。

（１）KIITOが目指すもの

KIITOの活動方針として、「①＋（プラス）
CREATIVE＊4の実践の場をつくる ②＋CREATIVE
の担い手をつくる ③＋CREATIVEの交流の場を
つくる ④＋CREATIVEな情報の発信とネットワ
ークを広げる」の４つが掲げられている。特徴と
しては、社会課題をテーマとしたワークショップ
を開設して人材育成を図り、同時に人々の交流か
ら生まれるアイデアや工夫を取り入れ、さらに新
たな活動を紡ぎだして発信していく、開かれた拠
点を目指している。

神戸市企画調整局デザイン都市推進部企画推進
担当課長の横山和人氏は、「KIITOはクリエイテ
ィブな発想を生み出す人材の集積を図るための施
設である。地域にあるものを見て、考えて、解決
方法を見出す手法を市民の皆さんと一緒に考えて
いきたい」と思いを語った。

（２）建物内部

KIITOの施設は次のとおりである。１階には食
で神戸のまちを元気にすることを目的に設立され
たカフェがある。生糸検査所時代に活躍した検査
機器が残された空間であり、３、４階のクリエイ
ティブラボスペース（レンタルオフィス）の入居
者、クリエイターや利用者の人による創発が起き
て新しい何かを期待する場所でもある。

２階には、生糸検査所ギャラリーがあり、生糸
検査所として使用されていた頃の歴史を、実際に
使用されていた機器、写真、映像で紹介している。
同２階、ライブラリでは、全国のデザインやアー
トに関するフリーペーパー、チラシを置いており、
かつて生糸検査所で使われていた、生糸運搬用の
台車を使って工夫して配架されている。

３階と４階にはクリエイティブラボスペースと
いうオフィス入居スペースが34室ある（平成27年
10月現在で満室）。また、各階にはレンタルスペー
スが配置されており、ホールやギャラリー、会議
室など様々な用途に応じて利用できる。１階のホ

取り組み内容について3

事例紹介 （兵庫県神戸市）
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ールは950㎡の規模であり、さながら体育館のよう
である。

（３）市民と一緒に考える取り組み

KIITOでは民間では取り組みにくい社会的、教
育的、あるいは実験的な試みに力を入れた自主企
画イベントが多数開催されている。以下に、その
一部を紹介する。

①子どもたちが専門家とともに夢のまちを創るワ
ークショップ
これまで最も注目が集まった目玉イベントとし

て「ちびっこうべ」が挙げられる。これは、平成
24年にKIITOのオープニングイベントとして開催
されたクリエイティブワークショップである。２
年ごとに開催され、１回あたりの開催期間は３週
間だが、その期間の入場者は過去２回とも１万人
以上となった。市内を中心とした小中学生200名
以上が参加しており、抽選になるほど人気を集め
ている。

ワークショップは、神戸を中心とする建築家や
デザイナー等の専門家の方に直接仕事を学び、夢
のお店を創るというプログラムである。まず、子
どもはシェフ、建築家やデザイナーから職業を一
つ選び、専門家に教わりながら職業体験をする。
技術的な指導というよりも、職業が何を目的にし
ているか、例えば、デザイナーならば色や形をつ
くるというよりも、人に伝わるものをどうやって
作るかを考えて伝えていくのが仕事ということを、
実践を含めて教えていく。そして、各お店がホー
ルに集まり「まち」をつくる。職業体験した子ど
もは「店」で料理を提供し、当日参加の子どもは

「しやくしょ」「ぎんこう」「けいさつ」で働く。商
品の売れ行きが悪いと、大人がアドバイスしなく
ても、試食サービスや値下げを試みるなど、商品
がどうやったら売れるかを試行錯誤して実行して
いる。

神戸市の横山課長は「この『ちびっこうべ』を
通し、未来を担う神戸市民にクリエイティブな発
想を身に付けてもらいたい。これは10、20年後の
神戸に創造的な市民を増やしていくためのプロジ

ェクトだ」と思いを語った。

②社会課題を議論する「＋クリエイティブゼミ」
「＋クリエイティブゼミ（以下、『ゼミ』とい

う）」は、福祉や防災など社会課題を取り上げ、公
募で集まった各回30人以上のゼミ生がリサーチ、
議論を重ねていくものである。ゼミ生は大学生や
主婦、会社員、クリエイターなど様々な立場の人
が参加し、既成概念では生まれないような提案が

事例紹介：兵庫県神戸市

専門家に教わりながら職業体験を行う（写真：森本奈津美氏）

夢のまち「ちびっこうべ」（写真：森本奈津美氏）

＋クリエイティブゼミ
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生まれている。
ゼミのテーマは市が提供することが多い。具体

的には、平成27年度は市の環境局から寄せられた
温暖化対策プログラムを調査するゼミや、医療産
業集積クラスターを市民に知ってもらうためのプ
ロモーションの方法を検討するゼミが開講されて
いる。

そして、ゼミで議論された内容を「＋クリエイ
ティブコンサルティング」というプログラムで事
業化させている。ゼミで出されたアクションプラ
ンの実現を継続的にサポートするプログラムで、
これは地域に根付いて近隣の住民や事業者の協力
を得ながら育っている。具体的には、「チャイル
ド・ケモ・ハウス」の取り組みが挙げられる。平
成24年、KIITO開館後に開催された第１回目のゼ
ミで、市内に開設予定の寄附のみで設立する小児
がん専門治療施設「チャイルド・ケモ・ハウス＊

5」の運営に、どのような支援が可能か議論した。
この議論を踏まえ、チャリティーイベント「かえ
っこバザール」という子どものおもちゃの交換会
を通して同施設の活動を紹介したほか、クリエイ
ターがブースを出し販売やワークショップを行う
KIITOマルシェやチャリティーウォークを毎年開
催し、同施設の寄附金集めや市民への周知に取り
組んでいる。

（４）リノベーションされた建物の活用について

KIITOの建物について、KIITOマネージャーの
近藤健史氏は、「別の用途で使われていた建物だか

らこそ、その空間の新たな活用方法を利用者と一
緒にワークショップで検討することができる。利
用者と一緒に建物の在り方を考え、一緒に作業し
て改装することができているのでかえって良かっ
た」と語っている。前述した１階のカフェの床張
りなど空間づくりのワークショップには、パート
ナーである家具職人を中心に多くのボランティア
が参加した。

今後の課題をKIITOの近藤氏は次のように指摘
する。一つ目はイベント参加者の満足度の向上で
ある。イベントはKIITOのスタッフが企画してい
るが、毎回アンケートを取り、次回の企画の内容
を試行錯誤して検討している。今後は、スタッフ
の企画力向上のため、文化芸術プロジェクトの効
果測定と評価のワークショップを実施し、スタッ
フも受講する予定であり、アンケートで表現され
る満足度では計れないような評価軸を取り入れた
り、KIITOの目的を達するための事業として何を
企画・運営するかをきちんと捉えるための評価方
法を学ぼうとしている。

二つ目の課題は、利用者層を幅広い世代に広げ
ることである。利用者数は前述したとおりだが、
アンケートによると、開館３年目となる平成26年
度のリピート率は49.3%、初めての人は全体の
38.5%である（無回答12.2％）。特に、利用者は大
学生や若い社会人などの若年層が中心である。利
用者のリピート率は１年ごとに上がっている一
方、KIITOは市民に十分に認知されているとは言

課題と今後の展望4

事例紹介 （兵庫県神戸市）

チャリティーウォーク（写真：株式会社 イデアグラフフォト
ワークス）

カフェの床を張るワークショップ
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連絡先

施設の概要　デザイン・クリエイティブセンター神戸 �
▪	所 在 地：�兵庫県神戸市中央区小野浜町１-４
▪	開館時間：�9：00〜21：00
▪	休 館 日：�月曜日（祝日、振替休日の場合はその翌日）　年始年末 12/29〜１/３

◦神戸市企画調整局デザイン都市推進部　TEL：078-322-6573
	 URL：http://www.city.kobe.lg.jp/
◦デザイン・クリエイティブセンター神戸　TEL：078-325-2201
	 URL：http://kiito.jp/

地域の概要　兵庫県神戸市 �

えない。
KIITOの近藤氏は、「これまで参加されてない

人にも来場してもらえるきっかけをつくりファン
層を増やしていきたいと思っている。あらゆる世
代、立場に参加してもらい、皆さんが自分自身の
生活を豊かにしていけること、まち自体を自分た
ちが変えていく力があることを認識して、よりよ
い神戸をつくっていってもらいたい」と熱く語っ
た。

そして神戸市の横山課長は、「KIITOで開催す
る取り組みが定着しつつあるので、今後は施設あ
りきではなく施設外で開催するものをもっと大切
にしていきたい。ここに来なければ参加できない
ものではなく、地域に出かけて行って開催する取
り組みをもっと開催していただきたい」と展望を
語った。今後は、KIITOを拠点施設として活用し
ながら、そこから派生した活動を外に広げていき
たいという。

開館からまだ３年の施設であるが、つながりを
どんどん広げ、新しい企画を続々と生み出してい
る。今後も、創造的な市民を育てるための取り組
みが広がり、「デザイン都市・神戸」の更なる発展
が期待される。

事例紹介：兵庫県神戸市

＊1	 歴史的又は建築的に価値が高く、周辺地域の雰囲気を特徴づけているもので、市民に愛され親しまれている景観上重要な建築物等を
神戸市都市景観条例に基づいて指定し、その保全・活用を進めることで、歴史的建築物のもつ魅力を景観まちづくりに活かすことと
している。

＊2	 創造都市ネットワークとは、異なる文化の相互理解をめざすユネスコ（国際連合教育科学文化機関）が、文化的な産業の強化により
都市の活性化をめざす世界の“創造都市”の連携による相互交流を援助するため、2004年に創造都市ネットワークを創設したもの
である。

	 このネットワークには、 （１）文学　（２）映画　（３）音楽　（４）クラフト＆フォークアート　（５）デザイン　（６）メディアアート　
（7）食文化の７つのテーマが設定されている。

＊3	 別府現代芸術フェスティバル（混浴温泉世界）は大分県別府市で３年に１回開催されている市民主導型の芸術祭。平成21年に始まり
平成24年に第２回展が開催された。別府の持つさまざまな個性とアーティストの出会いから、サイトスペシフィックなアートプロジ
ェクトを誕生させている。

＊4	 +CREATIVEとは、「デザインの視点により、さまざまな人々の交流から生まれるアイデアや工夫を採り入れ、身の周りの社会的な問
題を解決していく方法」である。

＊5	 NPO法人チャイルド・ケモ・ハウスが運営する、小児がん治療中の子どもたちとその家族のQOL(Quality Of Life-生活の質）に配
慮した日本で初めての専門治療施設で、寄付のみで設立するプロジェクト。平成25年5月に神戸市のポートアイランドにオープンし
た。

▪	人　口：1,535,454人（平成27年９月１日）
▪	面　積：�557.02km2

KIITOマネージャーの近藤健史氏
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松江市は、島根県東部（出雲地方）に位置し、
北は日本海に接する島根半島と宍道湖と中海に挟
まれた地域に広がる都市である。松江藩の城下町
を中心に発展してきた山陰最大の人口を擁する中
心都市であり、中海・宍道湖経済圏の中核を担う。

宍道湖から中海に注ぐ大橋川によって市街地は
南北に二分され、北側が橋北（きょうほく）、南側

はじめに1 が橋南（きょうなん）と呼ばれている。
宍道湖で取れるシジミは松江の名産となってお

り、平成26年には漁獲高日本一の座を取り戻すこ
とに成功した。

松江市の位置する出雲地方は、古くから山陰地
方の中心地として栄え、歴史の跡を現代において
も色濃く残している。

松江城は全国に存在する十二天守の一つで、平
成27年７月に国宝に指定された。

関ヶ原の合戦のあと、堀尾吉晴がこの地に
松江城を築いた。その後、京極家、松平家と
城主を変えながら、松江の町の繁栄を見守っ
てきた。松江城山公園は「全国桜の名所100
選」にも指定され、その美しい姿から松江の
シンボルとして愛され、国内外から多くの観
光客を集めている。

また、松江市の西に位置する出雲市の出雲
大社では、平成25年５月に60年に一度の遷宮
が行われ、島根県に多くの参拝客を集めた。
出雲大社は「大国主大神（オオクニヌシノオ
オカミ）」を祭った神社であり、古代より杵築
大社として史書にも登場している。

現在、国宝指定された松江城と並んで、松江市の観光の目玉となっているのが、松江城下を流
れる堀川を周遊する遊覧船と、レトロでモダンな雰囲気を醸し出すカラコロ工房である。この二
つの場所は、今でこそ多くの市民や観光客で賑わうが、かつてはその価値を失いかけた時代もあ
った。

それを再生へ導き、現代においても賑わいを創出する観光資源へと転化させたのは、松江市民
と行政の「思い・誇り」に支えられた努力の賜物と言える。

●堀川遊覧船
実 施 団 体 …公益財団法人松江市観光振興公社

●カラコロ工房
実 施 団 体 …NPO法人松江ツーリズム研究会

参画機関

松江市の誇りが導いた再生
～堀川遊覧船とカラコロ工房～

島根県松江市

事例紹介

国宝指定された松江城天守
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国宝松江城を囲むようにして流れているのが堀
川である。堀川はおよそ400年前、松江城築城の際
に内堀、外堀として開削された人口の水路である。

江戸時代には城を守るという本来の役割に加
え、物資の輸送、水上交通、そして生活用水とし
て利用され、城下の生活と深く結びついていた。
とりわけ、物資の輸送に関して中海と宍道湖の豊
富な水量をたたえた堀川は、まさに経済の中心地
としての松江の発展に大きく寄与した。

それだけに、堀川の清浄な流れを保つ
ために、江戸時代には見回りを行い、塵
芥や流失物を取り除くための役人が置か
れたほどであった。明治から大正時代に
かけても、堀川の重要性は衰えることな
く、水上警察や当時の住民の努力によっ
て「魚の泳ぐ堀川」「子供たちが泳げる堀
川」を守ってきた。

しかしながら、世の近代化につれ、上
水道の普及によって、堀川の水は生活用
水として用いられなくなった。加えて、
運送の手段は陸送（自動車・鉄道）へと
移り変わり、舟運が衰退すると、道路拡
張や宅地造成のため堀川の一部は埋め立
てられ、川幅が狭くなることにより流れが悪くな
った。

また、大型船の航行を可能にするために、大橋
川の川底が掘り下げられると、日本海から中海と
大橋川に海水が多く流れ込むようになり、その海
水は堀川にも流入した。その結果、堀川の水を農
業用水として用いる地域においては、しばしば塩
害が発生するようになった。

塩害を防止しようと、海水の流入を抑制する水
門が設置されると、堀川の流れはなくなり、あた
かもため池のような状態となった。このことに加
えて、生活排水や工場排水が堀川に流れ込むこと
により、堀川の水質は急激に悪化していったので
ある。

昭和40年代、堀川からは硫化水素やメタンガス
が発生し、周辺に悪臭が広がり、魚の酸欠死が見
られるようになった。

松江城下に流れる堀川2
そのような状況の中、堀川に転機が訪れる。堀

川の一部である京橋川の埋め立てが議論されるこ
とにより、市民の間に堀川を守ろうという声が上
がり、これを契機に市民意識が高まりを見せるよ
うになった。これに呼応するように、行政も一体
となって堀川の水質浄化に着手しはじめた。

昭和47年、生活排水等の流入を防ぐため、公共
下水道の整備を開始した。時を同じくして堀川の

川底のヘドロの浚
しゅんせつ

渫が始まった。
また、時代が平成に移ると、塩害のあった農地

は買収され、公共施設の建設や宅地造成が進み、
流れを堰き止めていた水門は用をなさなくなった
ため撤去され、堀川の水が流れを取り戻した。

加えて、水門が設置されていた宍道湖の湖水を
浄化用水として導入、３か所のポンプ場から給
水、排水が行われるようになると、水質は改善に
向かっていった。

このような中、平成５年には松江市と地元新聞
社が中心となって、「松江堀川浄化キャンペーン」
が実施され、また翌年には斐伊川水系松江堀川水
環境改善緊急行動計画「清流ルネッサンス21」が
開始された。

これは行政のみならず一般市民が主体的に参加
し、水質浄化はもとより市街地再開発や景観形成
も視野に入れた、市民の意識改革を主眼に置いた

堀川の再生３

事例紹介：島根県松江市

再生された堀川
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運動となった。平成15年には下水道率100％を達
成した。行政、市民双方の努力により、水質も改
善し、堀川は生きた川に姿を変えたのである。

このような経緯で再生された堀川の観光の目玉
として導入されたのが堀川遊覧船である。平成８
年４月、当時の松江市長の主導で就航の発表がな
され、わずか一年半の準備期間を経て、平成９年
７月20日に就航の日を迎えた。

堀川遊覧船就航の目的は、下記のとおりである。
①�水文化の再生と活力ある地域づくりの拠点とし

ての市民の触れ合いの場の提供
②�松江市の観光資源としての活用
③�市民の堀川への環境認識の変化
④�市民の城下町としての松江の良さの再発見の場

と全国への情報発信
就航当初は15隻で運航していたが、雨などの天

候不良に左右され、就航日数及び乗客数は伸び悩
んだ。現状を打開するため、平成10年度には天候
に左右されにくい屋根付き船の導入が決定され
た。これにより雨の日も航行可能になったため、
安定した運航状況を実現し、それ以降は年間平均
358日運航し続けている。

安定した航行の実現によって、東日本大震災の
影響による旅行者の減少など、全国的な影響を一
時は受けたものの、その期間を除くと年間30万人
を超える観光客が利用しており、現在でも安定し

堀川遊覧船の就航4

た収益を上げている。その後遊覧船の数もニーズ
に合わせて増え続け、現在では45隻で運航してい
る。

また、前述した就航の目的のほかに、高齢者や
女性の活躍の場を創出している点も大きな目的と
なっている。現在96名在籍している船頭の平均年
齢はおよそ65歳。うち女性は13名である。船頭の
一人は、「定年を過ぎ、家に閉じこもっていてはだ
めだと感じたことがここに勤めるきっかけになっ
た。外に出て、人のためになることをしたほうが
いい」と話していた。

順調な運営を続ける堀川遊覧船であるが、今後
の課題の一つにインバウンド対策を挙げている。
日本の歴史や文化を色濃く残す松江市は、従来か
ら多くの外国人観光客を受け入れてきたが、松江
城の国宝指定によりその傾向はより顕著なものと
なった。

遊覧中の船頭による松江の歴史や文化の紹介や
船頭による民謡等の披露は堀川遊覧船の魅力の一
つとなっているが、外国人の対応には苦慮してい
るのが現状である。現在では団体予約で外国人の
利用があると、遊覧コースの案内ポイントで、各
国（英・中・韓）に対応した説明を流している。
しかし、船内に異なる国籍の外国人が乗り合わせ
た場合にはこの方法ではうまくいかない。そのた
め、現在GPS（全地球測位システム）の位置情報
と専用携帯端末を利用した、個人に対応できるシ
ステムの導入を検討している。

前述の船頭は、「やっぱり松江に来てもらったか
らには、喜んで帰ってもらいたい。そう考
えて、事務所の主催する外国語教室などに
も行ってみたが、外国語を覚えることは容
易ではなかった。でも歌なら覚えられるた
め、韓国人が乗ってくれた時には韓国語の
歌を歌っている。外国人のお客さんが喜ん
でくれるとこちらもうれしい気持ちになる
し、松江にいい印象を残してくれる」と話
している。

400年もの間、堀川は松江の中心部を流れ
ている。一時期、水質の悪化を招き、その
流れを止めた時代もあったが、住民や行政
の堀川に対する思い、誇りがその流れを蘇

活躍する女性船頭

事例紹介 （島根県松江市）
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らせた。国宝指定された松江城やその周辺の歴史
ある建物や文化とともに、今後も松江のシンボル
として守られていくべき存在である。

カラコロ工房は堀川の一部である、京橋川沿い
にある。旧日本銀行松江支店をリノベーションし
て作られたこの施設には、現在14のテナントが入
り、様々な体験ができる場として多くの観光客を
集めている。「カラコロ」とは、松江市にゆかりの
深い作家、小泉八雲が、明治の時代に木橋であっ
た松江大橋を渡る下駄の音に心惹かれたというこ
とに由来する。

この施設の再建にも松江市民の活躍がある。
初代日本銀行松江支店は大正7年に開設され

た。現在カラコロ工房の立つ殿町付近は、近世に
おいて、勢溜り（せいだまり）と呼ばれる広場で
あった。家老屋敷や藩の施設がこの広場の周りを
取り囲み、京橋川には物資運搬船も行き来してい
た。川の向かい側は商人地となっており、明治か
ら大正期にかけてこの地はまさに山陰の経済の中
心地であった。

初代の日銀建物は、バロック様式を模した木造
の洋風建築であったが、地盤沈下により不安定に
なったために建て替える必要が生じた。

このことにより、昭和13年に完成し、開業した
二代目日銀建物が現在のカラコロ工房となってい

旧日本銀行松江支店について5

る。この設計を担当したのが数多くの銀
行建築を手がけた建築家、長野宇平次で
ある。しかしながら建築途中であった昭
和12年に長野は死去しており、いわば彼
の遺作として位置づけられるようになっ
たのである。

二代目日銀建物は鉄筋コンクリート造
りで地上３階、地下１階建てとなってお
り、階段のほかに当時の島根県では初め
てとなるエレベーターが設置された。

地下には大金庫室が備え付けられてい
る。重厚な扉の奥は３つの部屋に分かれ
ており、厚さ３cmの鉄板で二重に覆われ
る非常に頑丈な作りであるが、洪水によ

り水が浸入してしまい、銀行としては放棄せざる
を得なくなってしまった。そのため、昭和56年に
なると、日本銀行は別の地に移転されることとな
った。建物の所有は島根県に移り、その後は県庁
の分庁舎として活用された。

昭和60年代に入ると、堀を埋め立て、道路や公
園として、さらに周辺の建物も再開発するという
話も出始めた。島根県は県庁周辺整備基本構想を
発表し、二代目日本銀行建物を取り壊し、新たな
分庁舎を建てる計画が浮上した。この計画の発表
は昭和63年２月であったが、市民の動きは早かっ

市民によって守られ、建物はカラコロ工房へ６

事例紹介：島根県松江市

初代日本銀行松江支店

二代目日本銀行松江支店
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た。同年12月には市民有志による「旧日本銀行松
江支店ビルを語る会」が結成され、その会を中心
に建物の保存運動を始めたのである。

建物の存続や今後の利活用を検討するための討
論会を開き、見学会や付近一帯を含めた歴史をつ
づったパネル展などに多くの市民が参加した。こ
のような活動の中、建物は松江のまちの象徴とし
て市民の心に根付いていったのである。同時に、
新たな活用案も市民に募集され、それらをアイデ
ィア集として島根県に提出し、さらには新聞など
のメディアを通じて広くアピールしながら、保存
運動はその勢いを増していった。そのような市民
運動が功を奏し、県は基本構想を一旦中止し、平
成６年には同建物を松江市に譲渡することになっ
た。

当時の松江市長は、歴史ある建築物はまちの資
源になると理解し、市民の再利用のアイディアを
採用して平成11年に改修工事を始め、翌年には「カ
ラコロ工房」として生まれ変わり新たなスタート
を切ったのである。

改修に当たっては、当時の形を出来るだけその
まま残すように工事がなされた。外壁や内壁もそ
のままに補修し、当時のシャンデリアや、銀行時
代に客と行員の間にあった鉄柵も補修のうえ設置

改修と現状、今後の展望7

箇所を変え、使用されている。
カラコロ工房は観光客を呼び込むという施設の

ほかに、市民利用を考えた改修がなされた。観光
客向けには松江の特産品を扱う店舗やレストラ
ン、茶席が設けられ、さらにはアンテナショップ
や小物ショップが配された。単に観光客が買いま
わるだけでなく、お菓子やシルバーアクセサリー、
刺繍など「体験型」のメニューが用意されている
ことが特徴である。また、市民のためのアートギ
ャラリーや集会、イベントのできるスペースも設
けられた。

中庭のように配置されているガーデンテラスで
は、物産展や似顔絵書き、地元酒蔵とジャズバン
ドのコラボによるナイトイベントなど、昼夜を問

わず多種多様な催しが行われて
いる。その多くはカラコロ工房
が企画のうえ、市民団体や商工
会議所、地元の商店などと連携
を取ることにより、多くの参加
者を得ている。

芸術や音楽に関するイベント
については、市民の発表の場を
応援したいとの思いから、会場
使用料も安く設定されており、
市民に芸術や文化に触れる機会
を提供している。

この転身は大いに評価され、
平成13年には第8回しまね景観
賞大賞を、平成14年には第12回

事例紹介 （島根県松江市）

レトロでモダンな雰囲気はそのままに

イベントには多数の参加者が訪れる
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BELCA賞（優良建築物評価制度）ベストリフォ
ーム賞を受賞している。

カラコロ工房の運営は、当初は第３セクター方
式が採用されたが、平成18年からは松江城や小泉
八雲記念館などの運営を手掛ける、NPO法人松江
ツーリズム研究会に管理運営を委託した。平成21
年からは指定管理者制度を導入し、同法人が引き
続き運営している。

開館以来、来館者数は順調に伸び、近年では年
間40万人以上が訪れる。それに伴い、直営の体験
工房やテナントも収益を上げることに成功してい
る。

カラコロ工房の今後の展望について、カラコロ
工房館長の藤原勝利氏は「近年までこの殿町地区
は、松江市のメインストリートであった。しかし
ながら大型商業施設が松江駅周辺に移転するな
ど、活気を失いつつあるように感じる。そこで、
松江城や堀川遊覧、商店街等の連携をより強固な

ものとし、お互いに宣伝しながら観光のモデルケ
ース化を図っていきたい。加えて、行政と一体と
なって方策を検討し、殿町地区の再発展・活性化
の中心となるべく、今後も努力していきたい」と
話す。

前述の二つの事例において共通する点は、歴史
ある城下町の松江市において、一度はその価値が
見失われつつあった「堀川」や「日銀建物」を、
市民の思いと行政の努力によって現代においても
価値ある観光資源に転身させた点である。加え
て、観光客を呼び込むだけではなく、地元住民の
雇用や芸術文化活動等により地域の活性化にも寄
与している点も見逃してはならない。地域の宝と
もいうべき歴史ある景観を磨きあげながら、今後
ますます発展していくことを期待したい。

おわりに8

事例紹介：島根県松江市

▪	人　口：204,960人（平成27年9月30日現在）
▪	面　積：�572.99km2

連絡先

地域の概要　島根県松江市 �

◦堀川遊覧船　	
	 公益財団法人松江市観光振興公社
	 　TEL：0852-27-0417
	 　URL：http://www.matsue-horikawameguri.jp/index.html
◦カラコロ工房　	
	 NPO法人松江ツーリズム研究会	
	 　TEL：0852-20-7515
	 　URL：http://www.matsue-tourism.or.jp/

堀川遊覧船から見たカラコロ工房
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今治市は、平成17年１月に瀬戸内海の島しょ部
を含む越智郡11町村と合併し、松山市に次ぐ愛媛
県下２番目の人口規模となった。

この地域は、中世の瀬戸内海で活躍した村上水
軍をはじめ、古くから海上交通の要衝として発達
した歴史があり、現在は、造船業・海運業等の海
事産業が集積し「日本最大の海事都市」ともよば
れている。

平成11年には、今治市と広島県尾道市を結ぶ瀬
戸内しまなみ海道（西瀬戸自動車道）が開通し、
中四国の交流・流通の拠点となった。最近は、サ
イクリング観光が人気を集めており、しまなみ海
道を利用して瀬戸内の島しょ部をめぐるコースは

「日本一のサイクリング道」といわれるほどサイク
リングの聖地として全国のサイクリストから人気
を集めている。

また、国内で生産されるタオルの50%以上を生
産し、地域ブランドとして有名な「今治タオル」
は独自の厳しい認定基準を設け、世界最高といわ
れる品質を誇っている。

JR予讃線の菊間駅がある今治市の旧菊間町は、
今治市中心部から西に20kmほどの場所に位置

はじめに1 し、瀬戸内海西部の斎灘（いつきなだ）と呼ばれ
る海域に面している。昭和50年代は１万人程度あ
った人口は、現在6,300人程度にまで減少している。

主な産業は、石油業、窯業、柑橘類を中心とし
た農業で、中でも愛媛県伝統的特産品に指定され
ている「菊間瓦」は、750年の歴史を有する高い技
術を誇っている。「いぶし瓦」と呼ばれるいぶし銀
に輝く美しい光沢が特徴で、皇居、松山城、道後
温泉本館をはじめ、日本建築を代表する県内外の
有名な寺社仏閣や民家に多く利用されてきた。菊
間駅前には、菊間瓦の伝統技法や作品の展示・体

JR四国管内では、全257駅中206駅が無人駅化されている。今治市旧菊間町にある予讃線の
菊間駅は、平成22年10月に完全無人化されたことをきっかけに、住民が中心となって「ふれあ
いステーションきくま」を開設、JRから駅舎を無償で借り受け、駅舎の清掃や建物の管理を請
け負っている。駅舎では、地域団体のメンバーが、週1回の高齢者サロンの開設、FMラジオの
サテライトスタジオ、駅前広場でのフリーマーケット、サイクリングツアーなど様々な催しやイ
ベントを企画している。人と人が出会う場所である駅を拠点に、コミュニティの再生とまちの賑
わい創出を目指す地域の取り組みを紹介する。

実 施 団 体 …�ふれあいステーションきくま

参画機関

みんなの駅を人と人がつながる場所に
～無人駅を活用した地域の賑わいづくり～

愛媛県今治市

事例紹介

750年の歴史を誇る菊間瓦（鬼瓦）
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験施設である「かわら館」があり菊間瓦の歴史と
技術を学ぶことができる。

JR予讃線（よさんせん）は、香川県（讃岐）と
愛媛県（伊予）にまたがる全長300kmにわたるJR
四国管内では最長の鉄道路線である。高松・新居
浜・松山・宇和島など四国北西部の主要都市を結
び、瀬戸内海の美しい海岸線を眺めながら乗車で
きることから鉄道ファンの人気も高い。

しかし、近年は人口減少・少子化による利用客
の減少、高速道路網の整備によるマイカー利用の
増加により経営環境が厳しさを増したことから、
平成22年９～10月にかけて、JR四国の全257駅
中、菊間駅を含む新たに29駅を無人化することが
決定された。これまでに無人化された駅と合わせ
ると206駅が無人駅となり、これは、JR四国全体
の総駅数の80%にあたる。

今回取材した菊間駅は、松山駅よりも開業は古
く大正14年（1925年）の開業から90年目を迎えた。
これまで長い期間、菊間の住民の生活を支え、町
の玄関口としての役割を担ってきた。

駅の無人化は、窓口で定期券や新幹線切符の購
入ができなくなるなどサービス低下だけではなく、
駅舎の清掃など管理面や防犯上の問題が生じるこ
とが懸念された。そして「無人化」の事実がもた
らす住民への心理面での影響、まちの活気が失わ

菊間駅無人化の背景2

「ふれあいステーションきくま」の開設に向けて3

れるなどの心配の声が住民の中からあがった。
無人化の知らせを住民に伝えたのは、長年菊間

駅の駅業務に携わり、誰よりもこの駅に愛着を持
っていた２人の駅員だったそうだ。この知らせを
受けて、菊間駅と町の活性化を願う住民有志が「ふ
れあいステーションきくま開設を考える会」を結
成し、自分たちの手で駅舎の利活用する方法をJR
四国に提案することになった。「駅を守りたい」

「このまちを良くしたい」との思いでJR側と話し
合いを重ね、平成22年12月には、愛媛県では初め
てとなる無人駅の使用貸借契約（無償）の締結に
つながった。
「ふれあいステーションきくま」（以下「ステー

ション」という）は、菊間地区婦人会など約10の
地域団体と約20名の個人会員が運営に協力してい
る。「駅をきれいに守っていく」ことを基本理念
に、駅舎内スペースの利活用、ホーム、トイレの
清掃・景観維持の日常的な管理を担うことになっ
た。ステーションの開設にあたっては、かつて売
店として使われていたスペースを誰もが訪れやす
い空間にするため、町内の大工の協力を得て、愛
媛県産材を使ってリフォームを行うとともに、市
からの助成も得て備品等の整備を行い平成23年２
月にステーションが正式にオープンした。

①地域交流ふれあいサロンの開設
ステーションの活動の柱は、駅舎を住民の交流

ふれあいステーションきくまの活動4

事例紹介：愛媛県今治市

JR予讃線菊間駅

「ふれあいステーションきくま」の活動拠点としても活用されてい
る菊間駅
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拠点として多くの方々に利用してもらうことだ。
毎週水曜日には、住民憩いのカフェ「ふれあいサ
ロン」を開設している。サロンは、誰でも気軽に
訪れ参加することができ、自由に参加できる地域
の憩いの場である。

スタッフは、地域の手話サークルなどステーシ
ョン構成団体のメンバーが交替で務めている。JR
との契約で営利事業は行えないことになっている
が、簡単な朝食セットやコーヒーを低価格で提供
している。

サロンが開かれる日は、朝食や休憩を兼ねて、
朝から次々にお客さんが来てスタッフとの会話を
楽しんでいる。常連客は近所の高齢者がほとんど
で一人暮らしの方も多く、週１回の開催を楽しみ
にしている。取材に伺った日も、80代の同級生の

女性たちが思い出話に花を咲かせていた。スタッ
フの方々も自分の当番でない日にはお客さんとし
てよく訪れるという。

ステーションのボランティアスタッフで、サロ
ンの運営を担当する岩永裕子氏（手話サークルひ
だまり会長）は、「利用者の皆さんにはいつも喜ん
でいただいて、私たちスタッフも皆さんとお会い
するのを楽しみにしています。スタッフの人数を
もっと確保できれば、土日などもサロンを開きた
いと考えています」と語っていた。

②まちの賑わいを創出する「駅市フリーマーケット」
平成24年11月からは、３か月に１回程度、ステ

ーションの中心スタッフでもある松田千春さんが
中心となり「駅市フリーマーケット」を開催して

事例紹介 （愛媛県今治市）

駅舎内で毎週開催される「ふれあいサロン」の様子

駅前で開催される駅市フリーマーケット 子供たちに大好評の木工教室
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いる。このイベントは、駅前広場、市役所菊間支
所前、かわら館など町内の複数エリアで開催し、
町全体の賑わい創出をねらいとしている。町内外
の店舗や個人から出店を募り、骨董品、手芸品、
食品など毎回50区画程度が出店する。平成27年11
月22日に開催された駅市では、菊間中学校生徒の
ダンスや演奏の披露、木工教室・ブレスレット作り
など子供向けのワークショップなど毎回趣向を凝
らした企画も盛り込まれ、普段は静かな町に多く
の市民が繰り出して楽しんでいる。駅市での収益
は、ふれあいサロンの運営費にも充てられている。

他にも、駅から徒歩５分ほどの場所にある弘法
大師ゆかりの古刹・遍照院（へんじょういん）の
節分行事「厄除け祭」の際には、厄年の大人たち
が鬼瓦みこしを担ぎ、駅前広場では鬼に扮して子
供たちと豆まき行事が行われ、こちらも大いに賑
わいを見せている。

③「今治の皆さん、こんにちは！」コミュニティ
FMで菊間の魅力情報を発信
平成24年３月には、駅舎内のふれあいサロン隣

のスペースに、今治市のコミュニティFMラヂオ
バリバリ（78.9MHz）のサテライトスタジオ「菊
間ふれあいスタジオ」が開設された。

毎週月曜日の11時15分から15分間「菊間、駅か
らトーク」というレギュラー番組を生放送し、菊
間の魅力情報、イベント情報、旬な話題を提供し、

災害時には緊急情報を発信する役割も担ってい
る。パーソナリティは、菊間を愛する「キクマオ
ールスターズ」の皆さんで、駅市を主宰する松田
千春さんがメインパーソナリティを務め、かわら
館の館長でもありステーションの２代目ボランテ
ィア駅長の吉井敏さんらも出演している。本人た
ち曰く、ラジオ出演は「全くの素人」だが、柔ら
かな雰囲気の伊予弁で、ときにはゲストを交え、
毎回手作りで地域のネタを収集し今治市民に発信
している。

ラジオ放送は今治市内のほとんどの地域で聴く
ことができ、放送のバックナンバーもふれあいス
テーションの公式ブログから聴くことができる。
サロン利用者や市民からの評判も上々とのことだ。

④サイクリングで菊間の魅力を発見するモニター
ツアーを開催
愛媛県では、県をあげてサイクリングを活用し

た観光振興に力を入れている。11月15日を「愛媛
サイクリングの日」と定め、サイクルトレインの
無料運行、県内各地でサイクリングイベントの開
催、モデルコースを掲載したサイクリングマップ
の作成など様々な取り組みを進めている。

今治市中心部と広島県尾道市を結ぶ全長約
70kmの「しまなみ海道」は、一部自転車専用道
も整備され、15カ所のレンタサイクルターミナル
では乗り捨ても可能となっている。瀬戸内海に浮

事例紹介：愛媛県今治市

メインパーソナリティを務める松田さん（右）とボランティア駅長の吉井さん
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かぶ島々の美しい景色を眺めながら海上のサイク
リングを楽しむことができることから、全国のサ
イクリストから人気を集めており「日本一のサイ
クリング道」との評価も得ている。

菊間は、今治市中心部と松山市との中継点に位
置し、しまなみ海道のサイクリングターミナル「サ
ンライズ糸山」（今治市）まで約20kmの位置にあ
る。近年サイクリストが通過することも増えてい
るそうだが、菊間瓦や歴史ある寺社仏閣などの菊
間の地域資源はサイクリストや観光客にはあまり
認識されていなかった。

そこで、サイクリングを通じて菊間の良さを発
見してもらうため、27年度に今治市の「市民がと
もにおこすまちづくり事業」の助成を受けて、サ
イクリングマップの製作とサイクリングモニター
ツアーを新たに企画した。FMラジオでも広報を
行ったところ、市内外から18名の参加者が集ま
り、11月15日に「みるきくまわるサイクリングモ
ニターツアー」が開催された。海沿いの石油精製

所の見学、かわら館でオリジナル鬼瓦の製作体
験、菊間の味であるじゃこ天や人気和菓子を味わ
ってもらうなど、これまであまり知られていなか
った体験型のメニューを用意し、菊間の魅力を体
感してもらった。サイクリングマップの製作にあ
たっては、松山大学地域活性化サークルの学生も
参加した。

この企画を進めた吉井氏は「愛媛県に多く訪れ
るサイクリストに菊間に立ち寄ってもらい、日常
的に町の人々と交流するようなまちづくりを目指
したい」と夢を語っている。

前述のように、JR四国管内は約80%が無人駅と
なっている。駅は、それぞれの地域のシンボルで

沿線の活性化に向けて5

事例紹介 （愛媛県今治市）

石油精製所を見学するツアー参加者

サイクリングモニターツアーチラシ

サイクリングモニターツアーチラシ
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あり、心の拠り所ともなっている。
予讃線の無人駅の中では、伊予市双海町の下灘

駅の地域活性化の取り組みが有名である。下灘駅
は、かつて「日本一海に近い駅」として人気映画
のロケ地に採用されたほか、15年ほど前にJRの青
春18きっぷのポスターに採用されるなどして知名
度が向上した。駅のホームから眺める夕日の美し
さを観光資源として地元のまちづくりに活用しよ
うとPRを本格化し「夕焼けプラットフォームコ
ンサート」などのイベントが開催されている。現
在は観光列車「伊予灘ものがたり」の停車駅とも
なっており、天気の良い日には、夕日を眺めに多
くの観光客が立ち寄る観光スポットになっている。

ステーションのメンバーは、下灘駅の活性化に
取り組むメンバーとも交流があるといい、「予讃線
の沿線駅で連携してイベントを開催するなどして
盛り上げていきたい」と考えている。

以上のように、無人化により一度は活気が失わ
れかけた菊間駅は、住民たちの力で「人と人が交
流する拠点」として再生が図られている。

こうしたステーションの取り組みについて、今
治市菊間支所の羽藤隆信支所長兼地域教育課長は

「超高齢化社会を迎えた地域にとって、駅を利用し
てのサロン活動は、住民共助の観点からも大いに
いいことでもあるし、高齢者の生きがいにもなっ
ている。また、駅市を支える若いスタッフには、
菊間の活性化のための核となってほしい。今後

成果と課題、今後の展望6

は、駅が菊間の伝統文化、愛媛県指定無形民俗文
化財『お供馬』のPR発信拠点にもできたらいい」
と期待を寄せている。また、菊間駅を管轄するJR
四国は「駅が無人化になることで地域とのつなが
りが失われることになる。地域の人達が、自ら駅
周辺の賑わいを創出いただいていることで治安維
持にもつながっており、駅の灯を消さないという
観点からもありがたい」と歓迎している。

ステーションのボランティア駅長の吉井敏氏
は、今後のステーションについて「ゆるく長く、
スタッフの皆さんが負担にならず、活動が長く続
けられればいいと思う。一方でこれからも実現し
たい企画は色々あるので、突き進んで引っ張って
いくような若い人材もほしい」と話している。ま
た、駅市フリーマーケットをまとめる松田千春氏
は「ステーションは地域の皆さんが気軽に立ち寄
ってもらえる場所。色々な人が出会う交流の場所
にしていきたい。ラジオやイベントなどを通じて
色々な情報を発信し続けていきたい」と今後の方
向性を語ってくれた。

駅という地域のシンボル的な場を活用した取り
組みは、住民同士の支え合い、町のにぎわい創出、
情報発信拠点、新たな観光プログラムの開発な
ど、多くの地域が直面する課題解決のヒントを与
えてくれている。菊間駅では、こうした取り組み
に住民が楽しみながら主体的に関わっている点は
理想的ともいえる。

今後は、若者や外部人材など新しい担い手も確
保しながら、継続した地域づくりの取り組みとし
て展開されることが期待される。

事例紹介：愛媛県今治市

▪	人　口：164,868人（平成27年９月30日現在）
▪	面　積：�419.13km2

連絡先

地域の概要　愛媛県今治市 �

◦ふれあいステーションきくま
	 URL：http://ameblo.jp/furesute/
◦facebook「みるきくまわる48」
	 URL：https://www.facebook.com/みるきくまわる48-102302760128651
◦今治市役所菊間支所　TEL：0898-54-3450
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四万十市は、旧中村市と旧西土佐村が平成17年
４月10日に合併して誕生した約35,000人の人口を
有する高知県西部の中心都市である。豊富な森林
資源を有し、市の中心部付近は日本最後の清流と
も呼ばれる四万十川が流れ、その清流を求めて県
内外より多くの観光客が訪れる。特産品は、四万
十ヒノキや四万十栗などの農産物のほか、ウナギ、
青さのりなどが有名である。

楽舎のある四万十市の旧西土佐村は、昭和30年
頃には、炭焼きの産業が盛んで、人口も約8,000人
とピークを迎えていたが、炭の需要がなくなるに
つれて、20歳未満を中心に人口が減少し、平成27
年10月１日現在の人口は3,002人となっている。

（１）リノベーション前の建物の状況

楽舎の建物の前身は西土佐村立中
なかば

半小学校であ
った。校舎はもともと現在とは別の場所にあった
が、老朽化のため、昭和56年に現在の場所に新築
された。当時の児童数は20数名程度で、その６年
後の昭和62年には、児童数の減少が著しくなり休

はじめに1

取り組みのきっかけ2

校を余儀なくされた。その後の校舎の利活用につ

四万十楽舎（以下「楽舎」という）は、廃校となった小学校をリノベーションして平成11年
に開設された、宿泊施設を備えた都市農村交流施設である。行政に頼らない自立した組織運営が
大きな特徴である。楽舎では、一番人気のカヌー体験をはじめ、釣り体験やシュノーケリングな
ど、四万十川周辺の自然や文化を味わえる多彩なプログラムが用意されている。県外からのリピ
ーターも多く訪れ、年間約2,000人が宿泊する、地域のにぎわいの拠点となっている。

行　　政 …四万十市
実 施 団 体 …�一般社団法人 西土佐環境・文化センター 四万十楽舎

参画機関

四万十川の自然・文化を体験できる都市農村交流施設
～にぎやかによみがえった地域の学校～

高知県四万十市

事例紹介

四万十楽舎　全景

付近の状況
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いては、行政だけでなく地元の人々の間でも、教
育、福祉や農林業生産施設などを検討していた
が、新築間もない建物だったので、学校の目的外
使用など制度的な面や財政上の課題があり結論が
出なかった。

（２）元高校教諭　山下正寿氏による校舎活用の提案

こうした状況の中で、元高校教諭だった山下正
寿氏（当時旧西土佐村在住）が、地域に根ざした
宿泊ができる自然体験学習、文化創造活動の拠点
づくりを目的とした「四万十楽舎」構想を考えた。
山下氏は、高校教諭時代から様々な社会文化活動
に携わっており、「たった６年間しか使われずに休
校となった新品同様の校舎をなんとか活用した
い、学校を中心として地域を盛り上げたい」とい
う思いを持っていた。数年その思いを温めていた
が、平成８年に、委員となっていた県の「土佐の
教育改革を考える会＊1」の席で休校舎の活用を提
案した。

山下氏は隣の宿毛市の出身で、かつて高校教師
として初めて赴任したのが旧中半小学校近くの高
校で教え子も近くにおり、その地にゆかりがあっ
た。校舎が再生され、子どもや青年たちが交流す
る場所になれば、その地域の教育・文化・福祉の
施設としてよみがえると山下氏は考えた。これま
で、西土佐村には環境学習・総合学習を楽しみな
がら行える拠点は多くあったが、体験型の宿泊施
設は不十分だという問題意識があった。

（３）村における校舎活用の検討

平成９年、山下氏の提案を受けた村長は趣旨に
ついては賛同したが、まずは設置地域の意向や財
政等具体的な面で検討が必要とし、村は住民との
懇談会や議会における検討を重ねた。当初、議会
でも賛否両論あったが、村は、議員の学習会を開
いて趣旨を理解してもらうように努めた。

そして様々な議論の末、自然体験宿泊施設を運
営するための社団法人を設立して運営委託を行う
ことと、施設の運営については独立採算とし、収
益の伴わない地元の小学生向けの教育事業につい

ては村が事業費を負担し委託することが決定され
た。初期費用として施設整備を中心に合計約8,000
万円の予算が投入された。財源の内訳は、県の補
助金（市町村活性化総合事業）3,000万円、村の起
債2,670万円及び村の一般財源から、備品費、準備
経費を中心に約2,600万円となっている。改修の内
容は、体育館や合併浄化槽の新設のほか、浴室の
設置や汲み取り式のトイレを水洗方式に改修する
など宿泊者の快適性を向上させる環境整備に主に
充てられた。

なお、楽舎は旅館業法上の「旅館」と位置付け
たため、改修にあたって、消防法に基づく防災設
備などが整備された。また、前述した学校の目的
外使用の課題については、自然体験宿泊施設は環
境文化を学ぶ生涯学習施設であり、広い意味で教
育にあたることから、目的に適う施設として位置
付けた。さらに、休校だった小学校は、改修にあ
たって廃校とされた。

山下氏には「地域の人の学校に対する思いは強
い。校舎を活用する際にはそのことを第一に考え
るべき」との思いがあったことから、壁に飾られ
ている写真など、その地で育った地域の人の思い
出につながるものは残し、改築に必要な材料はそ
の地域の材を用いることとして、地元の大工の協
力を得て、二段ベッドや食堂のテーブルなどを備
えた。

平成10年には四万十楽舎設立準備室が村役場内
に開設され、山下氏の構想に賛同した大学院生等

事例紹介：高知県四万十市

当時の作品が展示されている廊下
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の５名が村の臨時職員となり、運営主体となる社
団法人の設立や、開業イベントの準備などが行わ
れた。そして、平成11年４月、準備室の職員がそ
のままスタッフとなり、「社団法人　西土佐環境・
文化センター　四万十楽舎（平成25年に一般社団
法人へ移行）」が設立され、楽舎が開館した。山下
氏は専務理事となり、設立後も運営を支えた。

楽舎は設立時より村から運営を委託されていた
が、平成15年に地方自治法の一部改正により指定
管理制度が規定されたことに伴い、平成18年から
指定管理方式に切り替えられた。

（４）特徴的な自立した運営

楽舎の主な事業は、一般利用者向けに行う宿
泊・体験事業と、市より委託されている市内の小
学生向けに行う教育事業「四万十小楽校」であ
る。行政からの金銭的な負担は、設立当初の改修
に係る初期費用のみで、指定管理料は支払われて
いない。宿泊・体験事業の運営は独立採算となっ
ている。主な収入は利用者の宿泊費や体験料であ
る。設立当初こそ利用者が少なく運営が厳しかっ
たが、開館から５年で運営が安定し、平成25年度
の売上は約3,000万円となった。この収入で、スタ
ッフ人件費を含め、宿泊・体験事業に係る経費を
全て賄っている。収入は利用者数に大きく左右さ
れており、特に平成26年は繁忙期であるはずの夏
季に雨が続き、例年より300人ほど利用者が少な
く、財政的に運営が厳しかったという。　

現在の常勤スタッフは４名で、体験担当、食事
担当、経理担当、情報宣伝担当に役割分担されて
いる。常勤スタッフのうちの体験担当及び情報宣
伝担当の２名がガイドを行い、ガイドが不足する
と、近所のガイドができる住民を臨時アルバイト
として雇用している。繁忙期には、インターンシ
ップの学生や、地元や県外からのボランティアが
手伝いに来るのでスタッフは最大で25名にもなる。

また、楽舎の利用者の約９割が県外からであ
り、関西や関東などの大都市から多く訪れてい
る。近年の年間宿泊者数は2,000人前後（体験のみ
の利用者を除く）だが、その１割ほどがリピータ
ーである。夏休みの時期は客室稼働率も100％とも

なる。利用者は家族連れが多いが、関東の高校生
の林間学校や旅行会社が募集したツアーの受け入
れも行うなど、幅広く利用されている。

（１）施設概要

施設の１階には食堂、浴室がある。食堂は、学
校の給食室を拡張してできており、木製のテーブ
ルを配置し、50人が食事を取ることができる。食
事は、季節の野菜、山菜、アメゴ（アマゴ）など
なるべく地域の素材を使って調理しており、利用
者に好評である。

２階は、主に宿泊スペースとなっている。教室
は複式学級だったので３教室のみだが、それぞれ
半分に仕切り、二段ベッドを各部屋に３つずつ配
置し、放送室と校長室、保健室も含め宿泊室とし
ている。宿泊室は９部屋あり、最大で45名が宿泊
できる。

３階は、主に体験スペースとなっている。音楽
室には楽器を配置し、音楽準備室は音響・映像室
として防音設備を施してあり、バンド演奏やビデ
オ編集・オリジナルCDづくりができるようにな
っている。図書室は、当時の図書が一部残ってい
たが、新たに追加し、約2,000冊もの蔵書がある。
木工室は近所の木工職人に作業場として貸してお
り、木工体験ができる場でもある。理科室は、四
万十川流域の写真等を展示しギャラリー兼談話室

取り組み内容3

事例紹介 （高知県四万十市）

教室を宿泊室に活用
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になっている。グラウンドは利用者用の駐車場と
して使用している。

（２）多彩なプログラムの自然体験学習

楽舎では四万十川流域の自然を活かした多彩な
体験プログラムが展開されている。メニューは主
に常勤スタッフの提案により開発されているが、
臨時スタッフのアイデアによるものもある。メニ
ューには特に決められたコンセプトはないが、利
用者が楽しめる自然を活用した体験を日々検討
し、メニュー利用状況に応じて随時更新している。

体験メニューは、一番人気がある四万十川での
カヌー体験をはじめ、イカダ、シュノーケリング、
魚釣り、沢歩き（シャワートレッキング）、サイク
リング、蛇紋石＊2（じゃもんせき）探し等がある。
漁師体験のメニューのみ、漁協の組合員となって
いる地元の川漁師２名がガイドにあたっている。

取材時点で一番新しいメニューが、平成27年７
月に開始した「天然ウナギはえなわ漁」である。
はえなわ漁自体は昔から四万十川で行われていた
漁法だが、ガイドを行っている川漁師がはえなわ
漁のメニュー化を提案し、プログラムに組み入れ
た。捕まえた四万十川産の天然ウナギを楽舎です
ぐに食べられるのが魅力である。ほとんど宣伝期
間はなかったが、シーズン中に何組かが体験し好
評だったそうだ。

他にも、設立当初には、四万十川流域で生い茂
っていた桑を利用し、民家に眠っていた和紙の蒸
し釜を復活させて、昔ながらの和紙作り教室が企

画されたこともあった。この鉄釜で湯を沸かし、
刈り取った桑の枝を入れ、蒸し桶をかぶせる。こ
れで蒸しあがった樹皮を繊維にして紙漉きをする
と和紙ができる。

（３）独創的な自然体験イベント

日々の体験事業の運営以外にも「四万十ウォッ
チング」という３泊４日でカヌーやキャンプなど
の自然体験を通して子どもへの情操教育や環境教
育を図るプログラムも年に２回ほど開催されてい
る。年々申込みも増えており最近はキャンセル待
ちが出るほどの人気である。

また、独創的なプログラムとして、人力だけで
全長196kmの四万十川を踏破する「ドラゴンラン」
という大人向けのエコツアーがある。源流から徒
歩、自転車、カヌーを組み合わせ、河口となる太
平洋を目指す。期間は本流なら５泊６日、支流は
４泊５日かかるが、四万十川流域の特色ある文化
や自然を楽しめる人気のツアーである。子供向け
にも「四万十ドラゴン・キッズラン」という自然
体験をしながらボートで川下りも行えるプログラ
ムも開催している。

以上のように、四万十川とその周辺の自然を最
大限に活用したメニューをそろえており、体験を
通して自然や文化を学ぶことができる。

また、雨や冬季で屋外での体験が難しい時も校
舎内で様々な体験ができる。給食室を活用した食
堂では料理教室が開かれ、音楽室は音楽演奏、木

事例紹介：高知県四万十市

人気のある四万十川でのカヌー体験

ドラゴンラン



94 平成27年度 地域活性化ガイドブック

平成27年度　地域活性化ガイドブック　〜社会資本のリノベーションによる地域活性化〜

工室は木工教室など、本来の校舎の機能を活かし
た幅広いプログラムが組まれている。楽舎の提案
をした山下氏は、「小学校というのは大体のものが
ある。ないのはお風呂だけ」と語ったという。

なお、冬季の運営については、正月と毎週水曜
の定期休館日を除き営業しているが、宿泊利用は
少なくなる。その代わり、冬季は次項で述べる市
内の小学生向けの行事が主に行われている。

（４）市内の小学生向け教育事業「四万十小楽校」

前述のとおり、市内の小学生向けに自然体験学
習を行う事業「四万十小楽校」を市から受託して
いる。年に数回自然体験学習会を企画し、近隣の
小学校の児童が任意で参加している。冬季にはも
ちつきやどんど焼きなどの行事を開催している。
他にも、市内の小学５年生向けに行う林間学校の
受け入れを行い、サイクリング、カヌー、野外で
のピザ調理等のプログラムを組んでいる。

こうした教育事業は、一般利用者向けの宿泊・
体験事業が閑散期となる冬季などの時期を中心に
開催されており、楽舎の事業量は通年で概ねバラ
ンスがとれている。

利用者からは「学校の校舎の雰囲気が懐かしい」
と好評であり、次のような声が出ている。「元は学
校なので設備は期待していなかったが、子どもた
ちが自由に音楽室や図書室で遊んでいた」「豪華な

取り組みの成果4

施設ではないけれど、素朴な雰囲気とおいしい食
事が良かった」などの反応がある。また、学校を
取り巻く四万十川を含めた自然はもちろん、アッ
トホームな楽舎のスタッフも魅力の一つである。
その「家族」のような雰囲気を求めリピーターと
なっている客も多い。

そして、近年は、これまでの10年以上続いてき
た取り組みが認められ、様々な賞を受賞している。
平成24年には、環境省及びNPO法人日本エコツー
リズム協会が主催する第８回エコツーリズム大賞
特別賞を受賞した。四万十川流域の環境学習と自
然体験の要素を取り入れた独自的な取り組みの先
駆者とされ、地域に根ざした継続的な活動が評価
された。

平成25年には、（一財）都市農山漁村交流活性化
機構が主催する第11回オーライ！ニッポン大賞＊3　
審査委員会長賞を受賞した。行政からの補助を受
けない自立した運営、川・山・生き物・食・林業
などを活かした多彩な体験プログラム、15年間に
わたる活動の継続性等が評価された。

楽舎の運営にガイドなどで携わる地域住民と利
用者との交流も生まれており、静かだった校舎に
にぎわいが戻った。今でこそ楽舎では地域住民と
の交流も生まれているが、設立当初は楽舎の存在
が地域住民に理解されずに苦労した時期もあっ
た。特に若いスタッフは地元の出身でないため設
立当初は地域に馴染めず苦労したが、積極的に地
元の祭りに参加するなどして交流に努めた。ま
た、四万十市の地域おこし協力隊もアルバイトと

事例紹介 （高知県四万十市）

四万十小楽校

四万十楽舎スタッフと参加者
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して運営の手伝いに参加することもある。
情報宣伝担当スタッフの新玉博人氏は、「楽舎の

効果なのか不明だが、楽舎設立時より周辺の移住
者が増えた」と喜んで語る。

楽舎を所管する四万十市教育委員会の谷口忠之
氏は、「宿泊・体験事業の運営に関して指定管理料
を受けずに行うことが出来ている。このような自
立した施設は全国でもあまりないのではないか」
とこれまでの楽舎の取り組みについて語った。

今後の課題を楽舎スタッフの新玉氏は次のよう
に話した。一つ目の課題は、繁忙期である夏季と
閑散期である冬季で宿泊・体験事業の収入にギャ
ップがあることである。設立当初はリース作りや
しめ縄作りなどの冬ならではの体験メニューも試
みていたが、現在は行っていない。費用対効果の
良いメニューの開発や、効率の良いスタッフ配置
など経営の課題が残されている。

二つ目の課題は、インターネットによる宿泊予
約の利便性向上である。現在、宿泊や体験の受付
は電話またはホームページの予約フォーム等で行

課題と今後の展望5

っており、宿泊予約サイトへの登録はほとんど進
んでいない。通常は手書きの台帳で宿泊を管理し
ているため、宿泊予約サイトより自動で予約が入
っても、手書きの台帳と予約の突き合わせをしな
ければならず、管理に手間がかかる。楽舎では、
新しい予約システムを導入し、複数ある宿泊予約
サイトの予約状況をまとめて管理する業者への登
録を検討している。これにより、新たなファンを
つかみ、遠方や新規利用希望者の利便性をさらに
向上する一歩となりうる。

若者の地方への関心が高まる中、楽舎のような
都市農村交流施設の意義や需要は今後もますます
高まると予測される。こうした施設は、都市部の
住民が自然や文化を体験し、その素晴らしさを理
解し、その地域に移住したいと考えるきっかけに
なりうる。今後も積極的な都市部の住民の受入れ
や、利用者の満足度の向上が求められる。

設立から16年、地域住民とともに継続的な運営
がなされてきた四万十楽舎。今後も、地域に密着
した都市農村交流施設として、また、四万十川流
域の自然と文化保全の拠点としての発展が期待さ
れる。

事例紹介：高知県四万十市

▪	所 在 地：�高知県四万十市西土佐中半408-１
▪	営業時間：�8：30〜17：30
▪	休 館 日：�毎週水曜日　※7月・8月・9月は無休

▪	人　口：35,019人（平成27年10月１日現在）
▪	面　積：�632.29km2

連絡先

＊1	 当時、県内では小中学校における学力低下やいじめなどの問題を背景に県民の公教育に対する不信が生まれていたことから、新しい
発想に立った公教育の実現を目指すために設置された、県の橋本前知事を座長にした会。保護者、学校関係者、教職員団体、企業経
営者、マスコミ等33名の委員が選任されている。

＊2	 かんらん岩に含まれるかんらん石や輝石（きせき）が水と反応し、変化してできた岩石であり、四万十川の河原で見つけることがで
きる。蛇紋岩は少し緑色をしているのが特徴で、磁石にひっつき、磨くと美しく輝く。

＊3	 都市と農山漁村の間の“人・もの・情報”の往来（おうらい）を盛んにすることで、日本全国が元気（All right）になることをめざす
国民運動「都市と農山漁村の共生・対流」のキャンペーンである。

地域の概要　高知県四万十市 �

施設の概要　四万十楽舎 �

◦TEL：0880-54-1230
	 URL：http://gakusya.info/jp/
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宮崎県と熊本県を結ぶ「九
州横断鉄道」の実現に向け
て、明治29年に熊本〜延岡間
鉄道施設議がおこり、大正11
年に年鉄道施設法が施行され
ると、熊本〜延岡（宮崎県延
岡市）間が国定鉄道網として
指定された。

まず、最初に昭和３年３月
に熊本県側の熊本〜高森（熊
本県高森町）間が開通した。
続いて昭和14年12月には宮崎
県側の延岡〜日之影（宮崎県
日之影町）間の開通後、昭和
47年には日之影〜高千穂（宮
崎県高千穂町）間が開通し、
国鉄高千穂線（延岡〜高千穂
間）が開業した。

幻の九州横断鉄道（旧国鉄高千穂線）とは１ 残す、熊本県と宮崎県の山間部にまたがる高千
穂〜高森間は鉄道新線建設延長工事として昭和48

昭和48年から九州横断鉄道の一部分として、熊本県高森町と宮崎県高千穂町を結ぶ高千穂新
線の鉄道工事が行われていた。しかし、昭和50年に発生した高森トンネル工事中の出水事故によ
り、トンネル工事が一時中断され、昭和55年には鉄道整備計画そのものが廃止されることとなる。

鉄道の施設としては使われることがなくなった「トンネル」だが、平成４年、日本国有鉄道清
算事業団からそれぞれの町へ払い下げられることになり、特徴ある施設として利用されている。

宮崎県高千穂町側は「トンネルの駅」と「焼酎の貯蔵庫」という物産販売等の施設に、熊本県
高森町側は「高森湧水トンネル公園」という憩いの場所として整備され、住民や県内外から多く
の人が訪れる観光名所となっている。

●トンネルの駅（宮崎県高千穂町）
実 施 団 体 …神楽酒造株式会社

●湧水トンネル公園（熊本県高森町）
行　　政 …熊本県高森町

参画機関

幻の鉄道遺産が地域の観光拠点になった
～トンネルの両側の入り口は観光スポットに～

宮崎県高千穂町・熊本県高森町

事例紹介

高千穂町・高森町位置図
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年12月に着工し、高森トンネルの工事が始まった。
昭和50年２月、高森町内の８ヶ所の湧水、地下

水の水脈を掘削してしまったためトンネル内の大
量出水が発生し、周辺の飲料水の供給がストップ
し、農業用水も供給できないという事態に陥っ
た。そのため工事が２km程進んだ昭和51年９月
から渇水対策のため一時中断された。

その後、昭和55年には新線建設予算が凍結とな
り、結局、この工事が再開されることはなく、悲
願であった九州横断鉄道は幻に終わった。

なお、現在は、熊本〜立野（JR）・立野〜高森
（南阿蘇鉄道）のみ営業されており、宮崎県側の国
鉄高千穂線は、不採算路線のため国鉄の運営は平
成元年に終わったが、同年４月から、第３セクタ
ーであるTR高千穂鉄道に運営が引き継がれてい
た。しかし、平成17年９月の台風で大きな被害を
受け、復旧されることなく平成20年12月全線が廃
止された。

◉宮崎県高千穂町の概要
高千穂町は、宮崎県の北西部、熊本県と大分県

との県境に位置する。平地の標高が約300m以上
で夏・冬の気温差が大きく、春の新緑、秋の紅葉
など豊かな自然環境は貴重な観光資源となってい
る。主な産業は、農林畜産業であり、特に「和牛

東側の入り口「葛原トンネル」の今２

日本一の里がお贈りする神秘的な味わい」と銘打
った高千穂牛が有名である。

高千穂峡や県内最高峰の祖母山（そぼさん）、四
季見原（しきみばる）など美しい自然に恵まれ、
また、神楽や伝説の町として全国的にも有名であ
る。神話や天岩戸伝説にまつわる史跡や神楽など
の郷土芸能も町内のあちこちに数多く残り、高千
穂神社では毎晩、夜神楽を鑑賞することができ
る。こうした豊富な観光資源にひきつけられ多く
の観光客が県内外から訪れている。

◉「トンネルの駅」誕生の経緯
計画廃止後の旧国鉄高千穂線用地と構造物につ

いて、平成４年に日本国有鉄道清算事業団が高千
穂町に対して売却の提案をした。この提案に対し
て町は、「高千穂線残地活用整備検討委員会」を設
置し、住民説明会等を開催するなどして協議・検
討を重ねた。当初は有償ということもあり住民の
理解を得ることができず、日本国有鉄道清算事業
団へは、用地等の引き取りは困難である旨の回答
をした。その後高架橋などの構造物の撤去を依頼
し、最終的には、平成９年にトンネル以外の構造
物は撤去され、町が無償で用地を引き取ることと
なった。その中でトンネルは、５ヶ所（葛原＝か
ずらわら＝トンネル・第一坂の下トンネル・第二
坂の下トンネル・第一上野トンネル・第二上野ト
ンネル）あった。

町は、５つのトンネルの利活用方法
について協議を重ね、民間に活用して
もらう方針を示したところ、酒造会社
２社から手が挙がった。平成11年、５
ヶ所のトンネルのうち第一、二上野ト
ンネルは雲海酒造㈱（本社：宮崎市）
が貯蔵庫として活用することになっ
た。（雲海酒造㈱は、貯蔵庫を平成23
年に閉鎖した）

また、葛原トンネルについては、神
楽酒造㈱（本社：高千穂町）が町と賃
貸借契約を結び、トンネル内は貯蔵庫
として、トンネルの入り口周辺は観光
及び物産販売施設として整備した。

神楽酒造㈱は、昭和29年に神話と伝

事例紹介：宮崎県高千穂町・熊本県高森町

トンネルの駅からの風景
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説のふる里、高千穂町天岩戸（あまのいわと）で
創業した。創業以来徹底した品質本位の経営姿勢
を貫いており、宮崎を代表する、そば焼酎「天
照」、麦焼酎「ひむかのくろうま」など数々の商品
を生み出している会社である。

なお、「トンネルの駅」の敷地には、トンネルを
含む町有地と民地を買い取った部分からなり、ト
ンネルの改修・建物などは同社が整備した。

町はその賃借料を「地域活性化対策基金」とし
て、町の主産業である農林業及び観光産業の振興
を図るために積み立てている。高千穂町として
は、現在取り崩しせず積み立てている基金を活力
と潤いのある町づくり向けた事業に対し利用して
いきたいとの意向である。

◉観光物産施設「トンネルの駅」とは
平成12年８月１日にオープンした観光物産施設

「トンネルの駅」は、宮崎県高千穂町の下野地区に
あり、高千穂町役場から車やコミュニティバスで
10分ほどかかるところにある。また国道325号線沿
いにあることから、熊本県、大分県、福岡県から
の観光客が車で訪れる際の玄関口となっており、
いわゆる「道の駅」の役割を果たしている。

最寄りのバス停である「坂の下」をおりるとす
ぐ旧高千穂線の列車と蒸気機関車が目に入る。そ
して見渡すと建物と旧国鉄から払い下げを受けた
葛原トンネルが見える。総延長1,115mの葛原トン
ネルを利用した焼酎の貯蔵庫があり、ひんやりと

したトンネルに約1,300樽もの樫樽の焼酎が並び、
無料で見学できる。トンネルは、一年中温度と湿
度が一定（温度17度・湿度70％）しているため貯
蔵庫として最適な場所であった。さらに観光物産
施設を併設し店内では焼酎の試飲や地元の特産
物、地域の加工品を数多く取り扱っている。特に

「天孫降臨」という商品名の焼酎は、高千穂の伝説
にちなんで名づけられたもので、高千穂町のPRに
一役買っている。ここでしか買えない限定の長期
貯蔵酒も好評である。

また、トンネルの駅に隣接して「夢見路公園」
が整備されている。ここは、「トンネルの駅」から
すぐ見える機関車がある場所である。この公園
は、今は使われていない第一坂の下トンネルと葛
原トンネル（トンネルの駅内にある焼酎の貯蔵庫）
との延長線上にある。ここは、いかにも線路が敷
かれていたことを彷彿させる細長い敷地となって
いる。休息の場であるベンチが置かれ、機関車の
ナンバープレートと車輪がモニュメントとして飾
られている。公園のトンネルの駅側の端には最も
大切なものが掲げられている。「九州横断鉄道建設
の経緯」の掲示板である。
「トンネルの駅」と「夢見路公園」の共存は、神

楽酒造㈱と高千穂町が、住民の希望が夢に終って
しまった九州横断鉄道の歴史と住民の大切な足

「高千穂線」であったという事実を今に伝えようと
いう姿勢が感じられる。

事例紹介 （宮崎県高千穂町・熊本県高森町）

トンネルの駅　物産館

トンネルを利用した貯蔵庫



99平成27年度 地域活性化ガイドブック

◉課題と今後の展望
「トンネルの駅」の物産館の出入口では、季節に

応じた果物の販売や宮崎県の郷土料理である地鶏
の炭火焼きを販売するなどイベントを行ってい
る。一時的に集客はあるものの継続的な集客には
つながりづらい面があった。

開業当初は、敷地に展示してある高千穂鉄道を
走っていた列車の中で食事ができるミニ喫茶があ
ったが、平日の稼働率がおもわしくなく、現在は
運営されていない。ただ、列車は展示してあり、
中は自由に出入りできるようになっている。利用
者の滞在時間を延ばすために、めん類などの手軽
な食事を提供できる場所の設置を検討している。

国道325号線に面していることから、熊本空港や
大分空港を起点としたツアー旅行の休憩場所とし
て使用されている。そのツアーの中には海外から
のものもあり、特に香港や台湾からのツアー客が
多く占めているということである。このため、海
外からの観光客への観光案内や物産の販売に関す
る対応が課題である。

同施設では、地域のお土産や農産加工品を販売
するなど、今までも地域と連携しながら経営をし
ていたが、さらにつながりを深くしていきたいと
いう考えから、初の試みとして、平成27年11月３
日文化の日に地区内にある上野中学校の生徒が神
楽を舞うイベントを企画するなど、地域とつなが
りを持った取り組みが行われている。

◉熊本県高森町の概要
高森町は、九州のほぼ中心にあって、熊本県の

最東端に位置し、東部は宮崎県西臼杵郡、東北部
は大分県直入郡と竹田市に隣接、阿蘇五岳のひと
つ、根子岳の山麓に広がる地域（平坦部）と、外
輪山外側に位置する地域（山東部）からなる山間
の町で、農林業が町の基幹産業となっている。

農業、特に畜産業では、阿蘇をルーツとする熊
本の和牛である「あか牛」が有名で、阿蘇地域の
広大な草原に放牧され、熊本阿蘇の自然の恵みと
生産者の愛情をたくさん受けて育てられている。

また、林業では、古くから阿蘇地域を中心に育
成されてきた、高品質のヒノキ「南郷檜（ナンゴ
ウヒ）」のブランド化に取り組んでいる。

さらに、高森町が阿蘇郡の一部で豊かな自然に恵
まれている点から、観光産業にも力を入れている。

◉高森湧水トンネル公園の誕生の経緯
前述の出水事故により放置されていた高森町側

のトンネルは、平成４年10月の日本国有鉄道清算
事業団からの払い下げを受けることとなった。町
は毎分32tの豊富な湧水を活用して親水公園を整
備することとなり、平成６年から整備を始め、平
成７年11月に開園した。

高森トンネルの上側には、トンネルの歴史等を
詳しく知ることができる資料館「湧水館」が建設
され、来場者のための広い駐車場も整備されてい

西側の入り口「高森トンネル」の今３

事例紹介：宮崎県高千穂町・熊本県高森町

阿蘇五岳の一つ「根子岳」

トンネルの駅内にある旧高千穂線列車
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る。トンネルの内部は長さ2,055mのうち550mは
遊歩道として改修した。

そして、流れる美しい水玉が落ちたり登ったり
と不思議な動きをする「ウォーターパール」の設
置はトンネル内を一層幻想的な雰囲気に作りあげ
ている。開園後も施設の充実を図るため平成11年
まで整備がすすめられた。

整備にあたっては、旧国土庁等の国庫補助金、
熊本県補助金、寄付金を活用し、一般財源を含め
ると約３億５千万円の事業費となっている。

開園当初、入園は無料であったが、平成16年度
より有料化した（大人：300円、子供：100円）。な
お、料金の徴収は高森町観光協会に業務委託され
ている。

◉高森湧水トンネル公園の取り組み
夏の七夕シーズンは、湧水トンネル公園内「納

涼七夕まつり」が行われている。町内や周辺町村
の住民・企業・団体等が様々な趣向を凝らして作
った七夕飾りが天井からずらりと並んでいる。薄
暗いトンネル内がライトアップされ、通路の間を
流れる水面に七夕飾りが映し出され、幻想的な世
界が創り出されている。

また、地元特産品の販売やヤマメのつかみ取り
大会、七夕飾りコンテスト等のイベントも同時に
行われており、夏の風物詩として多くの住民に親
しまれている。このまつりは、今年で20回を数え
恒例となっており、地域に浸透しているまつりと

なっている。
12月のクリスマスシーズンには、「クリスマスフ

ァンタジー」を開催している。トンネル内に高さ
2.5mのクリスマスツリー50基を約150mにわたって
飾りつけ、色とりどりのクリスマスツリーのイルミ
ネーションが温かさを演出している。

◉課題と今後の展望
平成16年から11年間、施設のリニューアル等は

なく現状の形での運営が続いており、新鮮さが薄
れてきている状況である。例年、年間を通した入
園数の約50％が７・８月に集中しており、その時
期の天候が年間の入場者数に大きな影響を与えて
いる。また、ピーク時は年間31万人の入園者があ
ったが、有料化の影響もあり、入場者が減少し現
在は９万人となっている状況である。

これまで入園料で維持管理経費を賄っていた
が、このまま入場者が減少していくと町の持ち出
しが必要となっていく状況である。平成26年度
は、トンネルの大きな改修工事が行われたが、老
朽化したトンネルや整備した施設の維持管理費の
捻出は大きな課題である。

高森湧水トンネル公園が町内観光施設の最大の
コンテンツである。高森町にとって高森湧水トン
ネル公園の入園者数を増加させることが、高森町
への観光客増につながり、交流人口が増加するこ
とになる。そこで平成27年12月には、高森湧水公
園リニューアルオープンと銘打ち、新たなアトラ

事例紹介 （宮崎県高千穂町・熊本県高森町）

■■■■■

飾りが美しい納涼七夕まつり

幻想的なウォーターパール
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クションとして、プロジェクションマッピングを
導入した。季節等に応じた映像を放映することが
でき、年間を通じた集客と入園料収入の増加が期
待できるとのことであった。

高森町は、阿蘇五岳と外輪山の南側の間にあ
り、南阿蘇の中でも特に奥座敷といわれている。
高森町観光協会では、「どこにでもあるけど、どこ
にもないもの」をコンセプトに高森らしい時間を
体験してもらいたいという思いから、トレッキン
グや郷土料理の調理を体験できるプログラムを提
供する「高森じかん」という取り組みをしており、
高森湧水トンネル公園も一つのコンテンツとなっ
ている。

阿蘇は、国内外でも人気のあるスポットである。
都会に住む人たちの最近の傾向である「地方への
憧れ」に乗り遅れず、「高森じかん」とともに自然

に恵まれた南阿蘇高森町への移住・定住の取り組
みをすすめているところである。

「トンネルの駅」は民間主体で、「高森湧水トン
ネル公園」は行政が中心となってそれぞれ整備が
進められた施設である。

まったく違う手法で整備されたが、どちらもト
ンネルを地域資源としてうまく活用し、へたをす
れば負の遺産になってしまうものが、地域経済の
エンジンである観光スポットとして存在感を示し
ている。
「トンネルの駅」と「高森湧水トンネル公園」が

それぞれの役割を果たしながら、住民の拠り所と
して末永く愛され続けることを期待したい。

終わりに４

事例紹介：宮崎県高千穂町・熊本県高森町

▪	人　口：6,813人（平成27年10月1日現在）

▪	人　口：12,977人（平成27年10月1日現在） ▪	面　積：�237.32km2

▪	面　積：�175.06km2

地域の概要　宮崎県高千穂町 �

熊本県高森町 �

施設の概要・連絡先 �
◦トンネルの駅　宮崎県西臼杵郡高千穂町下野2221-2　TEL：0982-73-4050	
	 ▪ 営業時間：3月〜11月／午前9時から午後6時まで　12月〜2月／午前9時から午後５時30分まで
◦神楽酒造㈱　本社：宮崎県西臼杵郡高千穂町岩戸144-1　代表取締役社長　佐藤公一
◦宮崎県高千穂町企画観光課　0982-73-1207
◦高森湧水トンネル公園　熊本県阿蘇郡高森町高森1034-2	
	 ▪ 環境ライブラリー「湧水館」　開館時間：午前9時から午後4時まで　休館日：毎週月曜日	
	 ▪ 高森湧水トンネル　開園時間：�4月〜10月／午前9時から午後6時まで	

11月〜3月／午前9時から午後5時まで
◦熊本県高森町政策推進課　TEL：0967-62-1111

高森町

高千穂町

高森湧水トンネル公園入口



地域づくり（別冊）
「平成27年度 地域活性化ガイドブック

～社会資本のリノベーションによる地域活性化～」

	 	 平成28年 2 月発行

	 編集・発行　　一般財団法人　地域活性化センター
	 	 〒103-0027　東京都中央区日本橋2-3-4
	 	 日本橋プラザビル13階
	 	 TEL：03-5202-6133　　　FAX：03-5202-0755
	 印　　　刷	 株式会社　太平印刷社



平成27年度　地域活性化ガイドブック

社会資本のリノベーション
による地域活性化

本誌は、 の社会貢献広報事業として助成を受け作成されたものです

一般財団法人

地域活性化センター

地域づくり２月号別冊

平
成
27
年
度
　
地
域
活
性
化
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
　
社
会
資
本
の
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
地
域
活
性
化


	表1
	別冊地域づくり2月号
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